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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

第１章 開発許可制度の概要 

１． 開発許可制度の目的と沿革 

昭和 30 年代に始まったわが国経済の発展、産業構造の変化等に伴い、産業及び人口の

都市への集中が激しくなり、大都市を中心として急激な都市化が進行し、その結果、都市

における住宅用地、工場用地等の乱開発により無秩序な市街地が形成されました。 

このような不良市街地の弊害を除去し、住民に健康で文化的な生活を保障し、機能的な

経済活動を確保するため、昭和 43 年に都市計画法（以下「法」という。）が全面改正され、

総合的な土地利用計画として、都市計画区域を、優先的に市街化を図るべき区域である

「市街化区域」と、当面市街化を抑制すべき区域である「市街化調整区域」に区分し、段

階的かつ計画的に市街化を図っていくためのいわゆる「線引き」制度が制定されました。 

そして、この「線引き」を担保するものとして創設されたのが「開発許可制度」です。

その後、昭和 49 年の法改正により、市街化区域と市街化調整区域に区分されていない、

「未線引都市計画区域」においても適切な市街地形成を図る必要があることから、開発許

可制度を適用することとしました。さらに平成 12 年の法改正では、都市計画区域外にお

いても開発許可制度が適用されることとなりました。 

さらに近年、既成市街地における空家や空地が発生する一方、市街地外で小規模な住宅

開発が行われるといった状況が発生しており、これに対応するため開発許可制度の重要

性が高まってきています。 

こうした中で開発許可制度は、都道府県都市計画区域マスタープランや市町村マスタ

ープラン、立地適正化計画等、まちづくりの将来像を示すマスタープランの内容を実現す

る手段の一つとして機能することが期待されています。また、人口減少、高齢化及び財政

制約等に対応したコンパクトシティを形成するための手段として開発許可制度には厳格

な運用が望まれています。 

 

２． 開発行為の許可 

一定規模以上の開発行為を行う場合は、開発許可制度が適用され開発許可が必要とな

ります。次頁の表に該当する開発行為を行おうとする者は、あらかじめ市長の許可を受け

なければなりません。 

また、規模未満であっても一定の行為に対しては、市で定めている指導要綱等に基づき

届出が必要となります。 

本市では平成 19 年４月１日より、開発許可事務が秋田県から権限委譲されました。 
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第１章 開発許可制度の概要 

 

表１-１ 横手市における開発許可制度及び行為届出の適用範囲 

区域 面積 法面・擁壁の高さ 必要な手続き 

都市計画 

区域内 

1,000 ㎡未満 ３ｍ超 ・景観計画に基づく行為届出 

1,000 ㎡以上 － 

・横手市うるおいのあるまちづくり

推進要綱に基づく届出 （注１） 

・景観計画に基づく行為届出 

3,000 ㎡以上 － 
・都市計画法に基づく開発許可 

・景観計画に基づく行為届出 

都市計画 

区域外 

10,000 ㎡未満 ３ｍ超 ・景観計画に基づく行為届出 

10,000 ㎡以上 － 
・都市計画法に基づく開発許可 

・景観計画に基づく行為届出 

（注 1）都市計画法に基づく開発許可申請を行う者については、市の要綱に基づく届出

は不要です。 

（注 2）その他、立地適正化計画により都市再生特別措置法に基づく届出制度がありま

す。（６.その他関係する制限等 Ｐ1-17 参照） 

 

市長は、開発行為を行おうとする者から開発許可申請があった場合には、当該申請に係

る開発行為の内容が都市計画法第 33 条（関連する政令及び省令を含む、以下同じ）に規

定する基準に適合しており、かつ、その手続きが都市計画法の規定に違反していないと認

める時には、開発許可をしなければならないとされています。  

開発区域が開発許可権者の異なる区域にわたる場合は、許可申請はそれぞれの開発許

可権者に行う必要があります。この場合において、開発許可権者は十分に連携をとって審

査を行うとともに、許可あるいは不許可を行う場合には同時に行うこととなります。 

横手市では、うるおいのあるまちづくりを総合的に推進し、健康的で文化的な生活環境

の維持保全及び向上を図ることを目的とし、都市計画法による開発許可以外の開発行為

（都市計画区域内において 1,000 ㎡以上の開発行為や建築行為）に関し、「うるおいのあ

るまちづくり推進要綱」を定めています。 

これらの行為を行う場合は、事前に要綱の適用の要否について協議してください。 

 

開発許可及び届出範囲を次頁以降に示していますので参照して下さい。また、場所の詳

細等については、都市計画課までお問い合わせ下さい。 
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「H28.4横手市景観計画に基づく行為届出の手引き」より 

横手市景観計画区域図 

横手市都市計画区域
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

３． 用語の定義 

この「横手市開発許可制度の手引き」では、法令等の略称は、次のとおりとします。 

法 ·································· 都市計画法 

政令（以下「令」）··········· 都市計画法施行令 

省令（以下「省」）··········· 都市計画法施行規則 

その他法律については「○○○○法」と法律名を表示。 

 

(1) 開発行為 

 

 

 

 

(法第４条第 12項) 

1) 主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的 

「主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的」とは、土地の区画形

質を行う主たる目的が、建築物を建築すること、または、特定工作物を建設するというこ

とです。 

建築物の機能が土地全体の利用態様からみて付随的なものと認められるものは、開発

行為に該当しません。 

・風力発電機に付属する管理施設及び変電設備を設置する施設である建築物について

は、当該付属施設の建築を目的とした行為でない事から開発行為には該当しません。 

・太陽光発電施設の付属施設については、その用途、規模、配置や発電施設の不可分

性等から、当該付属施設の建築を目的とした行為に当たらないと市が判断した時は、

開発行為に該当しないものとします。 

2) 土地の区画形質の変更 

「土地の区画形質の変更」とは、区画又は形質の変更のことであり、「切土、盛土等に

より、土地に対して物理力を行使する行為を意味しています。 

したがって、単なる分合筆を目的とした、いわゆる権利区画の変更や建築物の建築自体

と不可分な一体の工事と認められる基礎打ち、土地の掘削等の行為は「区画形質の変更」

に含まれません。 

この変更は、「区画」「形」「質」の３つに分けることができます。 

 

 

（定義） 

法第４条 

12 この法律において「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建

設の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更をいう。 
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

「区画」の変更 

道路、公園等の公共施設の新設、変更又は廃止を行う場合のことで、「区画の変更」

を行う土地の面積が、都市計画区域内において 3,000 ㎡以上、または、都市計画区域外

において 10,000 ㎡以上で下記に該当するような場合は、開発行為の許可が必要になり

ます。 

「形」の変更 

高さ 1.0ｍ以上の切土又は盛土を含む一体的な造成行為により、土地の形状を変更す

る場合のことで、「形の変更」を行う土地の面積が、都市計画区域内において 3,000 ㎡

以上、または、都市計画区域外において 10,000 ㎡以上で、下記に該当する場合は開発

行為の許可が必要になります。 

「質」の変更 

農地、山林、池沼等の宅地以外の土地を宅地にするなど、土地の有する性質を変更す

る場合のことで、「質の変更」を行う土地の面積が、都市計画区域内において 3,000 ㎡

以上、または、都市計画区域外において 10,000 ㎡以上で下記に該当する場合は、原則

として開発行為の許可が必要になります。 

宅地として取り扱うかどうかについては個別の判断を要する場合がありますので、

事前にご相談下さい。 

※次頁図参照

宅地 宅地 宅地 宅地 

宅地 公園 宅地 宅地 

宅地 

新設道路 

宅地 宅地 宅地 

既存道路 既存道路 

＜形の変更例＞ 

高さ 1.0m以上 高さ 1.0m 未満 高さ 1.0m以上 

切土 

「形の変更」の対象面積 

＝ Ａ１ ＋ Ａ２ ＋ Ａ３ 

<解説> 

開発区域内の一部において、高さ

が 1.0ｍ以上の切土又は盛土が生

じた場合は、「形の変更」が生じた

ものと捉え、切土又は盛土を行っ

た区域全体を「形の変更」の対象

面積として取扱うことになりま

す。 

盛土 

切土部 

高さ 1.0m以上 

Ａ１ 

切・盛部 

高さ 1.0m 未満 

Ａ２ 

盛土部 

高さ 1.0ｍ以上 

Ａ３ 

①

②

③
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

a. 区画の変更に該当しない例

＜例 1＞ 単なる樹木等の伐採行為 ＝ 開発行為に該当しない

→ 土地の定着物に対する物理力の行使

＜例 2＞ 基礎打ちや土地の掘削等 ＝ 開発行為に該当しない 

→ 土地に対する物理力の行使だが、建築物の建築と不可分の一体の工事

＜例 3＞ 単なる形式的な区画の統合 ＝ 開発行為に該当しない 

・土地の合筆等

・切土および盛土等の造成行為を行わず、かつ、単に既存建築物の除

却、または、へいやかき等を除却

＜例 4＞ 単なる形式的な区画の分割 ＝ 開発行為に該当しない 

・土地の分筆等

・切土・盛土等の造成行為を行わず、かつ、単にへい・かき等を設置

＜注意＞ へい、かき、さく等の除却にとどまらず、公共施設を廃止する場合は開

発行為に該当します。                ※次頁図参照 

農地・山林等 
(宅地以外の土地) 

宅地 

道  路 

建築物 

道  路 

へい、かき、さく等 

へい、かき、さく等 
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

「山林現況分譲」「菜園分譲」「現況有姿分譲」等 

「山林現況分譲」「菜園分譲」「現況有姿分譲」等と称して、土地の区画形質の変更を

行おうとする事例が見受けられますが、宣伝文書に「建築不可」の文言があっても、区

画割り、区画街路、給排水設備等の状況、販売価格、公益施設の整備等に関する説明内

容、譲渡人又は譲受人の意志などを総合的に勘案して、建築物の建築を目的とするもの

と客観的に判断される場合には、開発行為に該当するものとして取り扱われます。 

「建築の目的」の判断に当たっては、次の「建築目的の判断基準」も参考になるもの

と考えられます。 

・土地の区画割

土地が戸建て住宅等の建築に適した形状、面積に分割されていること。

・区画街路

区画街路が整備され、又はその整備が予定され、宅地としての利用が可能となって

いること。 

・擁壁

住宅建設を可能とする擁壁が設置され、又はその設置が予定されていること。

・販売価格

近隣の土地と比較してより宅地の価格に近いものといえること。

・利便施設

上下水道、電気供給施設等の整備がされ、若しくは近い将来整備されるような説明

がなされ、又は附近に購買施設、学校その他の公益施設があり、生活上不便をきた

さないような説明がなされていること。 

・交通関係

交通関係が通勤等に便利であるとの説明がなされていること。

・付近の状況

付近で宅地開発、団地建設等が行われている、団地等がある、工場等の職場がある

等の説明がなされていること。 

・名称

対象地に住宅団地と誤認するような名称が付されていること。

位置指定道路も含む 

④
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

(2) 建築物および建築

(法第４条第 10項) 

1) 建築物

土地に定着する建築物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの、これに付属する門

若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物に設ける事務所、店舗、

興業場、倉庫、その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保安に関す

る施設及び跨線橋、プラットホームの上屋、貯蔵槽その他これらに類する施設を除く。）

をいい、建築設備（電気、ガス、給排水の設備等）も含みます。 (建築基準法第２条第１号) 

2) 建築

「建築」とは、建築物を「新築」し、「増築」し、「改築」し、又は「移転」することを

いいます。 (建築基準法第２条第 13号) 

3) 新築

「新築」とは、既存建築物のない敷地において新たに建築物を建てることをいいます。

ただし、既存建築物と用途上可分の建築物を同一敷地内に建築するときにも、敷地が区分

され既存建築物のない新たな敷地に建築するものとして、新築として取扱います。 

4) 増築

「増築」とは、既存建築物の床面積を増加させることをいい、同一棟、別棟を問いま

せん。ただし、既存建築物と用途上可分の建築物を同一敷地内に建築するとき、例えば

既存の工場敷地内に従業員寮を建築するような場合には、増築ではなく、新築として取

扱います。 

5) 改築

「改築」とは、建築物の全部若しくは一部を除却し、又は建築物の全部若しくは一部が

災害によって滅失した後、引き続き同一敷地内において、これと用途、規模、構造の著し

く異ならないものを建てることをいいます。 

したがって、用途、規模及び構造が著しく異なる建築物の建て替え（規模については建

て替え後の床面積の合計が従前の床面積の合計の 1.5 倍を超えるもの）については、開発

許可制度上は「新築」として取扱います。 

6) 移転

「移転」とは、同一敷地内における建築物の移動をいいます。したがって、建築物の現

在の敷地から他の敷地へ移すことは、移転ではなく、新しい敷地での新築となります。 

（定義）

法第４条

10 この法律において「建築物」とは建築基準法第２条第１号に定める建築物を、「建

築」とは同条第 13 号に定める建築をいう。 
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

(3) 建築行為 

「建築行為」とは、建築基準法第２条第１号に規定する建築物を建築する行為をいい

ます。 

 

(4) 用途の変更 

用途の変更については明確な定義が定まっていないため、行政実例等を勘案のうえ個々

具体的事例に即し判断することとなりますが、法の趣旨に鑑み、以下の取扱い基準により

判断することにしています。 

＜取扱い基準＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事例＞ 

・旅館を解体しモーテル（１ガレージ１ルーム）とするのは、新築になります。 

・ドライブイン→パチンコ店は法第 42 条及び第 43 条の許可は不可 

・用途変更に該当する場合 

ボーリング場 → 倉庫    学校 → 工場 

鶏卵 出荷 場  → 建築資材倉庫 店舗 → 住宅 

自転車預り店 → パチンコ店 

・用途変更に該当しない場合 

繊 維 工 場 → 機械工場 

※建替後の床面積が従前の２～３倍に当たる場合は、新築と見なします。 

 

 

 

 

① 日本標準産業分類中、大分類相互間への業種の異動は、原則として用途変更に該当

します。 

② 大分類中「製造業」については、建築基準法別表第２各欄で同一の取扱いを受ける

ものへの異動については、用途変更に該当しないものとして取扱いします。 

③ 大分類中、「金融・保険・不動産業」については、同分類内での異動は用途変更に

該当しないものとして取扱います。 

④ 大分類中、「運輸通信業」「電気・ガス・水道業」については、中分類中での異動は

用途変更に該当しないものとして取扱います。 

⑤ 大分類中、「卸小売業」「サービス業」については、小分類内での異動は用途変更に

該当しないものとして取扱います。また、中分類内において、サービスの対象、内

容、規模等に勘案して支障がない場合は、同様の取扱いをする場合があります。 

⑥ 一般住宅、農家住宅、併用住宅、店舗、事務所、工場、倉庫について、それぞれ他

のものになる場合は、用途変更に該当するものとして取扱います。 

⑦ 事務所であっても、製造機能、販売機能を伴わず、営業形態に変化のないものは①

～⑤で用途の変更があるものとされる場合であっても、なお具体的事例に即し、該

当しないものとする場合があります。 
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

(5) 特定工作物

1) 第一種特定工作物

周辺の地域の環境の悪化をもたらすおそれのある工作物で、以下に掲げる用途に供す

るものをいいます。 (政令第１条第１項) 

コンクリートプラント (法第４条第 11項／建築基準法別表第２(ぬ)項第３号(13の２)) 

レディミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰めで、出力の合計が 2.5 キ

ロワットを超える原動機を使用するもの

アスファルトプラント  (政令第１条第１項第１号／建築基準法別表第２(る)項(21)) 

アスファルト、コールタール、木タール、石油蒸留産物又はその残りかすを原料とす

る製造 

クラッシャープラント  (政令第１条第１項第２号／建築基準法別表第２(ぬ)項第３号(13)) 

鉱物、岩石、土砂、コンクリート、アスファルト・コンクリート、硫黄、金属、ガラ

ス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の粉砕で、原動機を使用するもの

危険物の貯蔵又は処理に供する工作物

(政令第１条第１項第 3号／建築基準法施行令第 116 条第１項の表) 

ただし、以下の工作物については、公益上必要な施設として第一種特定工作物から除

かれています。               (法第 29条第１項第 3号／政令第 21条各号) 

ア 石油パイプライン事業用施設

イ 港湾用保管施設

ウ 船舶役務用施設

エ 漁船用補給施設

オ 航空機給油施設

カ 電気工作物

キ ガス工作物

（定義）

法第４条

11 この法律において「特定工作物」とは、コンクリートプラントその他周辺の地域

の環境の悪化をもたらすおそれがある工作物で政令で定めるもの（以下「第一種特

定工作物」という。）又はゴルフコースその他大規模な工作物で政令で定めるもの

（以下「第二種特定工作物」という。）をいう。 

①

②

③

④
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

2) 第二種特定工作物

大規模な工作物で下記に掲げるものをいいます。

ゴルフ場                           (法第４条第 11項) 

１ｈａ以上の運動、レジャー施設                (政令第１条第２項第１号 

野球場、庭球場、陸上競技場、遊園地、動物園、観光植物園、サーキット場等が該当

します。工作物であっても、博物館法により博物館とされる動植物園や、工作物とはい

えないキャンプ場、ピクニック緑地、スキー場、マリーナ（ヨット、ボート等の保管所）

等は第二種特定工作物に含まれません。ただし、給排水施設や食堂、宿泊所などが整備

され、土地の区画形質の変更が認められるキャンプ場やマリーナ関連施設等は運動・レ

ジャー施設とみなします。 

工作物及び構造物等の設置を伴わないモトクロス場も第二種特定工作物に該当しま

せん。 

ただし、以下の工作物については、公益上必要な施設として第二種特定工作物から除

かれています。 

ア 学校（大学、専門学校、各種学校を除く）の施設

イ 港湾環境整備施設

ウ 都市公園

エ 自然公園事業により建設される施設

１ｈａ以上の墓園  (政令第１条第２項第２号) 

墓地、埋葬等に関する法律によらないペット霊園も該当します。 

3) 第二種特定工作物に係る併設建築物等

物理的及び機能的にみて社会通念上運動・レジャー施設等に不可分一体のものとして

付属的に併設される管理事務所、休憩所、クラブハウス（以下「併設建築物という。」）等

については、主として当該第二種特定工作物の建設を目的とした開発行為に包含される

ものであるので、改めて当該併設建築物の建築についての開発許可又は建築許可を行う

必要はありません。また、この第二種特定工作物に包含される併設建築物の範囲の判断に

ついては事前にご相談下さい。 

なお、第二種特定工作物の利用増進上宿泊機能が不可欠であり、かつ、周辺の状況等か

ら判断して当該工作物の敷地内に建築することに格段の合理性がある場合の宿泊施設で

ある建築物については、第二種特定工作物に包含される併設建築物には該当しないこと

に留意して下さい。 

4) １ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設建築物について

１ｈａ未満の運動・レジャー施設に係る併設建築物については、主として当該併設建築

物の建築を目的とした行為でないため、それ自体としては開発許可を必要としませんが

建築許可の判断についてはご相談下さい。 

①

②

③
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

(6) 開発区域

(法第４条第 13項) 

主たる利用目的が建築物に係るものであって、土地の利用目的、物理的性状からみて一

体と認められる開発行為をする土地の範囲をいいます。 

1) 取付道路等

開発区域には、既存の道路に接続

させるために設置する、いわゆる取

付道路等の工事に係る部分を原則と

して含みます。 

2) 隣接区域の取扱い

土地利用上一体であっても、幹線道路、河川等により明

らかに分断されているものにあっては、各々別の開発区域

として取扱います。 

ただし、側溝等に蓋をし、専用道路として両区域を継ぐ

場合などは、全体を一の開発区域とします。 

3) 建築物の建築等を行わない区域

駐車場、テニスコートのように建築物の敷地と一体として利

用を図る土地については開発区域に含まれます（右図）。 

したがって、大規模な土石類の採取を目的とする土地の区画

形質の変更を行う予定の区域のごく一部の土地の区域に作業

員詰め所（小規模なもの）の建築物を建築しようとして土地の

区画形質の変更をしようとする場合は、その主たる目的が土石の採取であることから開

発行為には該当しません。 

既存道路 

取付道路 

開発区域 

既存道路 取付道路 

（定義） 

法第４条 

13 この法律において、「開発区域」とは、開発行為をする土地の区域をいう。 

会

社

駐
車
場

会

社

駐
車
場
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

4) 一体の開発区域 

既存の住宅団地等を拡大する場合に、土地利用目的、事業主体、事業実施時期、道路等

の公共施設の配置等からみて一体の開発行為と認められる場合は、全体を一つの開発区

域として取扱います（下図参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一の開発事業者、工事施行者又は土地所有者が、開発行為の完了の日（公告日）の翌

日から起算して５年以内に、近隣接する区域で行う開発行為については、従前の開発事業

と合わせたものを開発事業とみなします。 

 

(7) 公共施設 

 

 

 

 

 

(法第４条第 14項) 

政令で定める公共の用に供する施設は、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消

防の用に供する貯水施設をいいます。                 (政令第１条の２) 

都市計画法でいう「公共施設」は、法第 11 条に規定される都市施設とは必ずしも一致

しません。以下、主なものについて解説します。 

1) 道路 

道路法第２条第１項に規定する道路、道路運送法第２条第８項に規定する自動車道及

び道路交通法第２条第１号に規定する一般交通の用に供するその他の場所をいうものと

解されます。したがって、一般に開放されている農道も含まれることになります。 

なお、本法によって設置された幅員 4.0ｍ以上の道路は、建築基準法の道路となるため、

改めて同法による道路位置指定を受けることを要しません。 

 

 

平成 28年度造成 
2,000㎡ 

平成 30年度造成 
2,000㎡ 

（定義） 

法第４条 

14 この法律において、「公共施設」とは、道路、公園その他政令で定める公共の用に

供する施設をいう。 



 

１-14

－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

2) 下水道

下水道法第２条第２号に規定する下水道（排水管、排水渠、その他の排水施設、処理施

設、ポンプ場）を指すものとされていますが、同法第 10 条第１項に規定する排水設備（土

地の下水を公共下水に流入させるために必要な排水管、排水渠その他の排水施設）は、公

共の用に供するとは解し難いことから含まないこととされています。 

3) 河川

河川とは、河川法に規定する一級河川及び二級河川のほか、その他の河川（準用河川及

び普通河川）も含まれます。 

(8) その他

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第２条に規定している用語の意義もご

確認下さい。 

４． 開発許可と他法律に基づく手続 

(1) 農地法等（農地転用を伴う開発行為）

1) 農業振興地域外の場合

住宅の建築や事業などのため、農地を農地以外の目的で使用する場合は、農業委員会に

農地転用許可を受ける必要があります。（申請面積が２ｈａを超える場合は県の許可、４

ｈａを超える場合は県（国との協議）の許可となります。） 

開発許可と農地転用許可は同時許可を原則としています。 

必要な申請書類を準備して、農業委員会と事前に十分調整したうえで、十分な時間の余

裕をもって申請して下さい。 

2) 農業振興地域内の場合

農業振興地域内の農地を転用する場合は、あらかじめ農業振興地域の除外申請をし、農

業振興地域から除外しておく必要があります。 

農用地区域の指定を受けた区域内の開発行為は、原則として許可されません。 

(2) 森林法（森林法の規制を受ける開発行為）

1) 許可が必要となる林地開発

許可が必要となる林地開発は以下のとおりです。

地域森林計画対象民有林（法第５条） 

（保安林、保安施設地区区域内及び海岸保全区域内の森林を除く。） 

上記の区域内で行う土石又は樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為

でその規模が１ｈａを超えるもの。なお、道路の新設又は改築を目的とする場合は、

開発面積が１ｈａを超え、道路の幅員(路肩部分を除く)が３ｍを超えるもの。 

①

②
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

開発行為の規模は、行為者及び実施時期が異なっていてもひとまとまりの開発とな

る場合には、その最終的な全体の面積でとらえます。 

ただし、次の場合は許可を必要としませんが、許可を要する場合に準じて知事に協議

し適正に実施されることが必要とされています。 

ア 国又は地方公共団体が行う開発行為

イ 火災、風水害その他の非常災害のために必要な応急処置として行う場合

ウ 森林の土地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少なく、かつ、公益性が高い

と認められる事業で、規則で定めるものの施行として行う場合

2) 林地開発許可制度実施要項に基づく申請

許可申請にあたっては、秋田県林地開発許可制度実施要項第２条の規定に従って、申請

書類を作成し、所轄の地域振興局農林部森づくり推進課に申請が必要となります。通達に

より、林地開発許可と都市計画法上の開発行為の許可は同時許可となっています。横手市

農林整備課と事前に十分協議したうえで、申請を行って下さい。 

3) 伐採届

１ｈａ以下の木竹等の伐採が生じる場合は、森林法に基づく伐採届書を、横手市農林整

備課に提出して下さい。 

4) 原則許可されない地区

保安林及び保安施設地区、優良人工造林地又はこれに準ずる天然林等を含む区域の開

発行為は、原則として許可されません。事前に地域森林計画図並びに保安林台帳等によっ

て確認して下さい。 

5) 森林または緑地の配置等

開発行為の種類、目的、内容等に応じ、開発区域内にある一定の割合での森林又緑地の

配置等が必要になる場合があるので、事前に確認して下さい。 

(3) 国土利用計画法（土地の売買等の届け出）

1) 届出

開発行為に伴い土地に関する権利を取得し、又は譲渡した場合は、契約後２週間以内に

市長に届け出をする必要があります。 

（届け出が必要な面積） 

・都市計画区域内：5,000 ㎡以上

・都市計画区域外及びその他の地域（山林等）：10,000 ㎡以上

平成 22 年 7 月 23 日より都市計画区域が変更になり、横手市内平坦部一帯に拡大され

ています。 

2) 審査および勧告

届け出後、土地利用の目的等について審査され、適正でない場合は勧告がなされます。 

③
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－ 事務手続編 － 

第１章 開発許可制度の概要 

(4) 道路法（道路法の規制を受ける開発行為） 

1) 道路法第 24 条承認工事 

開発行為に伴い、道路区域内（県道、市道等）において取付け道路の設置、歩道の切下

げ等の工事を行う場合は、道路管理者の承認が必要です。 

2) 道路法第 32 条道路占用許可申請 

道路（上空・地下を含む）に、一定の工作物、物件又は施設等を設け、継続して道路を

使用する等道路を占用する場合、道路管理者の許可が必要です。 

上記の道路法に基づく申請については原則として、開発許可申請において許可書又は

申請を行っている事が証明できる書類を添付する必要があります。ただし、工事期間が長

期にわたる場合等の申請時期等については道路管理者と十分協議を行い、開発許可申請

までに提出が出来ない場合はその理由書を提出して下さい。 

(5) 法定外公共物（道・水路） 

1) 法定外使用許可申請 

開発行為に伴い、用途（機能）及び目的を妨げない範囲で新たに工作物を設置したり、

通路や材料置場として使用等、法定外公共物を使用する場合には、使用許可が必要です。  

2) 法定外工事施行許可申請 

法定外公共物区域内で工作物や取付道路の設置等、機能向上や形状変更の工事を行う

場合には、工事施行許可が必要です。 

上記法定外の申請は、開発許可申請において許可書又は申請を行っていることが証明

できる書類を添付する必要があります。 

(6) 風致地区における開発行為 

風致地区においては、都市内の風致を維持するため、市条例で建築物や宅地の造成等 

について必要な規制が定められています。 

法第 58 条の規定に基づき、「横手市風致地区内における建築等の規制に関する条例」横

手市においては、２つの風致地区（城付風致地区・愛宕山風致地区）が定められており、

建築物の建築、宅地の造成等を行う場合には、市長の許可が必要になります。 

(7) その他の法令等 

・建築基準法、河川法、下水道法、土砂災害防止法、文化財保護法等 

・横手市条例、要綱等 

うるおいのあるまちづくり推進要綱、景観計画・景観条例、法定外公共用財産の

使用等に関する条例、特定用途制限地域における建築物の用途の制限に関する条

例等 

・秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例 
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第１章 開発許可制度の概要 

５． 開発行為の制限と建築確認 

都市計画法第３章（第 29 条～第 58 条の 11）の規定に基づく開発行為等の制限を、よ

り実効があがるようにするための措置として、開発許可行政と建築行政の密接な連携を

図ることとし、建築確認の申請に係る建築物が都市計画区域内にある場合においては、そ

の申請書を提出する場合、次に掲げる都市計画法の条文の規定に適合していることを証

する書面を添付しなければならないことになっています。 

① 都市計画法第 29 条（開発の許可） 

② 都市計画法第 35 条の２（開発行為の変更許可等） 

③ 都市計画法第 37 条 

（開発許可を受けた開発区域内の土地における工事完了公告前の建築等の制限） 

④ 都市計画法第 41 条 

（用途地域の定められていない土地の区域における開発行為について開発許可する

場合の建ぺい率等の指定） 

⑤ 都市計画法第 42 条 

（開発許可を受けた開発区域内の土地における工事完了公告後の建築等の制限） 

ただし、次に掲げる場合は除きます。 

・申請に係る建築物の工事種別 

申請に係る建築物の工事種別が大規模修繕又は大規模の模様替えである場合  

・上記の①～⑤の規定に関しては、 

ア 申請に係る建築物の敷地が都市計画区域内にあり、かつ、その規模が開発許可

の対象となる規模（3,000 ㎡）未満である場合 

イ 申請に係る建築物の敷地が都市計画区域外にあり、かつ、その規模が開発許可

の対象となる規模（10,000 ㎡）未満である場合 

６． その他関係する制限等 

開発に際しては、法律や政令等に定められている以外にも、下記の横手市条例等による

制限があります。 

開発区域に該当する区域が含まれているかどうかにより、面積や建築物の用途等の制

限が異なってきますので、都市計画課までお問合せ下さい。 

<横手市条例等の一例＞ 

・立地適正化計画（都市機能誘導区域（中心拠点区域及び副拠点区域）外、居住

誘導区域（まちなか居住区域）外で、一定の行為（開発行為、建築等行為）を

行う場合）による届出制度。（都市再生特別措置法に基づく） 

・横手市景観条例、景観計画に基づく行為届出 

・横手市特定用途制限地域における建築物の用途の制限に関する条例 

・横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱 
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第２章 開発行為の許可 

第２章 開発行為の許可 

１． 開発行為の許可に関する規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 29条) 

上記は開発行為の許可に関する規定であり、下記区域内において開発行為をしようと

する者は許可を受けなければならないと規定されています。 

・都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は、第１項 

の規定に基づく許可 

・都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において開発行為をしようとする者は

第２項の規定に基づく許可 

ただし、スプロール化（都市が無秩序に拡大すること）のおそれがない、または、他の

法令等により規制が備わっているもの等については、許可を要しないこととしています。 

 

 

 

 

 

（開発行為の許可） 

法第 29 条 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者

は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事（地方自治法

の指定都市、同法の中核市又は特例市（以下「指定都市等」という。）の区域内にあ

っては、当該指定都市等の長。以下この節において同じ。）の許可を受けなければな

らない。ただし、次に掲げる開発行為については、この限りでない。 

（一）～（十一）省略 

２ 都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内において、それにより一定の市街地

を形成すると見込まれる規模として政令で定める規模以上の開発行為をしようと

する者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事の許可

を受けなければならない。ただし、次に掲げる開発行為については、この限りでな

い。 

（一）～（二）省略 

３ 開発区域が、市街化区域、区域区分が定められていない都市計画区域、準都市計

画区域又は都市計画区域及び準都市計画区域外の区域のうち２以上の区域にわた

る場合における第１項第１号及び前項の規定の適用については、政令で定める。 

  本市では、平成 22 年７月 23 日に山地部を除いた平坦部一帯が都市計画区域に指

定されています。横手市都市計画区域図を参照して下さい。 

なお、準都市計画区域は指定されておらず、区域区分（線引き都市計画区域）は定

められていません。 
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第２章 開発行為の許可 

２． 適用除外（許可不要）となる開発行為 

(1) 規模未満の場合

1) 面積規模

区域の区分に応じ政令で定める以下の場合は許可が不要です。 (法第 29条第１項第１号)

・区域区分が定められていない都市計画区域における 3,000 ㎡未満のもの。

(政令第 19条第１項) 

・都市計画区域外における 10,000 ㎡未満のもの。 (政令第 22条の２) 

・ゴルフ場を除く第二種特定工作物の建設を目的とする 10,000 ㎡未満のもの

※ 一定の規模未満のものは許可不要となっていますが、一回の開発行為が規模未満

であっても、周囲の状況や開発された時期（概ね過去５年間）等から判断して、以

前の開発行為と一体の開発行為とみなされる場合で、合算した規模が上記の規模

以上となる場合は、許可が必要となります。

2) 開発区域が２以上にわたる場合

開発区域が２以上の区域にわたる場合において以下の場合は許可が不要です。
(政令第 22条の３) 

・当該開発区域の面積の合計が１ｈａ未満のもの。 (政令第 22条の３第２項) 

(2) 非線引き都市計画区域内の農林漁業の用に供する建築物、同従事者の住宅

(法第 29条第１項第２号) 

農業、林業若しくは漁業の用に供する令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の

居住の用に供する建築物の建築の用に供する目的で行う場合は許可が不要です。 

1) 農林水産物の生産・出荷の用に供する建築物

農林水産物の生産・出荷の用に供する建築物は以下に掲げるものをいいます。

農林漁業の生産・出荷の用に供する建築物            政令第 20条第１号) 

畜舎、蚕室、温室、育種苗施設、家畜人工受精施設、孵卵育雛施設、搾乳施設、集乳

施設その他これらに類する農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供する

建築物。 

「集荷の用に供する建築物」とは、農業、林業又は漁業の用に供され、これら生産物

の一時的集荷のためのものに限られ、配送・卸売り業務等の商業活動のための集荷用

建築物は該当しません。 

①
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第２章 開発行為の許可 

農林水産物の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物    (政令第 20条第２号) 

堆肥舎、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等収納施設その他これらに類する農業、林業

又は漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物。 

家畜診療の用に供する建築物 (政令第 20条第３号) 

用排水機、取水施設等農用地の保全若しくは利用上必要な施設の管理の用に供する

建築物又は索道の用に供する建築物             (政令第 20条第４号) 

上記に掲げるもののほか、建築面積が 90 ㎡以内の建築物  (政令第 20条第５号) 

2) 農林漁業従事者

農林漁業従事者とは、次のものをいいます。

農林漁業の範囲 

日本標準産業分野の大分類Ａ－農業、林業、Ｂ－漁業に分類される産業にうち、生業

として営まれている規模のものをいいます。 

「農林漁業に従事している者」の取扱い 

上記Ａ、Ｂに従事している者を言いますが、この場合、 

ア 被傭者、兼業者を含みます。

イ 臨時的と認められる者は含みません。

ウ 当該都市計画区域で、これらの業務に従事する者であることを要します。

エ 世帯員のうち１人以上の者がこれらの業務に従事している者があれば足ります。 

なお、農業生産法人等の法人は含みますが、これらの法人が居住用建築物の建築主体

となることはできません。 

②

③

④

⑤

①

②
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

(3) 公益上必要な建築物 

公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺の地域における適正かつ合理的な土

地利用及び環境の保全を図る上で支障がないものの建築の用に供する目的で行う開発行

為は、適用除外とされています。                (法第 29条第１項第３号) 

なお、平成 18 年の法改正（平成 19 年 11 月 30 日施行）により、開発許可が不要とされ

ていた社会福祉施設、医療施設及び学校の建築の用に供する目的で行う開発行為及び都

道府県等が行う一定の開発行為について、開発許可の対象となりました。 

（政令第 21条第 26号) 

公益上必要な建築物は、次表の通りです。 

法

令 
号 公益施設 具 体 例 根拠法令 備  考 

法

第

29

条 

3 

駅舎 

その他の鉄道施設 

駅舎、検査場、車庫、信号所、発電

所、保線係員詰所 

×バス施設 

鉄道事業法 

軌道法 

 

公民館 公民館 

×町内会等設置の地区集会所 

社会教育法  

変電所 東北電力の設置するもの 

×企業独自のもの 

電気事業法  

政

令

第

21

条 

1 

道路法の道路、 

道路運送法の一般自動

車道若しくは専用自動

車道の施設 

道路管理者の設ける駐車場、 

料金徴収所 

×サービスエリア内の売店 

道路法 

道路運送法 

貨物自動車運送

事業法 

 

2 河川法の河川施設 河川管理事務所、ダム、水門、せき 河川法  

3 

都市公園法の公園施設 休憩所、野営場、野球場、運動場、 

プール、植物園、音楽堂、売店、 

飲食店、管理事務所 

都市公園法  

4 

鉄道事業法の索道及び

軌道法の軌道又は無軌

条電車の事業施設 

停車場、信号所、車庫、詰所、 

車両等の修理場、機械等の保管倉

庫 

鉄道事業法 

軌道法 

 

5 
石油パイプライン事業法

の事業用施設 

石油輸送施設、タンク、圧送機 石油パイプライン

事業法 

 

6 

道路運送法の一般乗合

旅客自動車運送事業用

施設 

特別積合わせ貨物運送

事業用施設 

自動車ターミナル法の一

般自動車ターミナル施設 

車庫、整備工場、バス停留所、 

貨物積下し場、倉庫、待合所 

 

営業所、荷扱所、積卸施設、 

自動車車庫、休憩・睡眠施設 

×従業員寮、福利・厚生施設、 

一般路線自動車ターミナル、 

管理事務所 

×一般貸切旅客用施設、 

一般区域貨物用施設 

道路運送法 

貨物自動車運送 

事業法 

自動車ターミナル

法 
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

（「公益上必要な建築物」の続き） 

法

令 
号 公益施設 具 体 例 根拠法令 備  考 

政

令

第

21

条 

7 

港湾法の港湾施設漁港

漁場整備法の漁港施設 

荷さばき施設、 

旅客施設（乗降場、待合所、 

手荷物取扱所）、 

保管施設（倉庫、危険物置場、貯

油施設）、厚生施設（船のり、労務

者の休泊所、診療所）、廃油施

設、港湾浄化施設、管理施設、漁

船修理場、漁船漁具保全施設 

港湾法 

漁港漁場整備法 

 

8 

海岸法の海岸保全施設 海岸保全区域内にある海水の侵

入又は浸食防止施設（堤防、突

堤）、管理施設 

海岸法  

9 

航空法の公共用飛行場

の機能施設、飛行場利

用者の利便施設、公共

用航空保全施設 

ターミナル（乗降場、送迎デッキ 

待合所、切符売場、食堂）、 

格納庫、航空保全施設、修理工

場、管理事務所 

航空法  

10 
気象、海象、地象、洪水

の観測通報施設 

気象台、天文台、測候所、 

地震観測所、予報・警報施設 

気象業務法  

11 

日本郵便株式会社の事

業施設 

郵便局、国との委託契約による郵

便業務用施設 

×住宅併用の郵便局 

日本郵便株式会

社法、郵便物運

送委託法 

 

12 電気通信回線設備 第一種電気通信事業用施設 電気通信事業法  

13 
放送法の放送事業の放

送施設 

放送局 放送法  

14 

電気事業法の電気事業

の電気工作物を設置す

る施設 

 

ガス事業法のガス事業の

ガス工作物を設置する施

設 

一般電気事業（一般の需要に応じ

て電気を供給）及び卸売電気事業

（一般電気事業者への供給）のた

めの発電所、変電、送電、配電所 

一般ガス事業及び簡易ガス事業

のためのガス発生設備、ガスホー

ルダー、ガス精製、排送、圧送、整

圧設備 

×事務所、サービスステーション 

電気事業法 

 

 

 

ガス事業法 

 

15 

水道法の水道事 

業、水道用水供給事業

の水道施設 

 

工事用水道事業法の工

業用水道施設 

下水道法の公共下水

道、流域下水道、都市下

水路の施設 

一般需要者に対する供給、 

水道事業者への用水供給のため

の取水、貯水、導水、浄水、送水、

配水施設でその者が管理する施

設 

×事務所 

同上 

終末処理場、ポンプ場 

水道法 

 

 

工業用水道事業

法 

下水道法 
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

（「公益上必要な建築物」の続き） 

法

令 
号 公益施設 具 体 例 根拠法令 備  考 

政

令

第

21

条 

16 
水害予防施設 水防用倉庫 水害予防組合法  

17 

図書館法の図書館 

博物館法の博物館 

地方公共団体、日本赤十字社及

び民法法人が設置する図書館 

地方公共団体、民法法人、宗教

法人、日本赤十字社及び日本放

送協会が設置する博物館 

図書館法 

 

博物館法 

 

18 
社会教育法の公民館 公民館 

×町内会等設置の地区集会所 

社会教育法  

19 

職業能力開発促進法の

公共職業訓練施設 

国、地方公共団体、雇用促進事

業団が設置する専修職業訓練

校、高等職業訓練校、職業訓練

短期大学校、技能開発センター、

職業訓練大学校、身体障害者職

業訓練校 

×事業内職業訓練所（共同職

業訓練所） 

職業能力開発促

進法 

 

20 

墓地埋葬等に関する法

律の火葬場 

（位置について建築基準法第 51

条の制限あり） 

×墓地、ペット霊園処理場 

墓地、埋葬等に

関する法律 

 

21 

と畜場法のと畜場、へい

獣処理場等に関する法

律のへい獣処理場 

（位置について建築基準法第 51

条の制限あり）屠殺解体施設へい

獣取扱場、化製場 

×魚介類及び鳥類の処理場 

と畜場法 

化製場等に関す

る法律 

 

22 

廃棄物の処理及び清掃

に関する法律の処理施

設浄化槽法の浄化槽 

（位置について建築基準法第 51

条の制限あり）市町村が設置する

公衆便所、 

一般廃棄物処理施設（し尿処理施

設又はごみ処理施設） 

×産業廃棄物処理施設 

廃棄物の処理及

び清掃に関する

法律 

浄化槽法 

 

23 

卸売市場法の卸売 

市場施設 

（位置について建築基準法第 51

条の制限あり） 

中央卸売市場、地方卸売市場の

用に供する施設である建築物、市

町村が設置する市場 

卸売市場法  

24 

自然公園法の公園事業

施設 

宿舎、避難小屋、休憩所、案内

所、公衆便所、救急施設、博物

館、水族館、動物園等の公園事業

の用に供する施設 

自然公園法  
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

（「公益上必要な建築物」の続き） 

法

令 
号 公益施設 具 体 例 根拠法令 備  考 

政

令

第

21

条 

25 
住宅地区改良法の住宅

地区改良事業施設 

改良地区の整備及び改良住宅 住宅地区改良法 

26 

国、県等、市町村又は市

町村がその組織に加わ

っている一部事務組合

若しくは広域連合が設置

する研究所、試験所その

他直接事務又は事業の

用に供する施設 

研究所、試験所、体育館、美術

館、公会堂、義務教育共同給食セ

ンター、消防署

×公営住宅

×競馬場・競輪場

地方自治法 

27 

量子科学技術研究開発

機構の研究施設 

量子科学技術研究開発施設 国立研究開発法

人量子科学技術

研究開発機構法 

28 

日本原子力研究所の研

究施設 

日本原子力研究所の研究施設 国立研究開発法

人日本原子力研

究開発機構法 

29 
水資源機構の事業施設 ダム、水位調節施設等水資源の開

発施設 

独立行政法人水

資源機構法 

30 

宇宙航空研究開発事業

団の事業施設 

人口衛星及びロケットの開発に 

必要な施設、 

ロケット追跡施設

国立研究開発法

人宇宙航空研究

開発機構法 

31 

新エネルギー・産業技術

総合開発機構の技術開 

発施設 

非エネルギー、可燃性ガス及び石

炭に関する技術、鉱工業の技術開

発施設 

国立研究開発法

人新エネルギー・

産業技術総合開

発機構法 

非化石エネルギ

ーの開発及び導

入の促進に関す

る法律 

・「公益施設」とは、原則として、各管理法に規定されている事業を実施する施設をいい

ます。 

・以下の建築物は該当しません。 (政令第 21条第 26号イ～ホ) 

国、都道府県等（法第 34 条の２第１項に規定する都道府県等をいう。）、市町村（指

定都市等及び事務処理市町村を除き、特別区を含む。以下この号において同じ。）又は

市町村がその組織に加わっている一部事務組合若しくは広域連合が設置する研究所、

試験所その他の直接その事務又は事業の用に供する建築物で次に掲げる建築物以外

のもの。 

イ 学校教育法第１条に規定する学校、同法第 124 条に規定する専修学校又は同法第

134 条第１項に規定する各種学校の用に供する施設である建築物
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

ロ 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）による家庭的保育事業、小規模保育事業

若しくは事業所内保育事業、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）による社会

福祉事業又は更生保護事業法（平成７年法律第 86 号）による更生保護事業の用

に供する施設である建築物 

ハ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院、同条第２

項に規定する診療所又は同法第２条第１項に規定する助産所の用に供する施設

である建築物 

ニ 多数の者の利用に供する庁舎（主として当該開発区域の周辺の地域において居

住している者の利用に供するものを除く。）で国土交通省令で定めるもの 

ホ 宿舎（職務上常駐を必要とする職員のためのものその他これに準ずるものとし

て国土交通省令で定めるものを除く。） 

上記における、国土交通省令で定める「庁舎」および「宿舎」とは、以下のことを示

します。 

「庁舎」 

1 国が設置する庁舎であって、本府若しくは本省又は本府若しくは本省の外局の

本庁の用に供するもの 

2 国が設置する地方支分部局の本庁の用に供する庁舎 

3 都道府県庁、都道府県の支庁若しくは地方事務所、市役所、特別区の区役所又

は町村役場の用に供する庁舎 

4 警視庁又は道府県警察本部の本庁の用に供する庁舎     (省令第 17条の２) 

「宿舎」 

職務上その勤務地に近接する場所に居住する必要がある職員のためのものとする。 

(省令第 17条の３) 

(4) 都市計画事業の施行として行う開発行為 

(法第 29条第１項第４号) 

(5) 土地区画整理事業の施行として行う開発行為 

(法第 29条第１項第５号) 

(6) 市街地再開発事業の施行として行う開発行為 

(法第 29条第１項第６号) 

(7) 住宅街区整備事業の施行として行う開発行為  

(法第 29条第１項第７号) 

(8) 防災街区整備事業の施行として行う開発行為  

(法第 29条第１項第８号) 
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

第４～８号の各事業は、都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、大都市地域にお

ける住宅及び住宅地の供給に関する特別措置法及び密集市街地における防災街区の整備

の促進に関する法律において都市計画上十分な監督のもとに行われることから許可不要

とされているもので、事業施行区域内であっても事業完了後に土地所有者等が新たに開

発行為を行う場合には、開発許可が必要となります。 

(9) 公有水面埋立法第２条第１項の免許を受けた埋立地であって、

まだ同法第 11 条第２項の告示がないものについて行う開発行為 

(法第 29条第１項第９号) 

公有水面埋立法第２第１項の免許を受けた埋立地にあっては、同法第 22 条第２の告示

がなされるまでの間、埋立地の使用について知事の許可を受けるべきものとされている

ので、許可不要とされているものです。なお、竣工認可後に新たな開発行為を行う場合は、

開発許可の要否について協議する必要があります。 

(10) 非常災害のために必要な応急措置

(法第 29条第１項第 10号) 

災害時における応急措置として早急に行う必要のある開発行為であって、やむを得な

いと認められ場合、許可不要とされたものです。 

災害が発生しておらず、まだ逼迫した災害発生の恐れがあるともいえない状態であれ

ば該当しません。 

(11) 通常の管理行為、軽易な行為

(法第 29条第１項第 11号／政令第 22条各号) 

仮設建築物の建築又は土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定

工作物の建設の用に供する目的で行うもの 

※仮設建築物とは、本店の改築に伴う仮店舗のように、その様態から一時的な使用

の後に除却されることが明らかな建築物をいいます。

なお、住宅展示場の建築物も原則として仮設建築物として扱うこととしています。 

車庫、物置その他これらに類する附属建築物の建築の用に供する目的で行うもの 

※主たる建築物に附属して建築される車庫、物置等は、規模も小さく、その機能は

主たる建築物に含まれ、それ自体で独立の機能を果たすものではないので許可不

要とされたものです。

建築物の増築又は特定工作物の増設で、当該増築に係る床面積の合計又は当該増設

に係る築造面積が 10 ㎡以内であるものの用に供する目的で行うもの 

①

②

③
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－ 事務手続編 － 

第２章 開発行為の許可 

法第 29 条第１項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外の建築物の改築で用途

の変更を伴わないもの又は特定工作物の改築の用に供する目的で行うもの 

前号に掲げるもののほか、建築物の改築で当該改築に係る床面積の合計が 10 ㎡以内

であるものの用に供する目的で行うもの 

※ 令第22条第６号は、主として当該開発区域の周辺の市街化調整区域内に居住して

いる者の日常生活のための必要な店舗等の建築物とされているため、ここでは対象

外とします。 

⑤

④
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第３章 許可申請の手続 

１． 開発許可申請書の作成及び手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 30条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（許可申請の手続） 

法第 30 条 前条第１項又は第２項の許可（以下「開発許可」という。）を受けようと

する者は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書

を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 開発区域（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区）の位置、区域

及び規模 

二 開発区域内において予定される建築物又は特定工作物（以下「予定建築物等」

という。）の用途 

三 開発行為に関する設計（以下この節において「設計」という。） 

四 工事施行者（開発行為に関する工事の請負人又は請負契約によらないで自らそ

の工事を施行する者をいう。以下同じ。） 

五 その他国土交通省令で定める事項 

２ 前項の申請書には、第 32 条第１項に規定する同意を得たことを証する書面、同条

第２項に規定する協議の経過を示す書面その他国土交通省令で定める図書を添付

しなければならない。 

横手市開発行為等の規制に関する規則（開発許可申請書の添付図書） 

第２条 法第 30 条第１項の規定により市長に提出する申請書には、法及び省令に規

定するもののほか、次に掲げる図書(主として、自己の居住の用に供する住宅の建

築の用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物

で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う１

ｈａ未満の開発行為にあっては、第３号、第４号に掲げるものを除く。)を添付し

なければならない。 

(1) 開発区域の土地の登記簿謄本 

(2) 造成計画面積求積図(縮尺 1,000 分の 1 以上) 

(3) 申請者の法人登記簿謄本(個人にあっては、住民票の写し。以下同じ。)、事

業経歴書及び納税証明書(最近２年における国税、県税及び市税に係るもの) 

(4）工事施行者の法人登記簿謄本、事業経歴書及び建設業の許可証明書 

(5）その他市長が必要と認める図書 



 

３-29 

 

－ 事務手続編 － 
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法第 29 条第１項又は第２項の許可（以下「開発許可」という。）を受けようとする者は、

国土交通省令で定める所により必要事項を記載した申請書を提出しなければなりません。 

ただし、都市計画法上の開発許可申請適用範囲外の開発行為については、横手市うるお

うのあるまちづくり推進要綱等に基づき必要な手続きを行ってください。 

適用範囲の面積等については、P１-２「横手市における開発許可制度および行為届出の

適用範囲」をご確認下さい。 

許可申請手続きの流れ（フロー）及び申請書の具体的な記載事項や添付図書は次の通り

となります。 

  



 

３-30 

 

－ 事務手続編 － 

第３章 許可申請の手続 

２． 開発許可手続きの流れ（フロー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　＜準備・調整＞

事前相談・協議

法第32条協議申請

管理予定者との協議の経過書の締結

管理者の同意書

公共施設管理者との協議

開発許可申請(法第29条)

審査

開発許可

開発行為の承継（法第44条、法第45条）

工事完了公告前の建築制限（法第37条）

工事着手届 開発許可標の掲示

工事完了届（法第36条第1項）

工事完了検査（法第36条第2項）

検査済証の交付

工事完了公告（法第36条第3項）

建築行為

・公共施設の管理（法第39条）

・土地の帰属（法第40条）

開発区域内の建築等の制限

（法第42条）

開発行為廃止の届出（法第38条）

開発行為の変更の許可又は届出（法第35条の2）

検査済証、完了公告交付後は、帰属

手続き等をすみやかに行って下さい。

工事完了公告の翌日から市に帰属、

市の管理となります。

開発協議申請(法第34条の2第1項)
又は

法第34条の2第2項協議申請
又は

開発申請図書の内容について開発許可基準に適合

している場合は、申請後概ね ３週間 で許可とな

ります。(開発審査会の裁決が必要ない場合)

開発行為の場所、設計上の基本的な考え方、横手市

の条例、要綱等を含む開発基本構想との適合や他法

令の許可の確認など、事後の手続が円滑に進むよう

事前に都市計画課に相談して下さい。

関係機関との協議、条例や他法令との調整、

関係図書の作成など
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３． 開発許可申請等添付図書一覧 

(1) 開発許可申請書類（法第 29 条）（第 34 条の２）  

添

付 

順

序 

書類の名称 

申請 区分 

備   考 
32
条
協
議 

許
可
申
請 

34
条
の
2 

協
議
申
請 

自 

己 

居
住
用 

自 

己 

業
務
用 

非
自
己
用 

 

都市計画法第 32 条(第 34 条

の２第２項)の規定に基づく

同意願出書 

○   × ○ ○ 

その他様式第１号(２号) 

法定外公共物の場合はそ

の他様式第３号 

1 開発行為許可申請書  ○ × ○ ○ ○ 
別記様式第２号 

又は第２号の２ 

 開発行為協議申請書  × ○ × ○ ○ その他様式第４号 

2 設計説明書  ○ ○ × ○ ○ 市規則様式第６号 

3 資金計画書  ○ ○ × ※○ ○ 
別記様式第３号 

資金証明書を添付 

4 公共施設管理者の同意書  ○ ○ ○ ○ ○ 市規則様式第１号 

5 
公共施設管理予定者との 

協議の経過書 
 ○ ○ ○ ○ ○ 市規則様式第２号 

6 関係権利者の同意書  ○ ○ ○ ○ ○ 市規則様式第７号 

7 
法定外公共物の区域編入 

同意書 
 ○ ○ ○ ○ ○ 

建設課、土地改良区、 

水利組合等 

8 排水の同意書  ○ ○ ○ ○ ○ 
建設課、各地域局、土地

改良区、水利組合等 

9 給水施設        

 

①水道事業者から 

給水を受ける場合 

→水道事業者との 

協議経過書 

 ○ ○ × ○ ○  

②専用水道（共同井等） 

又は各井による給水を 

受ける場合 

→保健所又は（財）予防衛

生協会の水質検査合格証 

 ○ ○ × ○ ○  

10 消防協議の経過を示す書面  ○ ○ × ○ ○  

11 
開発区域外の 

工事施工許可証等 
 ○ ○ ○ ○ ○ 

道路に係る工事・占用 

→道路法第 24 条・第 32 条 

河川の占用・河川での工作物

等の新築 

→河川法第 24 条・第 26 条 

海岸に係る工事・占用 

→海岸法第７条・第 13 条 

下水道等の工事 

→下水道法第 16 条 
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添

付 

順

序 

書類の名称 

申請 区分 

備   考 
32
条
協
議 

許
可
申
請 

34
条
の
2 

協
議
申
請 

自
己
居
住
用 

自
己
業
務
用 

非
自
己
用 

12 
開発区域内の土地の 

登記事項証明書 
 ○ ○ ○ ○ ○ 市規則第２条 

13 設計資格証明書  ○ ○ ※○ ※○ ※○ 

・最終学校卒業証明書 

・実務経歴証明書 

・主な設計経歴書など 

省令第 19 条 

14 

申請者の 

資力信用に関する書類 

(1)法人登記事項証明書 

(個人の場合は住民票の写し) 

(2)事業経歴書 

(3)納税証明書＊ 

 ○ ○ × ※○ ○ 

等級格付表登録者は不要 

(等級格付通知書を添付) 

又は (1)～(3) 

＊最近２箇年における国

税、県税及び市税に係

るもの 

15 

工事施行者の能力に関する書

類 

(1)法人登記事項証明書 

(1) (2)事業経歴書 

(3)建設業の許可証明書 

 ○ ○ × ※○ ○ 

等級格付表登録者は不要 

(等級格付通知書を添付) 

 

16 手数料領収済通知書の写し  ○ × ○ ○ ○  

   〇 必要、× 不要 

   ※１ｈａ未満のものを除く 
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(2) 開発許可申請図面 

添

付 

書

類 

図 面 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 留 意 事 項 縮尺 法令 

1 位置図 開発区域の位置、方位、主要交

通機関からの経路、主要道路、

排水先の河川その他目標とな

る地物を表示した地形図 

 1

50,000
 

以上 

省令 

第 17 条 

2 区域図 市町村界、市町村の区域内の町

又は字の境界、開発区域、土地

の地番及び形状、方位 

開発区域は朱線で

枠取りする。 

1

2,500
 

以上 

省令 

第 17 条 

3 公図写し 法務局備付けの公図    

4 現況図 地形、開発区域の境界、開発区

域及び周辺地域の道路、水路等

の公共施設を明示し着色。２m

ごとの等高線、方位、樹木又は

樹木の集団の状況（１ｈａ以上

の開発行為）、官公署、文教施

設その他公益的施設の位置及

び形状、道路の幅員、道路交点

の地盤高、河川又は水路の幅員 

 

1

2,500
 

以上 

省令 

第 16 条 

5 土地利用計画図 開発区域の境界、公共施設の位

置、形状、予定建築物等の敷地

の形状及び面積、敷地に係る予

定建築物等の用途、公益的施設

の位置、面積及び形状、方位、

凡例（別掲）、樹木又は樹木の

集団の位置並びに緩衝帯の位

置及び形状、都市計画施設又は

地区計画に定められた施設の

位置、形状、及び名称、消防水

利の位置及び形状、法面の位置

及び形状 

この図面は、開発登

録簿の図面として

一般の閲覧に供さ

れるので明確に表

示すること。 

予定建築物等の用

途は、各敷地毎に住

宅、店舗、共同住宅、

工場と専用併用別

に具体的に記入す

ること。 

開発区域は朱線で

枠取りすること。 

1

1,000
 

以上 

省令 

第 16 条 

6 造成計画平面図 方位、開発区域の境界、切土又

は盛土をする土地の部分、がけ

又は擁壁の位置種類及び高さ、

道路の位置形状、幅員及び勾

配、工区界、予定建築物等の敷

地の形状及び計画高、公園緑地

広場の位置形状、面積、出入り

口及びさくまたはへいの位置 

開発区域は朱線で

枠取りすること。 

切土又は盛土をす

る土地の部分で表

土の復元等の措置

を講ずるものがあ

るときは、その部分

を図示すること。 

1

1,000
 

以上 

省令 

第 16 条 

7 造成計画断面図 開発区域、切土又は盛土をする

前後の地盤面 

高低差の著しいも

のについて作成。 

開発区域の境界を

朱線で明示するこ

と。 

1

1,000
 

以上 

省令 

第 17 条 
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添

付 

書

類 

図 面 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 留 意 事 項 縮尺 法令 

8 排水施設計画平面図 排水区域の区域界等、排水施設

の位置、種類、材料、内のり寸

法、勾配、水の流れの方向、吐

口の位置及び放流先の名称 

水の流れの方向は

↑で表示し、開発区

域全体にわたって

詳細に記入するこ

と。 

1

500
 

以上 

省令 

第 17 条 

9 給水施設計画平面図 

（自己居住用の場合

を除く） 

給水施設の位置、形状、内の

り寸法、取水方法、消火栓の

位置構造、予定建築物等の敷

地の形状 

排水施設計画平面図

にまとめてもよい。 
1

500
 

以上 

省令 

第 17 条 

10 がけの断面図 がけの高さ、勾配及び土質

（土質の種類が２以上である

ときは、それぞれの土質及び

その地層の厚さ）切土又は盛

土をする前の地盤面、がけ面

保護の方法 

切土を下土地の部分

に生ずる高さが２ｍ

を超えるがけ、盛土

をした土地の部分に

生ずる高さが１ｍを

超えるがけ又は切土

と盛土を同時にした

土地の部分に生ずる

高さが２ｍを超える

がけについては作成

すること。 

擁壁設置部分は土質

不要。 

1

50
 

以上 

省令 

第 16 条 

11 擁壁の断面図 擁壁の寸法、勾配、材料の種

類及び寸法、裏込めコンクリ

ートの寸法、透水層の位置及

び寸法、擁壁を設置する前後

の地盤面、基礎地盤の土質及

び基礎ぐいの位置、材料、寸

法 

 

1

50
 

以上 

省令 

第 16 条 

12 求積図 開発区域内全体の求積表、開

発区域内の宅地及び公共施設

の求積表 

 

1

1,000
 
市規則

第２条 

13 境界確認図 開発区域及び隣接所有者の境

界同意 

 1

1,000
  

14 その他市長が必要と

認めるもの 

  
 

市規則

第２条 
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４． 開発許可申請図書作成上の留意事項等 

(1) 工区の設定 

相当規模の開発行為を行う場合、開発区域を工区に分けて開発許可の申請を行うこと

ができます。 

工区を分けて開発許可申請を行う場合、申請に係る図書は、開発区域全域及び工区毎の

内容が明確になるように作成されなければなりません。 

この場合、工事完了の届け出、検査及び工事完了公告は工区毎に行われることになりま

すので、法第 37 条に規定する建築制限等は、工区単位でその適用が解除されることにな

ります。 

 

(2) 自己居住用、自己業務用の定義 

自己居住用、自己業務用及び非自己用の区分は、許可基準の適用条項、工事完了公告前

の建築等の承認審査、市街化調整区域を区分する際における権利の届け出制度の適用、開

発行為の許可手数料等に関係することになりますが、その取扱いは次のとおりです。 

1) 「自己の居住用」 

自己の居住用とは、開発行為を施行する主体自らが生活の本拠として使用することを

いい、自然人に限ります。 

 

 

 

 

 

 

2) 「自己の業務用」 

自己の業務用とは、当該建築物等の中において継続的に自己の業務に係る経済活動が

行われることを指します。したがって、次に掲げるものは、自己の業務に係る営業資産で

あっても、自らが使用しないので該当しません。 

 

 

 

 

 

 

 

＜非該当例＞ 

・会社が従業員のために行い建設する寮、社宅 

・組合が組合員に譲渡するための住宅 

・別荘（生活の本拠とは考えられないので原則として該当しません） 

・賃貸住宅 

＜非該当例＞ 

分譲住宅、賃貸住宅及び分譲宅地、貸事務所、貸工場、貸店舗、貸倉庫 

＜該 当 例＞ 

ゴルフ場、ホテル、旅館、結婚式場、会社自ら建設する工場、工場内の福利厚生施

設（寮及び社宅は上記のとおり該当しません）、保険組合、共済組合の行う宿泊施

設、レクリエーション施設、モータープール（時間貸しなど管理事務所のあるもの）、

学校法人の建設する学校 
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ひとつの開発区域で自己用の部分と非自己用の部分が不可分の場合は、非自己用が著

しく小さい場合を除き、非自己用の取扱いになります。また、自己居住用の部分と自己業

務用の部分が不可分の場合は、自己業務用が著しく小さい場合を除き、自己業務用の取扱

いになります。 

 

(3) 地権者等の同意 

開発行為をしようとする土地若しくは開発行為に関する工事をしようとする土地の区

域内の土地又はこれらの土地にある建築物その他の工作物について開発行為の実施の妨

げとなる権利を有する者の相当数（原則として全員）の同意を得ておく必要があります。 

「妨げとなる権利を有する者」とは 

・土地については、所有権、永小作権、地上権、賃借権、質権、抵当権、先取特権

等を有する者のほか保全処分を行った者 

・工作物については、所有権、賃借権、質権、抵当権、先取特権を有する者のほか

土地改良施設の管理者 

上記関係権利者の同意書は原則実印、印鑑証明書が必要となります。 
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５． 設計者の資格 

(法第 31条_ 

１ｈａ以上の開発行為は、周辺に大きな影響を与え、また設計について専門的な能力

を必要とすることから、設計図書を作成するものに一定の資格を求め、設計の適正化を

確保しようとするものです。 

① 「国土交通省令で定めるもの」

開発区域の面積が１ｈａ以上の開発行為に関する工事をいいます。 _省令第 18条_ 

② 「国土交通省令で定める資格」 _省令第 19条_ 

※表は次頁へ続く

資格を要する設計 

資格 

開発区域の面積 

１ha 以上 20ha 未満 20ha 以上 

イ．大学（短期大学を除く）で右の課程を修め

て卒業後、右の技術に対して、２年以上の

実務の経験を有する者 

・土木、建築、

都市計画、造園に関

する課程

・宅地開発に関する技

術

左記のいずれかに該当

する者で、開発区域の

面積が 20ha以上の開発

行為に関する工事の総

合的な設計に係る設計

図書を作成した経験を

有する者 

ロ．短期大学において右の修業年限３年の課程

（夜間部は除く）を修めて卒業後、右の技

術に関して、３年以上の実務の経験を有す

る者 

ハ．ロに該当する者を除き、短期大学、高等専

門学校、旧専門学校において、右の課程を

修めて卒業後、右の技術に関して、４年以

上の実務の経験を有する者 

ニ．高等学校、中学校又は旧中学校において、

右の課程を修めて卒業後、右の技術に関し

て７年以上の実務の経験を有する者 

ホ．技術士法による本試験のうち右の部門に合

格した者で、右の技術に関して２年以上の

実務の経験を有する者 

・建設、水道、

衛生工学の部門

・宅地開発に関する技

術

（設計者の資格） 

法第 31 条 前条の場合において、設計に係る設計図書（開発行為に関する工事のうち

国土交通省令で定めるもの①を実施するため必要な図面（現寸図その他これに類す

るものを除く。）及び仕様書をいう。）は、国土交通省令で定める資格②を有する者

の作成したものでなければならない。 
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資格を要する設計 

資格 

開発区域の面積 

１ha 以上 20ha 未満 20ha 以上 

ヘ．建築士法による一級建築士の資格を有する

者で、右の技術に関して、２年以上の実務

の経験を有する者 

・宅地開発に関する技

術 

左記のいずれかに該当

する者で、開発区域の

面積が 20ha以上の開発

行為に関する工事の総

合的な設計に係る設計

図書を作成した経験を

有する者 

ト．右の技術に関する７年以上の実務経験含む

土木、建築、都市計画又は造園に関する 10

年以上の実務の経験を有する者で、登録講

習機関が行う講習を修了した者 

チ．大学（短期大学を除く）の大学院若しくは

専攻科又は旧大学令による大学の大学院若

しくは研究科に１年以上在学して土木、建

築、都市計画又は造園に関する事項を専攻

した後、右の技術に関して１年以上の実務

の経験を有する者 
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６． 開発許可手数料 
「横手市手数料条例」（平成 17 年 10 月１日条例第 93 号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 手 数 料 備 考 

1.開発行為許可申請手数料(法第29条) 
円 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)自己居住用 

・開発行為を施行する主体自らが生活の

本拠として使用することをいい、自然

人に限る 

 

横手市手数料条例 

「以下同じ」 

別表第７第１号 

（第２条関係） 

   0.1 ha未満 8,600  

 0.1 ～ 0.3 〃 22,000  

 0.3 ～ 0.6 〃 43,000  

 0.6 ～ 1.0 〃 86,000  

 1.0 ～ 3.0 〃 130,000  

 3.0 ～ 6.0 〃 170,000  

  6.0 ～ 10.0 〃 220,000  

   10.0 ha以上 300,000  

       

(2)自己業務用 

・当該建築物等の中において継続的に自

己の業務に係る経済活動が行われる事

であり、右に掲げるもの 

  

 ゴルフ場、ホテル、旅館、

結婚式場、会社自ら建設す

る工場、工場内の福利厚生

施設、保険組合、共済組合

の行う宿泊施設、レクリエ

ーション施設、モータープ

ール（時間貸しなど管理事

務所のあるもの）学校法人

の建設する学校 

 

   0.1 ha未満 13,000 

 0.1 ～ 0.3 〃 30,000 

 0.3 ～ 0.6 〃 65,000 

 0.6 ～ 1.0 〃 120,000 

 1.0 ～ 3.0 〃 200,000 

 3.0 ～ 6.0 〃 270,000 

 6.0 ～ 10.0 〃 340,000 

   10.0 ha以上 480,000 

(3)その他（非自己用） 

 ・(1)(2)以外のもの 

 

 

 

 

    0.1 ha未満 86,000 会社が従業員のために行う

寮・社宅の建設、組合が組

合員に譲渡するための住

宅、別荘、賃貸住宅 

自己の業務に係る営業資産

であっても自らが使用しな

い、分譲住宅、賃貸住宅及

び分譲宅地、貸事務所、貸

工場、貸店舗、貸倉庫 

 0.1 ～ 0.3 〃 130,000 

 0.3 ～ 0.6 〃 190,000 

 0.6 ～ 1.0 〃 260,000 

 1.0 ～ 3.0 〃 390,000 

 3.0 ～ 6.0 〃 510,000 

 6.0 ～ 10.0 〃 660,000 

   10.0 ha以上 870,000 
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項 目 手 数 料 備 考 

 

2.開発行為変更許可申請手数料 

（法第35条の２第１項） 

 

 

 

 

 

ア．開発行為に関する設計の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

          円 

変更許可申請１件につき、次

に掲げる額を合算した額。 

その額が87万円を超えるとき

は87万円とする。 

 

 

開行為に関する設計（イのみ

に該当する場合を除く）につ

いては、変更前の開発区域の

面積、開発区域の縮小を伴う

場合にあっては縮小後の開発

区域の面積）に応じ新規許可

申請手数料に10分の１を乗じ

て得た額。 

 

別表第７第２号 

 

 

イ．新たな土地の開発区域への編入 新たに編入される開発区域の

面積に応じ新規許可申請手数

料と同額。 

 

ウ．その他の変更 10,000  

用途地域の定められていない土地の区域に

おける建築物の特例許可申請手数料 

 

46,000 

 

開発許可を受けた土地における予定建築物

以外の建築物等許可申請手数料 

 

26,000 

 

開発許可を受けた地位の継承の承認申請手

数料 

  

  (1) 自己用 1,700  

  (2) 自己業務用   

    １ｈａ未満 1,700  

    １ｈａ以上 2,700  

  (3) その他 17,000  

開発登録簿の写しの交付手数料 1枚  470 
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７． 公共施設管理者の同意及び協議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 32条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 23条) 

(1) 公共施設管理者の同意 

開発許可行為をしようとする者は、当該開発行為に関係する公共施設の管理者と協議

し、その同意を得なければなりません。 

この場合同意に係る申請は別記その他様式第１号「都市計画法第 32 条の規定に基づく

同意願出書」に必要な図面を添付のうえ、申請して下さい。 

1) 公共施設 

都市計画法上、公共施設とは、道路、公園、その他政令で定める公共の用に供する施設

をいいます。（政令で定める公共施設：下水道、緑地、広場、河川、運河、水路、消防の

用に供する貯水施設） 

 

（公共施設管理者の同意等） 

法第 32 条 開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある公

共施設の管理者と協議し、その同意を得なければならない。 

２ 開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為又は開発行為に関する

工事により設置される公共施設を管理することとなる者その他政令で定める者と

協議しなければならない。 

３ 前２項に規定する公共施設の管理者又は公共施設を管理することとなる者は、公

共施設の適切な管理を確保する観点から、前２項の協議を行うものとする。 

（開発行為を行なうについて協議すべき者） 

令第 23 条 開発区域の面積が 20ｈａ以上の開発行為について開発許可を申請しよう

とする者は、あらかじめ、次に掲げる者（開発区域の面積が 40ｈａ未満の開発行為

にあっては、第３号及び第４号に掲げる者を除く。）と協議しなければならない。 

一 当該開発区域内に居住することとなる者に関係がある義務教育施設の設置義

務者 

二 当該開発区域を給水区域に含む水道法第３条第５項に規定する水道事業者 

三 当該開発区域を供給区域に含む電気事業法第２条第１項第２号に規定する一

般電気事業者及びガス事業法第２条第２項に規定する一般ガス事業者 

四 当該開発行為に関係がある鉄道事業法による鉄道事業者及び軌道法による軌

道経営者 
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2) 開発行為に関係がある公共施設

「関係する既存の公共施設」とは以下のものを指します。

開発区域内にある既存の公共施設 

開発区域外にあっても 

ア 開発行為の実施に伴って、変更又は廃止されることとなる公共施設

イ 開発区域が接続されることとなる既存の道路

ウ 開発区域内の排水の放流先の河川又は用排水路のように開発行為の実施に伴っ

て影響を受けることになる公共施設

3) 公共施設である水路とその管理者

開発行為内の用排水路の付け替え、拡幅、護岸の整備又は開発区域内の排水の放流先で

ある開発区域外の用排水路については、横手市又は土地改良区等を管理者とします。 

この場合、当該水路と一体として影響を受けることとなると認められる揚水機場又は

ため池で水路の管理者と異なる者が管理しているときは、水路管理者と合わせて揚水機

場又はため池の管理者の同意が必要となります。 

4) 法定外公共物（農道又は水路）の取扱い

開発区域内外の法定外公共物に関し同意を得ようとする場合は、「資料編」その他様

式第 3 号「都市計画法第 32 条の規定に基づく同意申請書（法定外公共物）」に位置図

及び公図の写し、新たに設置しようとする公共物の平面図、その他必要な図書を添付

のうえ、建設課に提出して下さい。 

現在公共物として機能しておらず、公図で確認できることにとどまる場合、開発区域

内に存在し、開発行為により変更を伴わない場合であっても申請書の提出（同意）が

必要です。なお、新たに代わるべき公共施設が設置されない場合は別途用途廃止に係

る手続が必要となります。 

「用途廃止」とは、道路や水路等の法定外公共用財産をその用に供する必要がないと

認める手続きです。 

①

②

①

②
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(2) 公共施設管理者との協議 

 

協 議 相 手 新たに設置される公共施設の管理予定者が協議相手になります。 

協議先を以下に示します。 

公 共 施 設 担 当 課 連 絡 先 

道 路 各 地 域 局  

公 園 ・ 緑 地 各 地 域 局  

下 水 道 下 水 道 課 0182-35-2253 

上 水 道 水 道 課 0182-35-2252 

河 川 ・ 水 路 各 地 域 局  

法 定 外 公 共 物 建 設 課 0182-32-2406 

消火栓・防火水槽 消 防 本 部 0182-32-1111 

 

※開発規模が大きい場合は、上記の協議先との協議を行う他に、次の相手との

協議が必要です。 

20ha 以上の開発 ・義務教育施設の設置義務者 

・水道法第３条第５項に規定する水道事業者 

40ha 以上の開発 ・一般電気事業者 

・一般ガス事業者 

・関係あるＪＲ、地方鉄道事業者、軌道経営者 

50ha 以上の開発 ・国土交通省（防災協議） 

 

※協議は施設の管理者が開発行為の施行と合わせて適宜適切に施設の整備が

できるようにとの趣旨から行われるもので、開発行為者に特別の負担を強

いるものではありません 

※５ｈａ以上の開発行為および大規模店舗、配送センター、レジャー施設、卸

売市場等大量の道路交通の集中や発生が予想される業務のように供する建

築物等の場合は、公安委員会の意見を聴取など、十分な連絡調整が必要にな

ります。 

協 議 内 容 協議は、「資料編」のその他様式第１号又は第３号を元に行います。 

協議内容は、新たに設置される公共施設の 

・位置 

・規模 

・構造 

・管理に関する事項 

・用地の帰属および費用の負担 

などについてです。 

※協議終了後は、協議の経緯や内容等を「公共施設管理者との協議の経過書」

（資料編 市規則様式第２号）に明記し、相互に押印し、開発許可申請の際

に添付して下さい。 
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８． その他必要な協議 

(1) 給水施設

水道事業者との協議

専用水道の場合 

開発行為に伴い給水施設を共同井等で設置する場合で、計画人口が 100 人を超える

等一定の条件を満たす場合は、水道法第 32 条の確認を受ける必要がありますので、そ

の協議の経過を示す書面を開発許可申請書に添付して下さい。 

※専用水道の場合は、水道法等の規定に基づき水質等の検査が求められることとなり

ますが、計画人口が 100 人に満たない場合で、共同井等で対処する場合、さらには

各戸井で対処する場合にあっても水質等の検査を受けて下さい。

検 体……1.8ℓ 程度 

検査の実施……保健所、(財)予防衛生協会 

飲用井戸等の場合 

・飲用井戸等とは、上水道、簡易水道、専用水道及び簡易専用水道、小規模水道に属

さない、30 人未満の少人数に給水している水道及び井戸等をいいます。

・本市では、公営水道がない地域で井戸水等による場合、専用井戸を設置し自家用ポ

ンプによって各戸に配水することはできません。よって井戸を設置する場合は、各

戸で個々に設置することとなります。 

設置にあたっては、周辺の既存井戸の利用状況や地下水調査等を実施し、現地及び

周辺状況を十分把握したうえで適切な取水方法の検討を行って下さい。 

・井戸水等法令の規定の適用を受けない施設については、水質検査を行ない安全性の

確認に努めなければなりません。水質検査は水道法第４条に規定する水質基準に適

合している必要があります。水質検査等については、市民福祉部健康推進課までお

問い合せ下さい。

・詳細については、第５章４.給水施設を確認して下さい。

※ 本市では、開発行為に伴い水道施設を設置する場合、事前協議、本協議（法第

32 条協議又はうるおいのあるまちづくり推進要綱の規定に基づく協議）が必要

となります。市ホームページの水道施設開発行為様式により提出して下さい。

なお、井戸水については調査・検討結果を踏まえ事前に協議を行って下さい。

(2) 公安委員会からの意見聴取

５ｈａ以上の開発行為及び大規模店舗、配送センター、レジャー施設、卸売市場等大

量の道路交通の集中、発生が予想される場合は、あらかじめ都道府県公安委員会の意見

を聴取し、これを尊重しなければならないこととされています。

①

②

③
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９． 開発許可の特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 34条の２( 

本条は、平成 18 年改正により追加されました。国、都道府県、開発許可権限を持って

いる市町村等が開発行為を行う場合、開発許可権者と協議を行い、協議が成立すれば開発

許可があったものとみなします。 

協議については、開発許可制度の趣旨を踏まえ、法第 33 条の基準が準用されます。 

また、他の開発行為と同様に工事完了検査（第 36 条）、完了公告があるまでの建築制限

（第 37 条）、開発許可を受けた土地における建築等の制限（法第 42 条）等の規定も適用

されます。 

なお、国又は都道府県等とみなされる者は次のとおりです。 

① 独立行政法人空港周辺整備機構 

② 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

③ 独立行政法人都市再生機構 

④ 地方住宅供給公社 

⑤ 土地開発公社 

⑥ 日本下水道事業団 

本条第２項では、協議を行う際に開発許可制度の手続きを準用することが規定されて

います。準用されるのは、法第 32 条の公共施設管理者の同意、法第 41 条の建築物形態制

限、法第 47 条の開発登録簿の調製の３つです。この３つ以外の規定は、開発許可を得た

と同じ法的効果を持つこととなるとした本条第１項の規定が適用されることになります。

すなわち、本条による協議が成立した後は、通常の開発許可と同じ手続で処理すればよい

ことになります。 

（開発許可の特例） 

法第 34 条の２ 国又は都道府県、指定都市等若しくは事務処理市町村若しくは都道

府県、指定都市等若しくは事務処理市町村がその組織に加わっている一部事務組

合、広域連合若しくは港務局（以下「都道府県等」という。）が行う都市計画区域若

しくは準都市計画区域内における開発行為（第 29 条第１項各号に掲げる開発行為

を除く。）又は都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内における開発行為（同条

第２項の政令で定める規摸未満の開発行為及び同項各号に掲げる開発行為を除

く。）については、当該国の機関又は都道府県等と都道府県知事との協議が成立する

ことをもって、開発許可があったものとみなす。 

２ 第 32 条の規定は前項の協議を行おうとする国の機関又は都道府県等について、

第 41 条の規定は都道府県知事が同項の協議を成立させる場合について、第 47 条の

規定は同項の協議が成立したときについて準用する。 
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第３章 許可申請の手続 

１０． 許可又は不許可の通知 

 

 

 

 

 

(法第 35条( 

開発許可申請に対する処分の迅速な処理と通知について規定されています。 

(1) 許可・不許可の処分 

 開発許可に関する処分（許可・不許可）を遅滞なく行うべき旨を定めたもので、標準

的な処理期間において処分を行うものとします。 

なお、相当期間を経過しても何らの処分もしないときは、法第 50 条の規定に基づく不

作為の不服申し立ての対象となります。 

(2) 処分の通知 

開発許可基準等に基づき、処分（許可・不許可）について書面で通知します。 

許可にあたっては、法第 79 条に基づく都市計画上必要な条件を付することができるも

のとしています。 

申請書の記載事項や添付書類に不備があるときは、相当期間を定めてその補正を求め、

その期間経過後もなお補正がされないときは、原則として不許可となります。 

 

  

（許可又は不許可の通知） 

法第 35 条 都道府県知事は、開発許可の申請があったときは、遅滞なく、許可又は不

許可の処分をしなければならない。 

２ 前項の処分をするには、文書をもって当該申請者に通知しなければならない。 
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第３章 許可申請の手続 

１１． 建築物の建ペイ率等の指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 41条( 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域の定められていない区域における開発区域内の土地について、都市計画法上

必要があると認められる場合に、建ペイ率、建築物の高さ、壁面の位置、その他、用途地

域による建築物の敷地、構造及び設備に関する制限と同等の制限を定めることができる

としたものです。 

これらの制限は、開発許可又は変更許可を行う際にのみ定め得るものであり、開発許可

を受けたものに限らず、制限を変更し又は附加することはできません。 

ただし、市長が許可したときはこの限りでありません。 

許可申請は、「建築制限の緩和について（申請）」（市規則様式第 11 号）に横手市規則第

６条に基づく図書を添付して行います。 

 

（建築物の建ペイ率等の指定） 

法第 41 条 都道府県知事は、用途地域の定められていない土地の区域における開発

行為について開発許可をする場合において必要があると認めるときは、当該開発区

域内の土地について、建築物の建ぺい率、建築物の高さ、壁面の位置その他建築物

の敷地、構造及び設備に関する制限を定めることができる。 

２ 前項の規定により建築物の敷地、構造及び設備に関する制限が定められた土地の

区域内においては、建築物は、これらの制限に違反して建築してはならない。ただ

し、都道府県知事が当該区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障がない

と認め、又は公益上やむを得ないと認めて許可したときはこの限りではない。 

横手市開発行為等の規制に関する規則（建築制限の緩和の許可申請） 

第６条 法第 41 条第２項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、建築制

限緩和許可申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければなら

ない。 

（1）建築物概要書（市規則様式第 12 号） 

（2）位置図(縮尺 2,500 分の１以上) 

（3）建築物平面図(縮尺 500 分の１以上) 

（4）建築物立面図(縮尺 200 分の１以上) 

（5）建築物断面図(縮尺 200 分の１以上) 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

第４章 開発許可後の手続き及び規制 

１． 開発許可後の進行管理 

開発許可制度の適正な運用を図るため、特に次の点に留意し、許可後の進行管理に努め

ることとしています。 

① 工事の実施状況の把握（５ｈａ以上の大規模開発の場合はおおむね２ヶ月毎に施工

状況報告を提出してもらいます。） 

② 工事完了公告前の建築の防止―現地の巡回の強化 

③ 適宜建築物の用途の確認 

④ 工事完了予定年月日に基づく工事施行意思の確認 

⑤ 廃止の意思があり手続き遅延の場合の許可の取消し 

⑥ 廃止の意思不明確でも地権者等の権利保護が必要な場合の取消し 

⑦ ５ｈａ以上の大規模開発において特に必要と認められる場合の中間検査の実施 

 

２． 開発行為の変更の許可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更の許可等） 

法第 35 条の２ 開発許可を受けた者は、第 30 条第１項各号に掲げる事項の変更をし

ようとする場合においては、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、

変更の許可の申請に係る開発行為が、第 29 条第１項の許可に係るものにあっては

同項各号に掲げる開発行為、同条第２項の許可に係るものにあっては同項の政令で

定める規模未満の開発行為若しくは同項各号に掲げる開発行為に該当するとき、又

は国土交通省令で定める軽微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、国土交通省令で定める事項を記載した申請書

を都道府県知事に提出しなければならない。 

３ 開発許可を受けた者は、第１項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更をし

たときは、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 第 31 条の規定は変更後の開発行為に関する工事が同条の国土交通省令で定める

工事に該当する場合について、第 32 条の規定は開発行為に関係がある公共施設若

しくは当該開発行為若しくは当該開発行為に関する工事により設置される公共施

設に関する事項の変更をしようとする場合又は同条の政令で定める者との協議に

係る開発行為に関する事項であって政令で定めるものの変更をしようとする場合

について、第 33 条、第 34 条、前条及び第 41 条の規定は第１項の規定による許可

について、第 34 条の２の規定は第１項の規定により国又は都道府県等が同項の許

可を受けなければならない場合について、第 47 条第１項の規定は第１項の規定に 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 35条の２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

_政令第 31条_  

 

 

 

 

 

 

 

_省令第 28条の２_ 

 

 

 

 

_省令第 28条の３_ 

 

（変更の許可の申請書の記載事項） 

省第 28 条の２ 法第 35 条の２第２項の国土交通省令で定める事項は、次に掲げるも

のとする。 

一 変更に係る事項 

二 変更の理由 

三 開発許可の許可番号 

（開発行為の変更について協議すべき事項） 

令第 31 条 第 23 条各号に掲げる者との協議に係る開発行為に関する事項で法第 35

条の２第４項の政令で定めるものは、次に掲げるものとする。 

一 開発区域の位置、区域又は規摸 

二 予定建築物等の用途 

三 協議をするべき者に係る公益的施設の設計 

２ 第 23 条の規定は、開発区域の区域又は規摸の変更に伴い、開発区域の面積が 20

ｈａ（同条第３又は第４号に掲げる者との協議にあっては、40ｈａ）以上となる場

合について準用する。 

よる許可及び第３項の規定による届出について準用する。この場合において、第 47

条第１項中「次に掲げる事項」とあるのは、「変更の許可又は届出の年月日及び第２

号から第６号までに掲げる事項のうち当該変更に係る事項」と読み替えるものとす

る。 

５ 第１項又は第３項の場合における次条、第 37 条、第 39 条、第 40 条、第 42 条か

ら第 45 条まで及び第 47 条第２項の規定の適用については、第１項の規定による許

可又は第３項の規定による届出に係る変更後の内容を開発許可の内容とみなす。 

 

（変更の許可の申請書の添付図書） 

省第 28 条の３ 法第 35 条の２第２項の申請書には、法第 30 条第２項に規定する図

書のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるものを添付しなければなら

ない。この場合においては、第 17 条第２項から第４項までの規定を準用する。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

(省令第 28条の 4( 

開発許可を受けた後に許可の内容を変更しようとする場合省第 28 条の４で記載されて

いる軽微な変更を除き変更許可が必要となります。軽微な変更については届出が必要と

なります。 

なお、変更許可、届出の対象となるのは、開発許可後で、かつ完了公告前に開発許可を

受けた内容を変更しようとする場合とし、主な変更内容等については以下のとおりとな

ります。 

(1) 開発行為の変更について協議すべき事項等

開発許可を受けた後、次に掲げる事項を変更する場合は、開発行為の変更許可を受けな

ければなりません。具体的には以下の事項を変更しようとする場合に許可が必要となり

ます。 

開発区域（工区に分けたときは、開発区域及び工区）の位置、区域及び規模 

開発区域内において予定される建築物又は特定工作物の用途 

開発行為に関する設計 

工事施行者 

自己の居住用、自己の業務用又は非自己用の別 

資金計画 

（１ｈａ未満の自己の居住用又は業務用の目的で行う開発行為については除く） 

（軽微な変更） 

省第 28 条の４ 法第 35 条の２第１項ただし書の国土交通省令で定める軽微な変更

は、次に掲げるものとする。 

一 設計の変更のうち予定建築物等の敷地の形状の変更。ただし、次に掲げるもの

を除く。 

イ 予定建築物等の敷地の規摸の１/10 以上の増減を伴うもの

ロ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規摸の増加を伴うもの

で、当該敷地の規摸が 1,000 ㎡以上となるもの

二 工事施行者の変更。ただし、主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の

用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自

己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行

為（開発区域の面積が１ｈａ以上のものを除く。）以外の開発行為にあっては、工

事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更に限る。 

三 工事の着手予定年月日又は工事の完了予定年月日 

①

②

③

④

⑤

⑥
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

(2) 変更許可申請書の記載事項

開発行為の変更許可を受けようとする者は、

変更に係る事項 

変更の理由 

開発許可の許可番号 

を記載した申請書（市規則様式第３号）を市長に提出しなければなりません。 

この変更許可申請書には、開発許可申請書に添付する図書（P３-31～34 参照）のうち、

開発行為の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して下さい。変更されない事項

については添付不要となります。 

なお、開発許可の変更は、新規の開発行為に関する許可と同様、変更後の内容が法第 33

条に規定する要件に適合するものでなければ許可されません。 

※当初の開発許可の内容と同一性を失うような大幅な変更については、新たな開発許

可を受ける必要があります。

(3) 軽微な変更

次に掲げる事項に該当する場合、「軽微な変更」として遅滞なく、「開発行為の変更につ

いて（届出）」（市規則様式第４号）を市長に届け出なければいけません。 

設計の変更のうち、予定建築物等の敷地の形状の変更。ただし次に掲げるものを除き

ます。 

イ 予定建築物等の敷地の規模の１／10 以上の増減を伴うもの。

ロ 住宅以外の建築物又は第一種特定工作物の敷地の規模の増加を伴うもので、当

該敷地の規模が 1,000 ㎡以上となるもの。

工事施行者の変更。ただし、１ｈａ以上の自己の業務用又は非自己用の目的で行う開

発行為にあっては、工事施行者の氏名、若しくは名称又は住所の変更に限ります。 

工事の着工予定年月日又は工事の完了予定年月日の変更 

(4) 再協議および同意

開発行為に関係がある公共施設を変更しようとする場合は公共施設管理者の同意が、

また、開発行為又は開発行為に関する工事により新たに設置される公共施設に関する事

項を変更しようとする場合は、法第 32 条の規定による同意又は協議を改めて行う必要が

あります。 

①

②

③

①

②

③



 

４-52 

 

－ 事務手続編 － 

第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

３． 開発行為の廃止 

 

 

 

 

 

(法第 38条) 

 

 

 

 

 

 

 

(省令第 32条、同第 37条( 

開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事を廃止したとき、遅滞なくその旨を市長

に届出なければなりません。 

この届出は、省令別記様式第８による開発行為に関する工事の廃止の届出書を提出し

て行います。 

工事完了の意思がないにもかかわらず、いつまでも廃止の手続きをしないものや廃止

の時期を明らかにしないもの、工事完了の意思があるとしながらも客観的にみて工事完

了の意思や能力を欠いていると認められる場合は、許可を取り消すことがあります。 

 

 

 

  

（開発行為の廃止） 

法第 38 条 開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事を廃止したときは、遅滞な

く国土交通省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければな

らない。 

（開発行為に関する工事の廃止の届出） 

省第 32 条 法第 38 条に規定する開発行為に関する工事の廃止の届出は、別記様式第

８による開発行為に関する工事の廃止の届出書を提出して行うものとする。 

（登録簿の閉鎖） 

省第 37 条 都道府県知事は、法第 38 条の規定による開発行為の廃止の届出があった

場合は、遅滞なく、登録簿を閉鎖しなければならない。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

４． 許可に基づく地位の承継 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 44条、同第 45条) 

(1) 許可に基づく地位の承継 

開発許可を受けた者が有していた当該許可に基づく地位の承継は、許可を受けた者の

相続人その他の一般承継人が行うことができます。 

一般承継人とは、開発許可を受けた者が自然人の場合は相続人を指し、法人の場合は、

合併後存続する法人（吸収合併の場合）又は合併により新たに設立された法人（新設合併

の場合）を指します。 

一般承継人は、開発行為を行う意思がないときは、法第 38 条に規定する開発行為に関

する工事の廃止の届出をしなければなりません。 

 

(2) 一般承継人以外の者の地位承継の承認 

一般承継人以外の者（特定承継人）は、開発許可を受けた者から、当該開発区域内の土

地の所有者その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したうえで、市長の承認

を受けた場合、開発許可を受けた者が有していた開発許可に基づく地位を承継すること

ができます。承認申請を行う場合、承認申請書「地位承継の承認について（申請）」（市規

則様式第 14 号）及び市規則第 8 条に規定する書類を市長に提出して行います。 

 

 

 

  

（許可に基づく地位の承継） 

法第 44 条 開発許可又は前条第 1 項の許可を受けた者の相続人その他の一般承継人

は、被承継人が有していた当該許可に基づく地位を承継する。 

（許可に基づく地位の承継） 

法第 45 条 開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発

行為に関する工事を施行する権原を取得した者は、都道府県知事の承認を受けて、

当該開発許可を受けた者が有していた当該開発許可に基づく地位を承継すること

ができる。 
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５． 工事完了告示前の建築制限等 

(法第 37条) 

(1) 建築等の制限

開発許可を受けた区域内では、開発行為が許可の内容に従って行われることを担保す

るため、次の場合を除いては工事完了公告前には、建築物を建築し、又は特定工作物を建

設してはなりません。 

当該開発行為に関する工事用仮設建設物、仮設工作物 

市長が支障がないものとして承認した場合 

当該開発行為の関係権利者が開発に同意していない（法第 33 条１項第 14 号に規定

する同意をしていない者）場合で、自己の権利を有する土地に権限の行使として建築

又は建設を行う場合 

(2) 承認の基準

(1)の②に基づき、市長は支障がないものとして承認する場合は、次のいずれかに該当

するものでなければなりません。 

1) 官公署、地区センター、その他公益的施設を先行的に建設する場合

2) 既存の建築物等を開発区域内に移転し、又は改築する場合

（建築制限等） 

法第 37 条 開発許可を受けた開発区域内の土地においては、前条第３項の公告があ

るまでの間は、建築物を建築し、又は特定工作物を建設してはならない。ただし、

次の各号の一に該当するときは、この限りでない。 

一 当該開発行為に関する工事用の仮設建築物又は特定工作物を建築し、又は建設

するとき、その他都道府県知事が支障がないと認めたとき。 

二 第 33 条第１項第 14 号に規定する同意をしていない者が、その権利の行使とし

て建築物を建築し、又は特定工作物を建設するとき。 

横手市開発行為等の規制に関する規則（工事完了公告前の建築等の承認申請） 

第５条 法第 37 条第１号の規定による承認を受けようとする者は、工事完了公告前

建築等承認申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければなら

ない。 

（1）建築物又は特定工作物の配置図及び平面図（縮尺 500 分の１以上）

（2）土地の利用に関する権利を有することを証する書類

（3）開発許可を受けた者の同意書

（4）その他市長が必要と認める図書

①

②

③
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3) 自己の居住又は業務の用に供する建築物の建築等（特定工作物の建設を含む）の用に供

する開発行為の場合

4) その他次の条件を全て満たす場合

原則として自己の居住又は業務の用に供する建築物等であること 

建築行為等が宅地の造成と同時に施行することが必要であることが社会通念上相当

な理由があるものと認められること 

建築物等が工事完了公告前に併用開始されるおそれがないこと 

(3) 建築承認申請手続き

承認申請は、「工事完了公告前建築等承認申請書」（市規則様式第 10 号）に横手市規則

第５条に基づく以下の図書を添付して行います。 

1) 建築物等の配置図及び平面図（１／500 以上）

2) 建築物等の敷地の利用に関する権利を有することを証する書類

3) 当該敷地の土地登記簿謄本、及び関係権利者の建築等についての同意書等

（開発許可の同意書とは異なる） 

4) 開発許可を受けた者の同意書

5) 開発許可に関する工事及び建築工事を対照した工程表等特に必要と認められる書類

①

②

③
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  平成12年12月25日　都－1613
  建設交通部長から各建設事務所長あて

　都市計画法第37条に基づく工事完了公告前の建築制限等の解除（以下「37条許可」という。）

認定の考え方については、平成11 年12 月13 日付け都－1724 で通知したところでありますが、

37 条許可に当たっては、次の事項に留意の上、適切な運用を図ってください。

　 １   開発行為が開発許可の内容にしたがって厳正に実施されることを担保するために、37条

      許可については、その認定条件を満足するものについてのみ認めるべきであります。

        しかし、最近、自己業務用の建築物等（駐車場を要する大型商業店舗等）において、主

      に工期の短縮及び工事費縮減を理由に容易に37 条許可をしている事例が見受けられます。

        37 条許可に当たっては、これまでどおり建築行為等が宅地の造成と同時に施行すること

      が必要であって、工程上若しくは経費上の理由のみならず、宅地の安全性等を含めて総合

      的に審査したうえで、解除の認定をしてください。

   ２   都市計画法第37条第1号の「その他都道府県知事が支障がないと認めたとき。」とは、

      次のいずれかに該当するものでなければなりません。

      (1)  建築等の制限の解除を受けようとする建築物等が既存公道に面し、かつ、防災上支障

         がない場合（擁壁及び法面造成、法面等の排水処理及び雨水貯留地の造成のいずれもほ

         ぼ完成している場合）であって、次のいずれかに該当する場合

         (ｱ)  災害があった場合の応急仮設建築物

         (ｲ)  官公署、地区センターその他の公益的施設を先行的に建設する場合

         (ｳ)  公的機関等の用地買収等により、現在地の立ち退きが迫られており、その代替地

            を開発区域内に求めなければならない場合 

         (ｴ)  既存の建築物等を開発区域内に移転し改築する場合

　　　(2) その他次の条件をすべて満たす場合。

         (ｱ)  原則として自己の居住又は業務の用に供する建築物であること。

         (ｲ)  建築行為等が宅地の造成と同事に施行することが必要であることが社会通念上相

      なお、2の(2)にあっては、建築等の制限の解除はすべてを解除するのではなく、必要最小

      (例)  宅地等の造成後、建築物の基礎工事等により擁壁、側溝等の排水施設が損壊するお

          それがあるため杭打ち等の基礎工事を先行しなければならない場合、鉄骨工事・屋根

          工事までは必要としない。

　都市計画法第37条の運用について

            当な理由があるものと認められること。

         (ｳ)  建築物が工事完了公告前に供用開始されるおそれがないこと。

    限の範囲にとどめるようにすること。
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６． 工事の完了届と検査及び完了公告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 36条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(省令第 29条、同第 30条( 

 

（工事完了の検査） 

法第 36 条 開発許可を受けた者は、当該開発区域（開発区域を工区に分けたときは、

工区）の全部について当該開発行為に関する工事（当該開発行為に関する工事のう

ち公共施設に関する部分については、当該公共施設に関する工事）を完了したとき

は、国土交通省令で定めるところにより、その旨を都道府県知事に届け出なければ

ならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該工事が

開発許可の内容に適合しているかどうかについて検査し、その検査の結果当該工事

が当該開発許可の内容に適合していると認めたときは、国土交通省令で定める様式

の検査済証を当該開発許可を受けた者に交付しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前項の規定により検査済証を交付したときは、遅滞なく、国土

交通省令で定めるところにより、当該工事が完了した旨を公告しなければならな

い。この場合において、当該工事が津波災害特別警戒区域（津波防災地域づくりに

関する法律第 72 条第１項の津波災害特別警戒区域をいう。以下この項において同

じ。）内における同法第 73 条第１項に規定する特定開発行為（同条第４項各号に掲

げる行為を除く。）に係るものであり、かつ、当該工事の完了後において当該工事に

係る同条第４項第１号に規定する開発区域（津波災害特別警戒区域内のものに限

る。）に地盤面の高さが同法第 53 条第２項に規定する基準水位以上である土地の区

域があるときは、その区域を併せて公告しなければならない。 

（工事完了の届出） 

省第 29 条 法第 36 条第１項の規定による届出は、開発行為に関する工事を完了した

ときは別記様式第３の工事完了届出書を、開発行為に関する工事のうち公共施設に

関する工事を完了したときは別記様式第５の公共施設工事完了届出書を提出して

行なうものとする。 

（検査済証の様式） 

省第 30 条 法第 36 条第２項に規定する検査済証の様式は、開発行為に関する工事を

完了したものに係る検査済証にあっては別記様式第６とし、開発行為に関する工事

のうち公共施設に関する工事を完了したものに係る検査済証にあっては別記様式

第７とする。 
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(省令第 31条( 

開発許可を受けた者から工事を完了した旨の届出があった場合には、工事が許可の内

容に適合しているかどうかを検査し、適合していると認められたときは遅滞なく検査済

証を交付し、工事完了の公告をします。 

(1) 開発行為の工事が完了した場合の手続き

(2) 工事完了届の提出

開発許可を受けた者は、当該開発区域（開発区域を工区に分けたときは、工区）の全部

について開発行為に関する工事又は公共施設に関する工事を完了したときは、その旨を

市長に届出なければなりません。この場合、 届出は、開発行為に関する工事を完了した

ときは、省令別記様式第４による「工事完了届書」を、公共施設に関する工事を完了した

ときは、省令別記様式第５による「公共施設工事完了届出書」に工事写真を添付して提出

して下さい。なお、事務処理の迅速化を図るうえで、許可申請時において公図と照合する

地番一覧表を添付していない場合、この届出の際に添付して下さい。 

なお、工事完了届を提出するにあたって以下に留意して下さい。 

段階確認 

埋設する排水施設、路盤、擁壁裏込め等工事完了後では検査が不可能となる工作物や、

次の段階の工事に進むにあたり重大な影響を与える工事などの場合は、必要に応じて

工事の途中に段階確認及び写真確認を行います。なお、帰属を伴う施設の使用資材承認

は工事着手前に事前提出をお願いします。 

（工事完了公告） 

省第 31 条 法第 36 条第３項に規定する工事の完了の公告は、開発行為に関する工事

を完了した場合にあっては開発区域又は工区に含まれる地域の名称並びに開発許

可を受けた者の住所及び氏名を明示して、開発行為に関する工事のうち公共施設に

関する工事を完了した場合にあっては開発区域又は工区に含まれる地域の名称、公

共施設の種類、位置及び区域並びに開発許可を受けた者の住所及び氏名を明示し

て、都道府県知事の定める方法で行なうものとする。 

以下（略） 

開
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必要に応じて、

段階確認依頼

①
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工事写真 

工事写真は、工事完成後目視確認できない箇所の施工状況、出来形寸法、品質管理状 

況、工事中の災害を判断するものであり、一連の施行状況がわかるように整理して下さ

い。なお、工事写真は着手前、完成を同一箇所から撮影するものとし、造成工事、道路

築造、下水道築造等の工種ごとに分類して整理して下さい。 

 

      ③ 土地の分筆 

     帰属を伴う開発行為は、完了検査を実施後土地の分筆を完了し、帰属手続きを速やか

に行ってください。 

 

(3) 完了検査及び検査済証の交付 

工事完了届出書が提出された場合、市長は、当該工事が開発許可の内容に適合している

かについて検査し、適合していると認められる場合には、開発行為に関する工事にあって

は省令別記様式第６による「開発行為に関する工事の検査済証」を、公共施設に関する工

事にあっては省令別記様式第７による「公共施設に関する工事の検査済証」を、開発許可

を受けた者に交付します。完了検査を急ぐ必要がある場合には、検査実施日について予め

調整をして下さい。なお、完成検査には、申請者、施行者及び設計者の立会が必要です。 

立会出来ない場合は、委任状（任意）を提出下さい。 

また、開発区域の外周、公共施設、公益的施設の用地境界については、杭、プレート、

鋲等により明示して下さい。完了検査において検査員が確認を行います。 

 

(4) 工事完了公告 

工事完了公告は、開発行為に関する工事については、 

・開発区域又は工区に含まれる地域の名称 
・開発許可を受けた者の住所及び氏名 

公共施設に関する工事については、 

・開発区域又は工区に含まれる地域の名称 
・公共施設の種類、位置及び区域 
・開発許可を受けた者の住所及び氏名 
をそれぞれ明示し、告示します。 

 

 

 

 

 



 

４-60 

 

－ 事務手続編 － 

第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

◆完了公告の効果 

工事完了公告は、開発行為完了後引き続き想定される建築行為等に様々な規制を有し

ており、これを整理すると以下のとおりになります。 

 

 

 

 

 

 

 

７． 開発行為により設置された公共施設の管理 

 

 

 

 

 

 

 

)法第 39条) 

(1) 対象となる公共施設の範囲 

道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路、消防の用に供する貯水施設で、    

基本的には、法 32 条第２項の協議の対象となった公共施設となります。 

 

(2) 新たに設置された公共施設を管理する者  

開発行為又は開発行為に関する工事により設置された公共施設の管理は、法第 32 条第

２項の協議により別段の定めをしない限り、工事完了公告の日の翌日において、原則とし

て市へ引き継がれます。 

_原則_ 完了公告日の翌日から市 

_例外_ 完了公告日の翌日から市以外の次に掲げる者 

・他法令に基づき管理する者 

・法第 32 条に基づく協議により、別段の定めとした管理者 

 

(3) 公共施設用地の取得 

公共施設の管理が円滑に移行できるように、工事完了時までに開発者は当該用地を取

得しておく等必要な措置を講じなければなりません。 

…… 法第 37 条 当該宅地における建築等の禁止 完了公告がなされない場合 

完了公告がなされた場合 …… 法第 39 条 公共施設の管理者への引継ぎ 

…… 法第 40 条 公共施設用地の帰属 

…… 法第 42 条 予定建築物等以外の建築等の制限 

（開発行為等により設置された公共施設の管理） 

法第 39 条 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により公共施設が

設置されたときは、その公共施設は、第 36 条第３項の公告の日の翌日において、そ

の公共施設の存する市町村の管理に属するものとする。ただし、他の法律に基づく

管理者が別にあるとき、又は第 32 条第２項の協議により管理者について別段の定

めをしたときは、それらの者の管理に属するものとする。 
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８． 公共施設の用に供する土地の帰属 

(法第 40条) 

(1) 新たな公共施設が設置される場合の土地の帰属

従前の公共施設を廃止してそれに代わる新たな公共施設を設置する場合は、新設され

た公共施設の用に供する土地はそれを管理すべき者に帰属し、既存の公共施設の用に供

する土地は当該開発許可を受けた者に帰属します。 

「従前の公共施設」とは、従前の公共施設の機能に代わる公共施設という趣旨であり、

新たに設置される公共施設は、従前の公共施設と規模、構造、数が同一であることを要し

ません。例えば排水路として機能していた水路を用途廃止し、下水道又は道路側溝等の排

水施設が設置された場合もこれに該当します。 

(2) 公共施設の用に供する土地の帰属日

従前及び新たに設置された公共施設の用に供する土地は、工事完了公告の翌日からそ

れを管理すべき者に帰属します。 

(3) 確実な帰属手続きを行うための措置

確実な帰属手続きを行うために、以下の措置を講じて下さい。

当該公共施設用地の帰属手続きについては、検査済証交付後遅滞なく嘱託登記に必

要な登記承諾書、印鑑証明書等の書類を提出して下さい。 

ただし、開発者が地権者から所有権等を取得済みで近い将来（完了公告後おおむね

（公共施設の用に供する土地の帰属） 

法第 40 条 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により、従前の公

共施設に代えて新たな公共施設が設置されることとなる場合においては、従前の公

共施設の用に供していた土地で国又は地方公共団体が所有するものは、第 36 条第

３項の公告の日の翌日において当該開発許可を受けた者に帰属するものとし、これ

に代わるものとして設置された新たな公共施設の用に供する土地は、その日におい

てそれぞれ国又は当該地方公共団体に帰属するものとする。 

２ 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により設置された公共施

設の用に供する土地は、前項に規定するもの及び開発許可を受けた者が自ら管理す

るものを除き、第 36 条第３項の公告の日の翌日において、前条の規定により当該公

共施設を管理すべき者（その者が地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号

法定受託事務（以下単に「第１号法定受託事務」という。）として当該公共施設を管

理する地方公共団体であるときは、国）に帰属するものとする。 

以下（略） 

①

②
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

１ヶ月程度）確実に帰属手続きが行われる見通しがあると市長が認めたときは、こ

の限りではありません。 

開発者に正当な理由がなく①の書類の提出がない場合は、一時工事完了検査済証の

交付を保留するものとし、また、同一の開発者が先行実施した開発行為に関し、正

当な理由なく、①の手続きに協力しない場合は、原則として後発の開発行為に係る

工事完了に伴う手続きを保留します。 

③
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

９． 公共施設の用に供する土地の帰属に係る不動産登記手順 

下表の必要書類を提出して下さい。 

 

◆手続きを図示すると以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
対 象 地 種 類 時期 

手続きを 
行うもの 

 ① 従前の公共施設の用地 

（表示登記のないもの） 
表示登記 

完了公告の翌日前 

（嘱託者） 
市長等 

 
② ①の手続きを了したもの 保存登記 

 
③ 従前の公共施設の用地 

移転登記 
(→開発者) 

完了公告の翌日 
 ④ 代替として設置された 

公共施設の用地 
移転登記 
(→国等) 

 ⑤ 新たに設置された 

公共施設の用地 
移転登記 
(→国等) 

 ⑥ ①に同じ 

(①、②、③によらない場合） 
(開発者登記) 

表示登記 
完了公告の翌日以降 開発者 

表示の登記の嘱託 

所有権保存の登記 

の嘱託 

権 利 移 動 の 日 

（法第 36 条第３項の

公告の日の翌日） 

法第 40 条第１項による 

所有権移転の登記の嘱託 

開発許可を受けた者によ 

る表示の登記及び所有権 

保存の登記の申請 

（不動産登記法第 80 条 

及び第 100 条） 

１月以内 

従前の公共施設の 

用に供している土地 

登記済 

のもの 

未登記 

のもの 

開 発 許 可 の 日 

法第 40 条第１項による

所有権移転の登記の嘱託 

法第 40 条第 2 項による

所有権移転の登記の嘱託 
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１０． 開発許可を受けた土地における建築等の制限 

(法第 42条) 

(1) 建築等の制限の内容

開発許可を受けた開発区域においては、工事完了公告後。

予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新築又は新設してはなりません。 

建築物を改装し、又は用途を変更して予定建築物以外の建築物としてはなりません。 

この制限は、開発許可を受けた者に限らず、当該開発区域において新築、改築又は用途

の変更を行おうとするすべての者に適用されます。 

(2) 制限の特例

ただし、次に掲げる場合はこの限りではありません。

市長が当該開発区域における利便の増進上若しくは開発区域及びその周辺地域にお

ける環境の保全上支障はないと認めて許可した場合。 

当該開発区域内の土地について、用途地域、特別用途地域、特別用途制限地域、流通

（開発行為を受けた土地における建築等の制限） 

法第 42 条 何人も、開発許可を受けた開発区域内においては、第 36 条第３項の公告

があった後は、当該開発許可に係る予定建築物等以外の建築物又は特定工作物を新

築し、又は新設してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変更して当

該開発許可に係る予定の建築物以外の建築物としてはならない。ただし、都道府県

知事が当該開発区域における利便の増進上若しくは開発区域及びその周辺の地域

における環境の保全上支障がないと認めて許可したとき、又は建築物及び第一種特

定工作物で建築基準法第 88 条第２項の政令で指定する工作物に該当するものにあ

っては、当該開発区域内の土地について用途地域等が定められているときは、この

限りでない。 

２ 国が行う行為については、当該国の機関と都道府県知事との協議が成立すること

をもって、前項ただし書の規定による許可があったものとみなす。 

横手市開発行為等の規制に関する規則（予定建築物等以外の建築等の許可申請） 

第７条 法第 42 条第１項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、予定建

築物等以外の建築等許可申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請し

なければならない。 

（1）建築物又は特定工作物の配置図及び平面図（縮尺 500 分の１以上）

（2）土地の利用に関する権利を有することを証する書類

（3）その他市長が必要と認める図書

①

②

①

②
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

業務地域又は港湾法第 39 条第１項の分区が定められた地域の場合。 

※ 第１項ただし書きの「建築基準法第 88 条第２項の政令で指定する工作物」とは、

コンクリートプラント及びクラッシャープラントの場合は、準工業地域、工業地

域及び工業専用地域以外の用途地域内にあるもの及びアスファルトプラントの

場合は、工業地域及び工業専用地域以外の用途地域内にあるもの等が該当します。 

(3) 許可の基準

（2）の①に基づき市長が許可する場合は、当該申請に係る建築物が法第 29 条第１項第

２号又は第３号又は法第 34 条の２第１項の基準に該当する建築物となります。 

(4) 開発登録簿への登録

用途地域等が定められていない区域における開発許可区域内において、いかなる用途

の建築物等が予定されているかは開発登録簿に登録することによって一般に知らしめる

こととなります。第１項ただし書きの許可を行っても同様です。 

(5) 許可申請手続き

許可申請は、「予定建築物等以外の建築（建設、用途変更）の許可について（申請）」（市

規則様式第 13 号）に次の図書を添付して行います。 

建築物又は特定工作物の配置図及び平面図（１／500） 

土地の利用に関する権利を有することを証する書類 

その他市長が必要と認める図書 

(6) 国・県又は市等が行う行為

同条第２項の国・県又は市が行う行為については、当該機関と市長との協議が成立した

ことをもって（2) ①の許可があったものとみなしますが、この場合、協議にあたっては、

（3) 許可の基準をもって行うものとします。

第２項に規定する国とみなされる者は以下のとおりとなります。 

・国立大学法人

・独立行政法人空港周辺整備機構

・独立行政法人国立高等専門学校機構

・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

・独立行政法人都市再生機構

・独立行政法人森林総合研究所

①

②

③
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

１１． 開発登録簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 46条、同第 47条( 

開発登録簿は、その調製及び保管について規定したものです。 

開発行為を始め、それに関する建築行為等、用途の変更等の規制内容を周知することで

違反行為の防止を図ると同時に、一般の第三者が土地等の取引に際し不測の損害を被る

ことのないように保護を図るものです。建築確認の際に制限に違反して建築等がなされ

る建築物を建築主事等が制限の内容を常時容易かつ正確に確認できるようにすることを

目的としたものです。 

開発登録簿の閲覧にあたっては、「横手市開発登録簿閲覧規則」を参照して下さい。 

（開発登録簿） 

法第 46 条 都道府県知事は、開発登録簿（以下「登録簿」という。）を調製し、保管

しなければならない。 

法第 47 条 

都道府県知事は、開発許可をしたときは、当該許可に係る土地について、次に掲

げる事項を登録簿に登録しなければならない。 

一 開発許可の年月日 

二 予定建築物等（用途地域等の区域内の建築物及び第一種特定工作物等を除く。）

の用途 

三 公共施設の種類、位置及び区域 

四 前三号に掲げるもののほか、開発許可の内容 

五 第 41 条第１項の規定による制限の内容 

六 前各号に定めるもののほか、国土交通省令で定める事項 

２ 都道府県知事は、第 36 条の規定による完了検査を行なつた場合において、当該工

事が当該開発許可の内容に適合すると認めたときは、登録簿にその旨を附記しなけ

ればならない。 

３ 第 41 条第２項ただし書若しくは第 42 条第１項ただし書の規定による許可があっ

たとき、又は同条第２項の協議が成立したときも、前項と同様とする。 

４ 都道府県知事は、第 81 条第１項の規定による処分により第１項各号に掲げる事

項について変動を生じたときは、登録簿に必要な修正を加えなければならない。 

５ 都道府県知事は、登録簿を常に公衆の閲覧に供するように保管し、かつ、請求が

あったときは、その写しを交付しなければならない。 

６ 登録簿の調製、閲覧その他登録簿に関し必要な事項は、国土交通省令で定める。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

１２． 不服申立て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 50条、同第 51条( 

開発許可に関する「処分」及びこれに係る「不作為」について不服のある者は、都市計

画法第 50 条の規定に基づき、秋田県開発審査会に対して審査請求をすることができます。 

「処分」とは許可、認可等の行政処分のほか公権力の行使に当たる事実上の行為を含み、

「不作為」とは、法令に基づく申請に対し行政庁が相当の期間内に何らかの処分その他公

権力の行使に当たる行為をすべきであるにもかかわらず、これをしないことをいいます。 

（不服申立て） 

法第 50 条 第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の２第１項、第 41 条第２項ただ

し書、第 42 条第１項ただし書若しくは第 43 条第１項の規定に基づく処分若しくは

その不作為又はこれらの規定に違反した者に対する第 81 条第１項の規定に基づく

監督処分についての審査請求は、開発審査会に対してするものとする。この場合に

おいて、不作為についての審査請求は、開発審査会に代えて、当該不作為に係る都

道府県知事に対してすることもできる。 

２ 開発審査会は、前項前段の規定による審査請求がされた場合においては、当該審

査請求がされた日（行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号）第 23 条の規定によ

り不備を補正すべきことを命じた場合にあっては、当該不備が補正された日）から

２月以内に、裁決をしなければならない。 

３ 開発審査会は、前項の裁決を行う場合においては、行政不服審査法第 24 条の規

定により当該審査請求を却下する場合を除き、あらかじめ、審査請求人、処分をし

た行政庁その他の関係人又はこれらの者の代理人の出頭を求めて、公開による口頭

審理を行わなければならない。 

４ 第１項前段の規定による審査請求については、行政不服審査法第 31 条の規定は

適用せず、前項の口頭審理については、同法第９条第３項の規定により読み替えら

れた同法第 31 条第２項から第５項までの規定を準用する。 

法第 51 条 第 29 条第１項若しくは第２項、第 35 条の２第１項、第 42 条第１項ただ

し書又は第 43 条第１項の規定による処分に不服がある者は、その不服の理由が鉱

業、採石業又は砂利採取業との調整に関するものであるときは、公害等調整委員会

に裁定の申請をすることができる。この場合においては、審査請求をすることがで

きない。 

２ 行政不服審査法第 22 条の規定は、前項に規定する処分につき、処分をした行政

庁が誤って審査請求又は再調査の請求をすることができる旨を教示した場合に準

用する。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

(1) 処分についての審査請求事項 

次の「処分」についての審査請求は、秋田県開発審査会に対して行うことになります。 

ア 法第 29 条第１項又は第２項に基づく許可（開発許可） 

イ 法第 35 条の２第１項に基づく許可（変更の許可等） 

ウ 法第 41 条第２項ただし書に基づく許可（建築物の形態制限の許可） 

エ 法第 42 条第１項ただし書に基づく許可（予定建築物等の制限の許可） 

オ 法第 43 条第１項に基づく許可（調整区域内の建築等の許可） 

カ アからオまでの規定に違反した者に対する法第 81 条第１項の規定に基づく監督

処分。 

なお、上記アからオまで以外のもの（法第 37 条第１号、第 45 条の規定の基づく承認

等）については、行政不服審査法に規定されている一般則に基づき、開発許可権者に対

する異議の申立てを行う事ができるものとしています。 

 

(2) 不作為についての審査請求 

上記アからオまでの処分に係る「不作為」についての審査請求は、秋田県開発審査会と

当該不作為に係る行政庁との二者択一で行うことができます。 

 

(3) 審査請求のできる期間 

「処分」について審査請求できる期間は次のとおりとなります。（行政不服審査法第 18

条） 

・処分があったことを知った日の翌日から起算して３ヶ月（当該処分について再調査

の請求をしたときは、当該再調査の請求についての決定があったことを知った日の

翌日から起算して１ヶ月）以内。（正当な理由がある場合を除く） 

・処分（当該処分について再調査の請求をしたときは、当該再調査の請求についての決

定）があった日の翌日から起算して１年以内。（正当な理由がある場合を除く） 

・審査請求書を郵送等で行った場合、郵送に要した日数は審査請求期間に参入しない。 

 

「不作為」については、不作為状態が続いている限り無制限であり、期間は定められて

いません。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

１３． 報告、勧告、援助等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 80条( 

開発許可権者は、開発許可等の許可又は承認を受けた者に対し、必要な報告若しくは資

料の提出求め、又は勧告、助言をする権限について規定したものです。 

なお、この規定により報告若しくは資料の提出を求められ、それに応ぜず、又は虚偽の

報告若しくは資料の提出をした者は、法第 93 条第１号の規定により処罰されます。 

「勧告又は助言」とは、ある事項について相手方にある処置を勧める行為をいい、権限

を有する開発許可権者が勧告又は助言を行った場合には、相手方は勧告又は助言の趣旨

を尊重する義務を負うことになりますが、法律上拘束されるものではありません。 

 

１４． 監督処分等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（報告、勧告、援助等） 

法第 80 条 国土交通大臣は国の機関以外の施行者に対し、都道府県知事は施行者で

ある市町村又はこの法律の規定による許可、認可若しくは承認を受けた者に対し、

市町村長はこの法律の規定による許可又は承認を受けた者に対し、この法律の施行

のため必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な勧告若し

くは助言をすることができる。 

２ 市町村又は施行者は、国土交通大臣又は都道府県知事に対し、都市計画の決定若

しくは変更又は都市計画事業の施行の準備若しくは施行のため、それぞれ都市計画

又は都市計画事業に関し専門的知識を有する職員の技術的援助を求めることがで

きる。 

（監督処分） 

法第 81 条 国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、次の各号のいずれかに該当

する者に対して、都市計画上必要な限度において、この法律の規定によってした許

可、認可若しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、

若しくは新たに条件を付し、又は工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の

期限を定めて、建築物その他の工作物若しくは物件（以下この条において「工作物

等」という。）の改築、移転若しくは除却その他違反を是正するため必要な措置をと

ることを命ずることができる。 

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づ

く処分に違反した者又は当該違反の事実を知って、当該違反に係る土地若しくは

工作物等を譲り受け、若しくは賃貸借その他により当該違反に係る土地若しくは

工作物等を使用する権利を取得した者 
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(法第 81条( 

開発許可権者は、命令の規定又はこれらの規定に基づく処分に違反したものに対して、

都市計画法上必要な限度において許可、認可若しくは承認を取り消し、変更し、その効力

を停止し等、違反を是正するために必要な措置をとることを命ずることができます。 

 

(1) 監督処分の対象 

・都市計画法又は法の規定に基づく命令（政令、省令、条例、要綱、規則等）に違反

したもの 

・上記規定に基づく処分に違反した者 

・違反の事実を知って違反物件を譲り受け、又は使用権を取得した者（善意の譲受人

には適用されません） 

・法令の規定に違反した建築主、工事の請負人若しくは現場代理人 

二 この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づ

く処分に違反した工事の注文主若しくは請負人（請負工事の下請人を含む。）又は

請負契約によらないで自らその工事をしている者若しくはした者 

三 この法律の規定による許可、認可又は承認に付した条件に違反している者 

四 詐欺その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受

けた者 

２ 前項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において、過失が

なくて当該措置を命ずべき者を確知することができないときは、国土交通大臣、都

道府県知事又は市町村長は、その者の負担において、当該措置を自ら行い、又はそ

の命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。この場合において

は、相当の期限を定めて、当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該措置を行

わないときは、国土交通大臣、都道府県知事若しくは市町村長又はその命じた者若

しくは委任した者が当該措置を行う旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

３ 国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、第１項の規定による命令をした場

合においては、標識の設置その他国土交通省令で定める方法により、その旨を公示

しなければならない。 

４ 前項の標識は、第１項の規定による命令に係る土地又は工作物等若しくは工作物

等の敷地内に設置することができる。この場合においては、同項の規定による命令

に係る土地又は工作物等若しくは工作物等の敷地の所有者、管理者又は占有者は、

当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 



 

４-71 

 

－ 事務手続編 － 

第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

・法令に違反した建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理人若しくは占有者 

・詐欺その他不正な手段により、この法律の規定による許可、認可又は承認を受けた

者 

違反の事実を知っていたか否かの立証は契約が行われた時期、及びその状況、監督

処分の有無、譲渡人及び譲受人の言動等から総合的に判断します。 

 

(2) 監督処分の内容 

違 反 の 内 容 監 督 処 分 

許可、認可若しくは承認 取消し、変更、効力の停止、条件変更、 

新たな条件の付与 

工事その他行為 工事その他行為の停止 

建築物その他工作物 改築、移転若しくは除去 

違反の事実をしている譲受人 

又は使用人 

使用禁止 

 

(3) 意見陳述及び命令の効力 

許可等の取消しをしようとするとき及び許可権者が相当と認めるときにおいては聴聞

を行い、弁明の機会を与えなければなりません。 

命令は被処分者に到達することによって効力を生じます。「到達」とは、相手方が受領

し得る状態に置かれることであって、相手方が現実に了知しなくとも、相手方が了知し得

るべき場所に到達することでよく、被処分者が理由なく受領を拒んでも到達したことに

なります。 

 

(4)  監督処分に係わる命令の公示 

許可権者は、法第 81 条第１項の規定による命令をした場合には、標識の設置及び公報

への掲載により、その旨を公示しなければなりません。 
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１５． 立入検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 82条( 

法第 81 条の規定による監督処分を行おうとするときには、ほとんどの場合当該土地に

立入る事が必要となります。 

この場合、土地の所有者、占有者等の同意が得られなくても、必要な限度において、監

督処分に係る権限を行使する者が、強制的に当該土地に立ち入り、必要な検査をすること

ができます。 

 

 

 

  

（立入検査） 

法第 82 条 国土交通大臣、都道府県知事若しくは市町村長又はその命じた者若しく

は委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当

該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地にある物件又は当該土地において行

われている工事の状況を検査することができる。 

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を

携帯しなければならない。 

３ 前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しなければ

ならない。 

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。 
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１６． 開発審査会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 78条( 

開発審査会は、地方自治法第 138 条の４第３項の規定により、法第 78 条第１項の定め

るところにより設置される地方公共団体の執行機関の附属機関であり、本市は秋田県開

発審査会を利用することとなります。 

本市において、開発審査会の権限に属された事項としては、開発許可処分についての審

査請求等法第 50 条第１項に規定する審査請求に対する裁決となります。 

 

 

 

（開発審査会） 

法第 78 条 第 50 条第１項に規定する審査請求に対する裁決その他この法律によりそ

の権限に属させられた事項を行わせるため、都道府県及び指定都市等に、開発審査

会を置く。 

２ 開発審査会は、委員５人以上をもつて組織する。 

３ 委員は、法律、経済、都市計画、建築、公衆衛生又は行政に関しすぐれた経験と

知識を有し、公共の福祉に関し公正な判断をすることができる者のうちから、都道

府県知事又は指定都市等の長が任命する。 

４ 次の各号のいずれかに該当する者は、委員となることができない。 

一 破産者で復権を得ない者 

二 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることが

なくなるまでの者 

５ 都道府県知事又は指定都市等の長は、委員が前項各号のいずれかに該当するに至

ったときは、その委員を解任しなければならない。 

６ 都道府県知事又は指定都市等の長は、その任命に係る委員が次の各号のいずれか

に該当するときは、その委員を解任することができる。 

一 心身の故障のため職務の執行に堪えないと認められるとき。 

二 職務上の義務違反その他委員たるに適しない非行があると認められるとき。 

７ 委員は、自己又は３親等以内の親族の利害に関係のある事件については、第 50 条

第 1 項に規定する審査請求に対する裁決に関する議事に加わることができない。 

８ 第２項から前項までに定めるもののほか、開発審査会の組織及び運営に関し必要

な事項は、政令で定める基準に従い、都道府県又は指定都市等の条例で定める。 
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第４章 開発許可後の手続きおよび規制 

１７． 罰則規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 91～94条、法第 96条( 

 

 

 

 

（罰則規定） 

法第 91 条 第 81 条第１項の規定による国土交通大臣、都道府県知事又は市長の命令

に違反した者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処する。 

法第 92 条  次の各号のいずれかに該当する者は、50 万円以下の罰金に処する。 

一 （略） 

二 （略） 

三 第 29 条第１項若しくは第２項又は第 35 条の２第１項の規定に違反して、開発

行為をした者 

四 第 37 条又は第 42 条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は特定工作

物を建設した者 

五 第 41 条第２項の規定に違反して、建築物を建築した者 

六 第 42 条第１項又は第 43 条第１項の規定に違反して、建築物の用途を変更した

者 

七 第 43 条第１項の規定に違反して、建築物を建築し、又は第一種特定工作物を建

設した者 

八 第 52 条第１項の規定に違反して、土地の形質の変更、建築物の建築その他工作

物の建設又は同項の政令で定める物件の堆積を行った者 

九 （略） 

法第 92 条の２（略） 

法第 93 条 次の各号の１に該当する者は、20 万円以下の罰金に処する。 

一 （略） 

二 第 80 条第１項の規定による報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは

資料の提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をした者 

三 第 82 条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

法第 94 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務又は財産に関して第 91 条から前条までの違反行為をしたとき

は、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

法第 96 条 第 35 条の２第３項又は第 38 条の規定に違反して、届出をせず、又は虚

偽の届出をした者は、20 万円以下の過料に処する。 
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都市計画法における罰則のうち、開発許可制度に係るものは次のとおりです。 
 

適用条 刑の内容 適用を受けるもの 

第 91 条 

１年以下の懲役 

又は 50 万円以下

の罰金 

開発許可権者の命令（監督処分）に違反した者 

（法第81条第１項違反） 

第 92 条 
50 万円以下 

の罰金 

①許可を受けないで又は許可を受けた内容と異なる内容で開発行

為を行った者 

（法第29条第１項若しくは第２項、法第35条の２第１項違反） 

②制限に違反して建築物を建築し、又は特定工作物を建設した者 

（法第37条、法第41条第２項、法第42条第１項、法第43条第１項違反） 

③制限に違反して建築物の用途を違反した者 

（法第42条第１項、第43条第１項違反） 

第 93 条 
20 万円以下 

の罰金 

①報告若しくは資料の提出の要求を拒否し、又は虚偽の報告若し

くは資料の提出を行った者 

（法第80条第１項違反） 

③立入検査を拒否し、妨げ、又は忌避した者 

（法第82条第１項違反） 

第 96 条 
20 万円以下 

の過料 

開発許可を受けた内容の軽微な変更又は開発行為の廃止について

届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

（法第35条の２第３項、法第38条違反） 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

第５章 開発許可の基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（開発許可の基準） 

法第 33 条 都道府県知事は、開発許可の申請があつた場合において、当該申請に係る

開発行為が、次に掲げる基準（第４項及び第５項の条例が定められているときは、

当該条例で定める制限を含む。）に適合しており、かつ、その申請の手続がこの法律

又はこの法律に基づく命令の規定に違反していないと認めるときは、開発許可をし

なければならない。 

一 ～ 十四（略）※次項以降参照 

２ 前項各号に規定する基準を適用するについて必要な技術的細目は、政令で定め

る。 

３ 地方公共団体は、その地方の自然的条件の特殊性又は公共施設の整備、建築物の

建築その他の土地利用の現状及び将来の見通しを勘案し、前項の政令で定める技術

的細目のみによっては環境の保全、災害の防止及び利便の増進を図ることが困難で

あると認められ、又は当該技術的細目によらなくとも環境の保全、災害の防止及び

利便の増進上支障がないと認められる場合においては、政令で定める基準に従い、

条例で、当該技術的細目において定められた制限を強化し、又は緩和することがで

きる。 

４ 地方公共団体は、良好な住居等の環境の形成又は保持のため必要と認める場合に

おいては、政令で定める基準に従い、条例で、区域、目的又は予定される建築物の

用途を限り、開発区域内において予定される建築物の敷地面積の最低限度に関する

制限を定めることができる。 

５ 景観行政団体（景観法第７条第１項に規定する景観行政団体をいう。）は、良好な

景観の形成を図るため必要と認める場合においては、同法第８条第２項第１号の景

観計画区域内において、政令で定める基準に従い、同条第１項の景観計画に定めら

れた開発行為についての制限の内容を、条例で、開発許可の基準として定めること

ができる。 

６ 指定都市等及び地方自治法第 252 条の 17 の２第１項の規定に基づきこの節の規

定により都道府県知事の権限に属する事務の全部を処理することとされた市町村

（以下この節において「事務処理市町村」という。）以外の市町村は、前３項の規定

により条例を定めようとするときは、あらかじめ、都道府県知事と協議し、その同

意を得なければならない。 

７ 公有水面埋立法第 22 条第２項の告示があった埋立地において行う開発行為につ

いては、当該埋立地に関する同法第２条第１項の免許の条件において第１項各号に

規定する事項（第４項及び第５項の条例が定められているときは、当該条例で定め 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条) 

開発行為の技術基準は、良好な市街地の形成を図るため、一定の水準を保たせることを

ねらいとした基準であり、開発行為の目的により以下のとおり区分されています。 

技 術 基 準 
建 築 物 第一種特定工作物 第二種特定工作物 

一般 自己用 一般 自己用 一般 自己用 

１ 用途地域等への適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 

公共空地の確保 

（道路、公園、広場

等） 

○ 
居 住 用× 

○ ○ ○ ○ 
業 務 用○ 

３ 排水施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

４ 給水施設 ○ 
居 住 用× 

○ ○ ○ ○ 
業 務 用○ 

５ 地区計画等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

６ 公共公益施設等 ○ 
開発行為の 

目的に照らし 

判断 
○ 

開発行為の 

目的に照らし 

判断 

開発行為の 

目的に照らし 

判断 

開発行為の 

目的に照らし 

判断 

７ 防災・安全施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

８ 
災害危険区域等の 

除外 
○ × ○ × ○ × 

９ 
樹木の保存・表土の

保全 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

10 緩衝帯の配置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

11 輸送施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

12 申請者の資力・信用 ○ 

居 住 用× 

○ 
小規模× 

大規模○ 
 小規模× 

大規模○ 
業務用小× 

業務用大○ 

13 工事施行者の能力 ○ 

居 住 用× 

○ 
小規模× 

大規模○ 
 小規模× 

大規模○ 
業務用小× 

業務用大○ 

14 関係権利者の同意 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

る事項を含む。）に関する定めがあるときは、その定めをもって開発許可の基準と

し、第１項各号に規定する基準（第４項及び第５項の条例が定められているとき

は、当該条例で定める制限を含む。）は、当該条件に抵触しない限度において適用

する。 

８ 居住調整地域又は市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準につ

いては、第一項に定めるもののほか、別に法律で定める。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

注１）業務用大及び大規模：１ｈａ以上 業務用小及び小規模：１ｈａ未満 

注２）建築物の一般(非自己用）、自己居住用、自己業務用の区分は、許可基準の適用条

項、工事完了公告前の建築等の承認審査、開発行為の許可手数料等に関係するこ

とになります。 

注３）自己用、非自己用の区分は「P３-35 自己居住用、自己業務用の定義」参照 

 

１． 予定建築物等の用途地域適合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第１号) 

開発行為を行う場合、予定建築物等が建築基準法による用途規制を受けるものである

時は、その用途に適合している必要があります。用途規制への適合については建築行為等

の際に改めて確認されるところですが、その時点での混乱を避けるために、開発行為の段

階であらかじめ確認しておくことが望ましいのでこのように規定されています。 

なお、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律において、新たな地域地区として特

定用途誘導地区が創設（平成 26 年８月１日施行）され、当該地区に係わる用途規制への

適合についても加える改正を行っています。 

 

 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

一 次のイ又はロに掲げる場合には、予定建築物等の用途が当該イ又はロに定める

用途の制限に適合していること。ただし、都市再生特別地区の区域内において当

該都市再生特別地区に定められた誘導すべき用途に適合するものにあっては、こ

の限りでない。 

イ 当該申請に係る開発区域内の土地について用途地域、特別用途地区、特定用

途制限地域、特定用途誘導地区、流通業務地区又は港湾法第39条第１項の分区

（以下「用途地域等」という。）が定められている場合 当該用途地域等内にお

ける用途の制限（建築基準法第49条第１項若しくは第２項、第49条の２若しく

は第60条の３第３項（これらの規定を同法第88条第２項において準用する場合

を含む。）又は港湾法第40条第１項の条例による用途の制限を含む。） 

ロ 当該申請に係る開発区域内の土地（都市計画区域（市街化調整区域を除く。）

又は準都市計画区域内の土地に限る。）について用途地域等が定められていな

い場合 建築基準法第48条第14項及び第68条の３第７項（同法第48条第14項に

係る部分に限る。）（これらの規定を同法第88条第２項において準用する場合を

含む。）の規定による用途の制限 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

＜解説＞ 

各地域地区の根拠条文は下記のとおりです。 

・「用途地域」、「特定用途制限地域」都市計画法第８条第１項 

・「流通業務地区」流通業務市街地の整備に関する法律第４条第１項 

・「臨港地区の分区」港湾法第 39 条第１項 

横手市では、都市計画区域内において横手地域、十文字地域、平鹿地域の一部に用途

地域を指定しています。また、都市計画マスタープランに基づき特定用途制限地域を都

市計画決定し、「横手市特定用途制限地域における建築物の用途に関する条例」を定めて

います。 （平成 24 年４月１日施行、令和２年４月１日改正） 

建築物等の制限の内容については、条例の確認又は都市計画課にご相談下さい。 

＜地域地区等の指定位置図＞ 

都市近郊型Ａ：平鹿総合病院周辺の地域 

沿道拠点型Ｂ：JR 醍醐駅周辺と国道 13 号線沿線の地域 

地域拠点型Ｃ：増田、雄物川、大森、山内、大雄の各地域局庁舎周辺の地域 

田園保全型Ｄ：上記Ａ・Ｂ・Ｃの３地域を除く用途地域の定められていない地域 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

「横手市特定用途制限地域における建築物の用途に関する条例」が改正された具体的

な内容は以下のようになっています。 

(1) 地域拠点型Ｃでの建築物用途制限の変更

カラオケボックス等の遊戯施設の制限が撤廃されました。

(2) 田園保全型Ｄでの建築物用途制限の変更

1)自己用住宅および分家住宅以外は建築できません。

2)開発行為等の制限について

法第 33 条第１項が定める開発許可の基準では、第１号イより、条例改正に伴い許可

出来ない具体的な開発行為や建築行為が発生します。 

①開発行為（3,000 ㎡以上）を伴う分譲住宅や分譲宅地

②まちづくり推進要綱に基づく開発行為（1,000 ㎡以上）を伴う分譲住宅や分譲宅地

③1,000 ㎡未満の分譲住宅や分譲宅地

④ 非自己用住宅（賃貸住宅）

なお、従前の地目が宅地の場合は規制の対象から除かれます。 

＜自己用等住宅の事例＞ 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

２． 公共空地（道路、公園等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第 1項第 2号) 

開発許可段階で想定される予定建築物等の敷地周辺に、その用途、敷地の規模、配置等

に応じて所要の利便施設を確保しようとするための規定となります。 

ここでいう「敷地」は建築基準法上の「敷地」の概念と同じもので、一の建築物又は用

途上不可分の関係にある二以上の建築物のある一団の土地を意味しています。なお、建築

基準法にいう総合的設計による一団の計画の場合は、全体が一敷地となります。 

また、開発行為を行う区域内及びその周辺で、公共用空地に関する都市計画が定められ

ている場合には、設計が都市計画に適合している必要があります。これは、都市計画の実

現を妨げるものでないことはもちろん、技術的に可能であり、かつ、施工者の負担になら

ない範囲内において、できる限り都市計画の内容を実現すべきことを要求していること

となります。 

例えば、開発許可を与えようとする地域内に都市計画決定された公共施設（道路、公園、

その他公共の用に供する施設等）が定められている場合、その部分の空地の確保が原則許

可要件となります。 

 

 

 

 

（開発許可の基準） 

法第 33 条第１項 

二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行

為以外の開発行為にあっては、道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地

（消防に必要な水利が十分でない場合に設置する消防の用に供する貯水施設を含

む。）が、次に掲げる事項を勘案して、環境の保全上、災害の防止上、通行の安全

上又は事業活動の効率上支障がないような規模及び構造で適当に配置され、かつ、

開発区域内の主要な道路が、開発区域外の相当規模の道路に接続するように設計

が定められていること。この場合において、当該空地に関する都市計画が定めら

れているときは、設計がこれに適合していること。 

イ 開発区域の規模、形状及び周辺の状況 

ロ 開発区域内の土地の地形及び地盤の性質 

ハ 予定建築物等の用途 

ニ 予定建築物等の敷地の規模及び配置 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

(1) 道路 

1) 開発区域内道路の全般的な基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 25条第１号) 

開発区域内に設けられる道路が、都市計画で定められた道路や開発区域外にある既存

道路の機能を阻害せず、これらと一体となって機能が有効に発揮されるよう設計するこ

ととしています。 

2) 予定建築物等の敷地が接する道路（道路幅員） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第 25 条 法第 33 条第２項（法第 35 条の２第４項において準用する場合を含む。以

下同じ。）に規定する技術的細目のうち、法第 33 条第１項第２号（法第 35 条の２第

４項において準用する場合を含む。）に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 道路は、都市計画において定められた道路及び開発区域外の道路の機能を阻害

することなく、かつ、開発区域外にある道路と接続する必要があるときは、当該

道路と接続してこれらの道路の機能が有効に発揮されるように設計されているこ

と。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第 25 条 

二 予定建築物等の用途、予定建築物等の敷地の規模等に応じて、６ｍ以上12ｍ以

下で国土交通省令で定める幅員（小区間で通行上支障がない場合は、４ｍ）以上

の幅員の道路が当該予定建築物等の敷地に接するように配置されていること。た

だし、開発区域の規模及び形状、開発区域の周辺の土地の地形及び利用の態様等

に照らして、これによることが著しく困難と認められる場合であって、環境の保

全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活動の効率上支障がないと認められ

る規模及び構造の道路で国土交通省令で定めるものが配置されているときは、こ

の限りでない。 

（道路の幅員） 

省第 20 条 令第 25 条第２号の国土交通省令で定める道路の幅員は、住宅の敷地又は

住宅以外の建築物若しくは第一種特定工作物の敷地でその規模が 1,000 ㎡未満のも

のにあっては６ｍ（多雪地域で、積雪時における交通の確保のため必要があると認

められる場合にあっては、８ｍ）、その他のものにあっては９ｍとする。 

（令第 25 条第２号ただし書の国土交通省令で定める道路） 

省第 20 条の２ 令第 25 条第２号ただし書の国土交通省令で定める道路は、次に掲げ

る要件に該当するものとする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

(政令第 25条第２号、省令第 20条、同第 20条の２) 

表５-１ 予定建築物等の敷地が接することとなる道路の最小幅員 

予定建築物等の 

敷地面積 

用途 

1,000 ㎡未満 1,000 ㎡以上 

住

宅 

自己居住用住宅 適用なし 適用なし 

それ以外の住宅 ６m ６m 

住宅以外の建築物 ６m ９m 

特定工作物 ６m ９m 

＜解説＞ 

① 最小幅員は開発区域内の道路はもちろんのこと、建築物等の敷地が開発区域内の

道路とは接することなく、直接開発区域外の道路へ接する場合も対象となります。 

② 小区間で通行上支障がない場合（令第 25 条第２号括弧書） 

その利用者が当該道路に面する敷地の居住者等に限られる場合で、かつ、延長がお

おむね街区一辺の長さ（120ｍ以下）のものであるような場合を指します。 

この場合、開発区域の面積が概ね１ｈａ以上の主として住宅の建築の用に供する

目的で行う開発行為、１ｈａ未満であっても主として住宅の建築の用に供する目

的で行なう開発行為で一定の条件に該当する場合適用されます。 

具体的な内容については、「小幅員区画道路の計画基準（案）について（昭和 61 年

４月 11 日付け建設省建設経済局長通達）」をご確認下さい。（第６章 資料編参照） 

③ 一敷地の単体的な開発行為における敷地が接する道路（令第 25 条第２号ただし書) 

既存道路に接して行われる一敷地の単体的な開発行為（図５-１）について、前面

道路が幅員の充分でない道路で、周辺に既に建築物が建ち並んでいるなど、周辺の

土地の地形及び利用態様等に照らして４ｍ以上とすることができます。（次頁参照） 

④ 予定建築物等の敷地が接することとなる道路の最小幅員９ｍについては、歩道が

ない場合において８ｍとしています。 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」では以下について定めています。 

⑤ 街区設定の基準として、街区は、その予定建築物の用途、規模等を考慮して定める

が、街区の長辺は 120～140ｍ、短辺 50ｍ前後とする。          

一 開発区域内に新たに道路が整備されない場合の当該開発区域に接する道路で

あること。 

二 幅員が４ｍ以上であること。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発許可制度運用指針（抜粋） 

制  定：平成 26 年８月１日国都計第 67 号 

最終改正：令和２年１月９日国都計第 101 号 

Ⅰ－５ 法第 33 条関係 

Ⅰ－５－１ 第２号関係（道路に関する基準） 

（１）令第 25 条第２号ただし書の運用 

（省略） 

 令第 25 条第２号ただし書の運用については次の事項に留意することが望ましい。 

① ② （省略） 

③ 令第 25 条第２号ただし書の要件を満たすためには、敷地に接する既存道路が施行

規則第 20 条の２の要件に該当し、かつ、「環境の保全上、災害の防止上、通行の安

全上及び事業活動の効率上支障がないと認められる規模及び構造」を有すること。 

④ 「開発区域の規模及び形状、開発区域の周辺の土地の地形及び利用の態様等に照ら

して、これによることが著しく困難」とは、次のすべての事項について総合的に判

断することになるが、その内容を例示すれば、以下のとおりであること。 

イ 開発区域の規模 開発区域の規模が小さく、 ～（中略）～ 既存道路を一定

の区間にわたり拡幅することに伴う負担が著しく過大と認められる場合等。 

ロ 開発区域の形状 開発区域が偏平である場合等で開発区域内において、 ～

（中略）～ 既存道路を一定の区間にわたり拡幅することに伴う負担が著しく

過大と認められる場合等。 

ハ 開発区域の周辺の土地の地形 開発区域の周辺にがけや河川等が存在してい

るため、 ～（中略）～ 既存道路を一定の区間にわたり拡幅することが、著

しく困難である場合等。 

ニ 開発区域の周辺の土地の利用の態様 既存道路沿いに建築物が連たんしてい

る場合等。ただし、この「連たん」については、建築物の数のみで判断される

ものではなく、 ～（中略）～ 総合的に勘案して、 ～（中略）～ 「著し

く困難」であるかどうかを判断するものである。 

⑤「環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上及び事業活動の効率上支障がない」

について、以下のすべての条件を満たしていることが必要であり、必要に応じてセ

ットバック等による道路の拡幅を求めることを通じて、当該区域において開発行為 

が行われることにより発生が予想される支障の除去に努めるものとすること。 

イ 環境の保全 良好な市街地の環境を確保する観点から、日照、通風、採光等の

点で支障がないこと。 

ロ 災害の防止 延焼のおそれのないこと。 避難活動上支障がないこと。消防活

動上支障がないこと。 

ハ 通行の安全ハ通行の安全 通過交通が少なく、かつ、１日当たりの車両の交通

量も少ないこと。歩行者の数が多くないこと。予定建築物等の用途が、多数の

車両の出入りが見込まれるものでないこと。 

ニ 事業活動の効率 業務用の開発行為の場合に、事業活動の支障を生じないこと。 



５-85

－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

開発行為が既存道路に接して行われ、開発区域内に新たに区画道路が整備される場合

（図５-２）については、当該既存道路には、政令第 25 条第４号の接続道路の規定が適用

されることとなります。 

④ 道路幅員（省令第 20 条括弧書）

多雪地域で、積雪時における交通の確保のため必要があると認められる場合に限

り、表５-１の幅員６ｍを８ｍとすることができます。 

3) 開発区域内の主要な道路が接続する道路

(政令第 25条第４号) 

開発区域内の主要な道路は、次表に掲げる幅員以上の開発区域外の道路に接続し

ていることが必要です。 

表５-２ 開発区域外接続道路の幅員 

開発行為の目的 区域外接続道路の幅員 

主として住宅の建築の用に供するもの 6.5ｍ 

その他（上記以外） 9.0ｍ 

ただし、開発区域の周辺の道路の状況によりやむを得ないと認められるときは、

車両の通行に支障がない道路に接続していればよいことになります。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第25条 

四 開発区域内の主要な道路は、開発区域外の幅員９ｍ（主として住宅の建築の用

に供する目的で行う開発行為にあっては 6.5ｍ）以上の道路（開発区域の周辺の

道路の状況によりやむを得ないと認められるときは、車両の通行に支障がない道

路）に接続していること。 

令 25-4 区域内 

（区域内の主要道路が接続する道路 

令 25-2 

開発区域 

敷地 

開発区域 

予定建築物 

令 25-2 

（予定建築物の敷地が接する道路） 

図５-１ 一敷地の単体的な開発行為 図５-２ 新たな区画道路が整備される開発行為 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

＜解説＞ 

「開発区域外の道路」とは、既存の道路を指しているものであり、図５-３のような旗

竿開発の場合の新設されることとなる取付け道路を指しているのではありません。 

接続される開発区域外の道路の幅員は、当該開発行為による交通量の増大に対応でき

るために 9.0ｍと、「主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為において、接

続道路の幅員を 6.5ｍ」としたのは、住宅地で発生する交通量、交通種別が限定されて

おり、最大車幅のバスの通行を考えたとき、現行の道路輸送車両の保安基準において最

大車幅とされている 2.5ｍの車両のすれ違いを満足するとともに、道路構造令に掲げら

れている第４種の道路の最小幅員とも符合するとの理由によるものです。（図５-４参照） 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、道路幅員を以下のように定めています。 

別表第１（基準(３)関係） 

道路種別 
道路幅員 

備  考 
総幅員 車 道 歩 道 

歩行者専用道 ４ － ４ 歩行者の安全を特に図る道路。 

一般区画道路 ６ ６ － 
建築物の前面道路として扱う最低幅員とする。 

ただし、既成住宅地の囲続地のみ例外とする。 

主 要 道 路 ８ ８ － 区域内の主要道路。 

幹 線 道 路 12 ７ 2.5 区域及び周辺地域の幹線道路と予想される道路。 

（3）道路

① 道路幅員は、別表第１に定める事項によること。

② 開発区域内の主要な道路は、区域外の６ｍ以上の道路に接続していること。

図５-４ 2.5m車両のすれちがい 図５-３ 旗竿開発 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

4) 歩車道の分離 

 

 

 

 政令第 25条第 5号) 

範囲を限って歩車道の分離義務を規定しており、車道については６ｍ以上が確保され

るもの、すなわち少なくとも片側に 2.0ｍの歩道及び両側に 0.5ｍの路肩を想定し、幅員

9.0ｍ以上のものについて歩車道分離の義務を課したものです。 

5) 道路に関する技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 省令第 24条) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、道路の技術基準を以下のように定めています。 

 

 

 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第25条 

五 開発区域内の幅員９ｍ以上の道路は、歩車道が分離されていること。 

（道路に関する技術的細目） 

省第 24 条 令第 29 条の規定により定める技術的細目のうち道路に関するものは、次

に掲げるものとする。 

一 道路は、砂利敷その他の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさない構造とし、か

つ、適当な値の横断勾配が附されていること。 

二 道路には、雨水等を有効に排出するため必要な側溝、街渠その他の適当な施設

が設けられていること。 

三 道路の縦断勾配は、９％以下であること。ただし、地形等によりやむを得ない

と認められる場合は、小区間に限り、12％以下とすることができる。 

四 道路は、階段状でないこと。ただし、もっぱら歩行者の通行の用に供する道路

で、通行の安全上支障がないと認められるものにあっては、この限りでない。 

五 道路は、袋路状でないこと。ただし、当該道路の延長若しくは当該道路と他の

道路との接続が予定されている場合又は転回広場及び避難通路が設けられてい

る場合等避難上及び車両の通行上支障がない場合は、この限りでない。 

六 歩道のない道路が同一平面で交差し、若しくは接続する箇所又は歩道のない道

路のまがりかどは、適当な長さで街角が切り取られていること。 

七 歩道は、縁石線又はさくその他これに類する工作物によって車道から分離され

ていること。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 市で管理することとなる道路は舗装（アスファルト舗装又はこれと同等以上の強度、

耐久性を有する舗装）するものとし、舗装構成は「秋田県舗装の構造に関する技術基

準について（通知）」を参照し、道路管理者と協議のうえ決定して下さい。 

 (a) 舗装の構造設計にはＴＡ法を用い、設計条件や路床支持力の評価から必要とされる

等値換算厚を求め、この換算厚を下回らないように舗装構成を決定して下さい。 

必要等値換算厚 TA の算定(信頼性 90％の場合) 

 

 

ここに、ＴA：必要等値換算厚 

Ｎ：疲労破壊輪数 ※下表参照 

CBR：路床の設計 CBR 

（舗装設計施工指針） 

疲労破壊輪数の基準値 

交通区分量 
舗装計画交通量 

（単位：台/日・方向） 

疲労破壊輪数 

（単位：回/10 年） 

Ｎ7 3,000 以上 35,000,000 

Ｎ6 1,000 以上 3,000 未満 7,000,000 

Ｎ5 250 以上 1,000 未満 1,000,000 

Ｎ4 100 以上 250 未満 150,000 

Ｎ3 40 以上 100 未満 30,000 

Ｎ2 15 以上 40 未満 7,000 

Ｎ1 15 未満 1,500 

※設計期間が 20 年の場合、疲労破壊輪数に２を乗じた値以上とする。 

 

 

（3）道路 

③ 交差点の隅切は、底辺で５ｍ以上とすること。 

④ 道路は、雨水等を有効に排除するため、路面に 1.5％～2.0％の間で横断勾配を

つけること。 

⑤ 道路の縦断勾配は、６％以下とすること。ただし、地形等によりやむを得ない

と認められるときは、小区間に限り９％以下とすることができる。 

⑥ 歩道と車道は縁石等により分離すること。なお、歩道は、歩行者の安全が確保

されるように定められているとともに、特に歩行者の安全を図る必要があると

きは、歩行者専用道路をつくること。 

⑦ 道路は、舗装するものとし、路盤工は別途協議うえ実施するものとする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

(b) 凍結指数 

下表より、横手市の凍結深は 40ｃｍとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(秋田県舗装の構造に関する技術基準について(通知)) 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

(c) 舗装構成表（設計期間 20 年、信頼性 90％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(秋田県舗装の構造に関する技術基準について(通知)) 

(d) 合材の使用区分 

車道舗装 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ1、Ｎ２、Ｎ３(旧Ｌ交通)、Ｎ４(旧Ａ交通)

　表層

　下層路盤 ｔｃｍ  クラッシャーラン(RC-40又はC-40)  

4ｃｍ  再生②密粒度アスコン(20)

　上層路盤 10ｃｍ  粒度調整砕石(M-40)  N1・N2は20cmの場合有り

舗装構成 厚さ 材料 備考

3ｃｍ  再生②密粒度アスコン(13)  N1・N2は無し

Ｎ５(旧Ｂ交通)

　上層路盤 10ｃｍ  再生瀝青安定処理路盤(40)

　下層路盤 ｔｃｍ  クラッシャーラン(RC-40又はC-40)

3ｃｍ  ②密粒度アスコン(13)改質Ⅱ
　表層

4ｃｍ  再生②密粒度アスコン(20)

舗装構成 厚さ 材料 備考
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

※橋梁の舗装は交通区分にかかわらず、②密粒度アスコン(13)改質Ⅱの２層仕上げ 

(4cm+3cm)とする。[鋼床版の場合は基層(表層下部)にｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄを使用する。 

歩道舗装 

 

 

 

(秋田県舗装の構造に関する技術基準について(通知)) 

② 横断勾配は 1.5％～2.0％を標準とします。 

③ 道路の縦断勾配は６％以下とします。ただし、地形等によりやむを得ないと認めら

れる場合は、小区間に限り９％以下とすることができます。 

④ 詳細については、横手市道路の構造の技術的基準を定める条例、規則も参照して下

さい。 

⑤ 道路は原則、行止まり道路を設置してはいけません。ただし、当該道路の延長若し

くは当該道路との他の道路との接続が予定されている場合又は車両がＵターンでき

るような転回広場等が設けられている場合はこの限りではありません。 

袋路用件や回転広場の設置については、建築基準法施行令第 144 条の４ 第１項イ

～ホの基準を準用することとし、設置例は図５-５、５-６を参考として下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎ６(旧Ｃ交通)

5ｃｍ  再生①粗粒度アスコン(20)

　上層路盤 10ｃｍ  再生瀝青安定処理路盤(40) CBR3.0、4.0の場合に適用

　上層路盤 15ｃｍ  粒度調整砕石(M-40)

　下層路盤 ｔｃｍ  クラッシャーラン(RC-40又はC-40)

  基層

舗装構成 厚さ 材料 備考

　表層
3ｃｍ  ②密粒度アスコン(13)改質Ⅱ

4ｃｍ  再生②密粒度アスコン(20)

　路盤 10ｃｍ  クラッシャーラン(RC-40又はC-40)

　凍上抑制層 15ｃｍ  クラッシャーラン(RC-40,80又はC-40,80)

舗装構成 厚さ 材料 備考

  表層 3ｃｍ  再生⑦細粒度アスコン(13F)
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回転広場の形状・寸法 

・袋路状の道路で延長が 35ｍを超える場合は回転広場を設けること。 

・境界ブロック等で位置形状を明確にすること。 

＜回転広場等の設置例＞ 

 

 

 

 

 

  

（道路に関する基準） 

建築基準法施行令 ※抜粋 

第 144 条の４ 

一 両端が他の道路に接続したものであること。ただし、次のイからホまでの一に

該当する場合においては、袋路状道路（その一端のみが他の道路に接続したもの

をいう。以下この条において同じ。）とすることができる。 

イ 延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に接続する道にあっては、当該袋路

状道路が他の道路に接続するまでの部分の延長を含む。ハにおいて同じ。）が35

ｍ以下の場合 

ロ 終端が公園、広場その他これらに類するもので自動車の転回に支障がないも

のに接続している場合 

ハ 延長が35ｍを超える場合で、終端及び区間35ｍ以内ごとに国土交通大臣の定

める基準に適合する自動車の転回広場が設けられている場合 

ニ 幅員が６ｍ 以上の場合 

ホ イからニまでに準ずる場合で、特定行政庁が周囲の状況により避難及び通行

の安全上支障がないと認めた場合 
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図５-５ 通路の中間に設ける場合 

（A－イ） 

（A－ロ） （A－ハ） 

（A－ニ） 
（A－ホ） 



 

５-93 

 

－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 交差点 

(a) 平面交差は、原則として同一平面で５枝以上交差させてはいけません。 

（道路構造令の解説と運用） 

(b) 交差点間隔については、道路の区分に応じて適切な間隔をとってください。 

（道路構造令の解説と運用） 

(c) 交差点部は、くいちがい交差や折れ足交差としないことを原則とします。 

やむを得ずくいちがい交差としなければならない場合は、道路構造令の解説と運

用に準拠し、適切な長さを確保してください。 

⑦ 外街せん除（隅切り長）は表５-３を標準とします。 

（開発許可制度の解説 第三次改正版） 

 

 

 

図５-６ 通路の終端に設ける場合 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

表５-３ 隅切り長 

道路 

幅員 
20ｍ 15ｍ 12ｍ 10ｍ 8ｍ 6ｍ 4ｍ 

20ｍ 

10 8 6 5 5 5   

12 10 8 6 6 6   

8 6 5 4 4 4   

15ｍ 

8 8 6 5 5 5   

10 10 8 6 6 6   

6 6 5 4 4 4   

12ｍ 

6 6 6 5 5 5   

8 8 8 6 6 6   

5 5 5 4 4 4   

10ｍ 

5 5 5 5 5 5 3 

6 6 6 6 6 6 4 

4 4 4 4 4 4 2 

8ｍ 

5 5 5 5 5 5 3 

6 6 6 6 6 6 4 

4 4 4 4 4 4 2 

6ｍ 

5 5 5 5 5 5 3 

6 6 6 6 6 6 4 

4 4 4 4 4 4 2 

4ｍ 

      3 3 3 3 

      4 4 4 4 

      2 2 2 2 

 

備考 

上 段：交差角 

90°前後 

中 段：交差角 

60°以下 

下 段：交差角 

120°以上 

 

※交差箇所は、原則として両側に隅切りを設置してください。 

※交差角は、原則として直角に近い角度（75°以上、やむを得ない場合でも 60°以上）

として下さい。 

⑧ 接道する道路へ車両出入口を設置する場合は、承認工事審査基準(案) 「建設省道政

発第 49 号 平成６年９月 30 日」や「横手市道路占用等に関する規則」等に基づき適

切な配置として下さい。原則として、次のような箇所には設置できません。 

①横断歩道の中及び前後５ｍ以内 ②停止線から５ｍ以内 ③交差点の中及び側端

交差角 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

又は道路の曲がり角から５ｍ以内 ④トンネル等の前後 50ｍ以内 ⑤バス停留所、

ただし停留所を表示する標柱または標示板のみの場合はその位置から各 10ｍ以内等 

6) その他

① 防護柵

開発行為による道路が河川・池・沼、水路等に隣接している場合又は盛土法面勾配

と路側高が図５-７に示す斜線範囲内にある場合は、ガードレール等により安全の措

置を講じてください。 

（「秋田県土木部設計マニュアル（道路編）」、「防護柵設置要綱（社）日本道路協会」） 

② 道路幅員の考え方

道路幅員のとらえ方は図５-８のとおりとします。

（「宅地開発等指導要綱に関する措置方針」について 

（昭和 58年８月２日付け建設事務次官通達）） 
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ｈ：路肩高さ（割） 

ｉ：法 勾 配（割） 

図５-７ 

図５-８ 

幅員・道路敷 幅員・道路敷 幅員 

道路敷 

幅員 幅員・道路敷 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

(2) 公園・緑地・広場 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する開発行為は除かれます。 

1) 公園・緑地・広場の設置基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

)政令第 25条第６号、同第７号、省令第 21条) 

開発区域の面積が 0.3ｈａ以上の開発行為にあっては、開発区域に面積の合計が開発区

域の面積の３％以上の公園・緑地・広場（以下「公園等」という。）が設けられているこ

とが必要です。 

また、「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」において、開発区域の面積が 0.3

ｈａ未満の場合でも、面積の３％以上の公園等を設ける必要があります。(P５-98、５-99) 

 

 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第 25 条 

六 開発区域の面積が0.3ｈａ以上５ｈａ未満の開発行為にあっては、開発区域に、

面積の合計が開発区域の面積の３％以上の公園、緑地又は広場が設けられている

こと。ただし、開発区域の周辺に相当規模の公園、緑地又は広場が存する場合、

予定建築物等の用途が住宅以外のものであり、かつ、その敷地が一である場合等

開発区域の周辺の状況並びに予定建築物等の用途及び敷地の配置を勘案して特に

必要がないと認められる場合は、この限りでない。 

七 開発区域の面積が５ｈａ以上の開発行為にあっては、国土交通省令で定めると

ころにより、面積が１箇所300㎡以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の

面積の３％以上の公園（予定建築物等の用途が住宅以外のものである場合は、公

園、緑地又は広場）が設けられていること。 

（公園等の設置基準） 

省第21条 開発区域の面積が５ｈａ以上の開発行為にあっては、次に定めるところに

より、その利用者の有効な利用が確保されるような位置に公園（予定建築物等の用

途が住宅以外のものである場合は、公園、緑地又は広場。以下この条において同じ。）

を設けなければならない。 

一 公園の面積は、１箇所300㎡以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の面

積の３％以上であること。 

二 開発区域の面積が20ｈａ未満の開発行為にあってはその面積が1,000㎡以上の

公園が１箇所以上、開発区域の面積が20ｈａ以上の開発行為にあってはその面積

が1,000㎡以上の公園が２箇所以上であること。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

＜解説＞ 

① 公園等の面積、規模、箇所数 

開発区域の面積（Ａ） 

（ha） 

開発区域の面積に対

する公園等の総面積 
規模と箇所数 

0.3ha ≦（Ａ）＜ 5.0ha 

（Ａ）の 

３％以上 

－ 

5.0ha ≦（Ａ）＜ 20.0ha 

１箇所の面積は 300 ㎡以上で、 

そのうち 1,000 ㎡以上の公園が 

１箇所以上 

20.0ha ≦（Ａ） 

１箇所の面積は 300 ㎡以上で、 

そのうち 1,000 ㎡以上の公園が 

２箇所以上 

② 公園の配置 

開発区域の面積が５ｈａ以上の開発行為にあっては、利用者の有効な利用が確保さ

れるような位置に公園を設けなければなりません。単に３％以上の面積を確保すれ

ばいいというものではありません。 

ただし、予定建築物等の用途が住宅以外である場合については、防災上必要な空地が

存すれば足りることから、公園等のいずれかが３％以上確保されていればいいこと

となっています。 

③ 都市計画法上、開発行為に伴い必要とされる公園等は、開発区域内の利用者のために

必要なものであり、広域的な観点から必要とされる公園については、別途公共側で整

備するものであるから、例えば大学等の建設を目的とした開発行為における公園等

の整備については、大学等の敷地内に、学生・教職員の利用を想定した緑地又は広場

等が当該大学等の計画に基づき整備されれば足り、専ら公共の利用の用に供する公

園の整備まで要求されるものではありません。 

④ 政令第 25 条第６号及び第７号の適用がない第二種特定建築物 

大学等の野球場、庭球場、陸上競技場等に通常併設されると考えられる附属的な建築

物が建設される場合が含まれます。 

（「都市計画法の一部改正による開発許可制度事務の執行上留意すべき事項について 

（平成５年６月 25日付け建設省宅地開発課民間宅地指導室長通達）記三」） 

⑤ 政令第 25 条第６号のただし書きを適用する場合は、「都市計画法施行令第 25 条第６

号ただし書きの運用について（昭和 62 年１月７日付け秋田県土木部長通達都-597）

を参照して下さい。(P５-100) 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

2) 公園に関する技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(省令第 25条) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、公園・緑地・広場を以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公園に関する技術的細目） 

省第25条 令第29条の規定により定める技術的細目のうち、公園に関するものは、次

に掲げるものとする。 

一 面積が1,000㎡以上の公園にあっては、２以上の出入口が配置されていること。 

ニ 公園が自動車交通量の著しい道路等に接する場合は、さく又はへいの設置その

他利用者の安全の確保を図るための措置が講ぜられていること。 

三 公園は、広場、遊戯施設等の施設が有効に配置できる形状及び勾配で設けられ

ていること。 

四 公園には、雨水等を有効に排出するための適当な施設が設けられていること。 

(4) 公園・緑地・広場 

① 公園・緑地・広場（以下「公園等」という。）の面積は、別表第２に定める事項

によること。ただし、勾配が 16 度以上の法面は面積に算入しない。 

② 非自己用の場合にあっては、設置する公園等の位置は、利用目的及び周辺の状

況等を考慮して、開発区域内外の利用者が利用しやすい位置に設置すること。

ただし、付近にこれと同等規模の公園がある場合はこの限りではない。 

③ 非自己用の場合にあっては、公園等はできるだけ平坦で正方形又は長方形と

し、公園等と民有地との境界は外柵等を設けて明確にすることと、１ヶ所の面

積が 1,000 ㎡以上の公園等には２ヶ所以上の出入口を設け、道路の交差点から

５ｍ以上離して設置すること。 

④ 非自己用の場合にあっては、１ヶ所の面積が 1,000 ㎡以上の公園等内の施設に

ついて近隣住民が最低限その利便に供することのできる遊戯施設を設置する

こと。 

⑤ 角地又はアイストップ地については、できるだけ植栽を行い美観上の修景に配

慮すること。その他の部分においてもできるだけ多くの植栽を行うこと。 

（5）街区の設定基準 

② 街区割りにおいては、公園及び公共施設などの配置をアイストップとして活用

する配慮をするとともに、眺望やアイストップを利用して、区域内の方向感覚

を明確にすること。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

別表第 2（基準(4)関係） 

開 発 区 域 の 面 積 公園等面積の割合 １ヶ所の公園等面積 備 考 

3,000 ㎡未満 ３％以上 協議内容による 

・非自己用の場合はごみ集

積所、防犯灯、街区案内板

設置、雪捨場等のコミュニ

ティベースとして確保す

る。 

・自己業務用の場合は下記

※のとおり。 

3,000 ㎡以上 都市計画法に定める基準による  

 

※自己業務用の場合 

配 置 の 方 法 緑 化 の 方 法 

植樹帯として敷地周囲に配置する。 

植樹帯の幅は 1.0ｍ以上とする。 

できるだけ植栽を行い継続的な維持管理に努

める。 

 

＜解説＞ 

① 敷地が矩形の公園を考えた場合、１辺に２箇所の出入口を設けるということではな

く、最低２辺に出入口を設けることを要求していると解釈するべきで、最低２辺は道

路、広場等出入口を設けることが可能なものに接続している必要があります。 

② 公園の出入口は、道路の交差点から 5.0ｍ以上離して設置して下さい。 

③ 公園の安全かつ有効な利用を図るために、交通量の激しい道路や鉄道等に接して設

けられている場合は、さく、へい、グリーンベルト等の設置により利用者の安全を確

保する必要があります。 

④ 公園はその形状、地形等から考えると建築物の敷地として利用しにくい土地に設け

られがちであるため、公園本来の目的を達成するに十分な遊戯施設等が有効に配置

でき、かつ、有効に利用できる形状、勾配で設けられている必要があります。 

よって、勾配が 16 度以上の法面は公園敷地に算入しません。 

⑤ 排水施設は、雨水をはじめ、地下水、散水等を有効に排出するものであると同時に、

公園の有効利用上支障のないものでなければなりません。地形及び整地の状況を勘

案して排水施設等を周囲に設置し、適切な流末に接続して下さい。 

⑥ 自己業務用の場合は、敷地周囲に緑地帯を配置し、緑地帯の最小幅は 1.0ｍ以上とし

ます。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

  

　このことについて、近年、開発行為を行おうとする区域の周辺に公園、緑地又は広場が在するケース

が増加してきていることにかんがみ、予定建築物等の用途が住宅である開発行為であって次に掲げる要

件の全てを満たすものについては、環境の保全上、災害の防止上支障を及ぼさない限り、積極的に都市

計画法施行令第25条第６号ただし書きに該当するか否かの審査対象として差し支えないこととするので、

この取扱いについて遺憾のないようにしてください。

　１  開発行為の周辺に都市公園法上の都市公園で児童公園に該当するもの（土地区画整理事業又は開

　  発行為により設置されたものを除く。）が設置されていること。

  ２  開発区域は、上記公園から125ｍ以内の区域に含まれること。

  ３  上記公園は、当該公園を中心とする区域で開発区域をその中に含む区域の面積３％以上の面積を

    有すること。

  ４  開発区域から上記公園までの距離は、道路延長で250ｍ以内であること。

  ５  開発区域内に３％以上の公園、緑地又は広場を設けないことにつき、当該開発区域を所管する市

    町村の同意を得ていること。

 （参考図）

都市計画法施行令第25条第６号ただし書きの運用について

　　昭和62年１月７日都－597

　　土木部長から各土木事務所長あて
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

(3) 消防用水利施設

(政令第 25条第８号) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、消防用施設を以下のように定めています。 

＜解説＞ 

消防に必要な水利施設は下記技術基準に適合しているほか、開発区域を所管する消防署

と協議して下さい。 

参考として、消防用水利施設の基準を定めた消防法、消防水利の基準、消防力の整備指

針の抜粋を記載しておきます。 

（消防水利の基準及び水利施設の設置等の義務） 

消防法 

第 20 条 消防に必要な水利の基準は、消防署がこれを勧告する。 

２ 消防に必要な水利施設は、当該市町村がこれを設置し、維持し及び管理するもの

とする。但し、水道については、当該水道の管理者が、これを設置し、維持し及び

管理するものとする。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目）

令第25条 

八 消防に必要な水利として利用できる河川、池沼その他の水利が消防法（昭和23

年法律第186号）第20条第１項の規定による勧告に係る基準に適合していない場

合において設置する貯水施設は、当該基準に適合しているものであること。 

(12) 消防用施設

事業者は、消防用施設について、横手市消防本部と協議し、その指導に従い施設を

設置するものとする。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（消防水利の基準） 

消防庁告示第 29 号 最終改正平成 26 年 10 月 31 日 

第１条 この基準は、市町村の消防に必要な水利について定めるものとする。 

第２条 この基準において、消防水利とは、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 20

第２項に規定する消防に必要な水利施設及び同法第 21 条第１項の規定により消防

水利として指定されたものをいう。 

２ 前項の消防水利を例示すれば、次のとおりである。 

一 消火栓 

二 私設消火栓 

三 防火水そう 

四 プール 

五 河川、溝等 

六 濠、池等 

七 海、湖 

八 井戸 

九 下水道 

第３条 消防水利は、常時貯水量が 40 ㎥以上又は取水可能水量が毎分 1 ㎥以上で、

かつ、連続 40 分以上の給水能力を有するものでなければならない。 

２ 消火栓は、呼称 65 の口径を有するもので、直径 150ｍｍ以上の管に取り付けられ

ていなければならない。ただし、管網の一辺が 180ｍ以下となるように配管されて

いる場合は、75ｍｍ以上とすることができる。 

３ 私設消火栓の水源は、５個の私設消火栓を同時に開弁したとき、第 1 項に規定す

る給水能力を有するものでなければならない。 

第４条 消防水利は、市街地（消防力の整備指針（平成 12 年消防庁告示第 1 号）第２

条第１号に規定する市街地をいう。以下本条において同じ。）又は準市街地（消防力

の整備指針第２条第２号に規定する準市街地をいう。以下本条において同じ。）の防

火対象物から一の消防水利に至る距離が、別表に掲げる数値以下となるように設け

なければならない。 

２ 市街地又は準市街地以外の地域で、これに準ずる地域の消防水利は、当該地域内

の防火対象物から一の消防水利に至る距離が、140ｍ以下となるように設けなけれ

ばならない。 

３ 前２項の規定に基づき配置する消防水利は、消火栓のみに偏することのないよう

に考慮しなければならない。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 第１項及び第２項の規定に基づき消防水利を配置するに当たっては、大規模な地

震が発生した場合の火災に備え、耐震性を有するものを、地域の実情に応じて、計

画的に配置するものとする。 

第５条 消防水利が、指定水量（第３条第１項に定める数量をいう。）の 10 倍以上の

能力があり、かつ、取水のため同時に５台以上の消防ポンプ自動車が部署できると

きは、当該水利の取水点から 140ｍ以内の部分には、その他の水利を設けないこと

ができる。 

第６条 消防水利は、次の各号に適合するものでなければならない。 

一 地盤面からの落差が 4.5ｍ以下であること。 

二 取水部分の水深が 0.5ｍ以上であること。 

三 消防ポンプ自動車が容易に部署できること。 

四 吸管投入孔のある場合は、その一辺が 0.6ｍ以上又は直径が 0.6ｍ以上であるこ

と。 

第７条 消防水利は、常時使用しうるように管理されていなければならない。 

別表（第４条関係） 

用途地域 

年平均風速 

年間平均風速が 

4ｍ/ｓ未満のもの 

年間平均風速が 

4ｍ/ｓ以上のもの 

近隣商業地域 商業地域 

工業地域 工業専用地域 

（ｍ） 

100 80 

その他の用途 

地域及び用途地域の 

定められていない地域 

（ｍ） 

120 100 

 ※用途地域区分は、都市計画法第８条第１項第１号に規定するところによる。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（消防力の整備指針） 

消防庁告示第４号 最終改正平成 31 年３月 29 日 

（定義） 

第２条 この指針において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

一 市街地 建築物の密集した地域のうち、平均建ぺい率（街区（幅員４ｍ以上の

道路、河川、公園等で囲まれた宅地のうち最小の一団地をいう。以下同じ。）にお

ける建築物の建築面積の合計のその街区の面積に対する割合をいう。以下同じ。）

がおおむね 10％以上の街区の連続した区域又は２以上の準市街地が相互に近接

している区域であって、その区域内の人口が１万以上のものをいう。 

二 準市街地 建築物の密集した地域のうち、平均建ぺい率がおおむね 10％以上の

街区の連続した区域であって、その区域内の人口が千以上１万未満のものをい

う。 

三～十一（略） 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

３． 排水施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第３号) 

 

 

 

 

 

 

(1) 排水施設の管渠の勾配及び断面積 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 26条第１号) 

 

 

 

 

 

 

(省令第 22条第１項) 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

三 排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、開発区域内の下水道

法（昭和33年法律第79号）第２条第１号に規定する下水を有効に排出するととも

に、その排出によって開発区域及びその周辺の地域に溢水等による被害が生じな

いような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められていること。こ

の場合において、当該排水施設に関する都市計画が定められているときは、設計

がこれに適合していること。 

イ 当該地域における降水量 

ロ 前号イからニまでに掲げる事項及び放流先の状況（P５-81参照） 

（用語の定義） 

下水道法 ※抜粋 

第２条  

一 下水 生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、若しくは付随する廃

水（以下「汚水」という。）又は雨水をいう。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第26条 法第33条第２項に規定する技術的細目のうち、同条第１項第３号（法第35

条の２第４項において準用する場合を含む。）に関するものは、次に掲げるものとす

る。 

一 開発区域内の排水施設は、国土交通省令で定めるところにより、開発区域の規

模、地形、予定建築物等の用途、降水量等から想定される汚水及び雨水を有効に

排出することができるように、管渠の勾配及び断面積が定められていること。 

（排水施設の管渠の勾配及び断面積） 

省第22条 令第26条第１号の排水施設の管渠の勾配配及び断面積は、５年に１回の確

率で想定される降雨強度値以上の降雨強度値を用いて算定した計画雨水量並びに

生活又は事業に起因し、又は付随する廃水量及び地下水量から算定した計画汚水量

を有効に排出することができるように定めなければならない。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

1) 計画雨水量の算定 

計画雨水量の計算式としては、合理式方法と実験式方法がありますが、宅地開発の場合

は一般に合理式方法（ラショナル式）が用いられています。 

（開発許可制度の解説 第三次改正版） 

合理式は下式で表されます。 

Ｑ＝1/360×Ｃ×Ｉ×Ａ 

Ｑ：計画雨水流出量（㎥／秒） 

Ｃ：流出係数 

Ｉ：降雨強度（㎜／時） 

（公共下水道の算定式を用いる場合、表５-５の数値を用いて下さい） 

Ａ：集水面積（ｈａ） 

a)  集水面積（Ａ） 

排水施設が流域単位で計画されるものであるから地形の状況等により、開発区域外

の土地の部分を含めて検討される必要があります。 

b)  降雨強度（Ｉ） 

洪水到達時間が短い管路等の流下施設の計画に適したタルボット式を用いて下さい。

公共下水道の雨水排除計画が定められている地域においては、確率年が７年であり、

計算の簡便化を図るため下記算定式を用いても良いこととしています。 

Ｉ＝ａ／（ｔ＋ｂ）（タルボット式） 

ｔ：流達時間（ｔ＝ ｔ1＋ｔ2 ）（分） 

ｔ1：流入時間 雨水が排水区域の最遠点から管渠等に流入するまでの時間（分） 

ｔ2：流下時間 管渠に流入した雨水が管渠終端まで流下するのに要する時間（分） 

ａ，ｂ：定数 

 

表５-５ 地域毎の降雨強度式 

地域名 横手地域 十文字地域 増田地域 平鹿地域 

降雨強度 
 ,0 0

ｔ＋16
 

2,7  

ｔ＋17
 

 ,2  

ｔ＋20
 

2,7  

ｔ＋17
 

確 率 年 ７ ７ ７ ７ 

流入時間 10 10 ５ 10 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

流下時間ｔ2は、管渠延長(Ｌ)を Manning（マニング）式による平均流速(Ｖ)で除し

て求められます。 

ｔ2＝ 
Ｌ

𝟔𝟎・Ｖ
 

Ｌ：管渠延長（ｍ） 

Ｖ：Manning（マニング）式による平均流速（ｍ／秒） Ｖ＝Ｒ2/3・Ｉ1/2・／ｎ 

ｎ：粗度係数（秒／ｍ1/3）（表５－６参照） 

Ｒ：径深（ｍ）   Ｒ＝（流水の断面積）／（流水の潤辺） 

Ｉ：勾配 

 

雨水排除計画の定められていない地域（大森、雄物川、大雄、山内）の降雨強度は、

表５－５に示す近接地域または、下記特性係数法を用いて算定した大きいほうの値を

採用して下さい。特性係数法は降雨資料のうち 60 分雨量と 10 分雨量のみを用いて下

式によって算定されます。 

特性係数法による確立降雨強度式 

Ｉn＝Ｒn×βn＝Ｒn× 
𝒂′

ｔ・ｂ
 

Ｉｎ  ：ｎ年確率の降雨強度（㎜／時）  

Ｒｎ  ：ｎ年確率 60 分雨量強度（㎜／時） 

βｎ  ：ｎ年確率特性係数 

ｔ    ：降雨継続時間（分） 

a’、b：定数 

a’＝ｂ+60 

ｂ ＝（60－10βｎ10）/（βｎ10－1） 

βｎ10＝10 分間ｎ年確率特性係数 

 

Ｒｎとβｎ10は、全国 150 地点の観測地点より分布図として整備されています。 

（「道路土工要綱（日本道路協会）」） 

流入時間ｔ1 は、人口密度に応じ 5～10 分が慣用されていますが、これによりがたい

場合は、算定式として Kerby（カーベイ）の式を用います。 

ｔ1＝（2/3×3.28ℓ・ｎ/√ｓ）0.467 

ℓ   ：斜面距離 

s   ：斜面勾配 

3.28：フィートをｍに換算するための係数 

n   ：粗度係数に類似の遅滞係数 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

表５-６ マニング式の粗度係数ｎ 

管 種 粗 度 係 数 

現場打ちコンクリート 0.015 

コンクリート管 0.013 

コルゲートメタル管（1 形） 0.024 

コルゲートメタル管（2 形） 0.033 

コルゲートメタル管（ペーピング有り） 0.012 

塩化ビニール管 0.010 

コンクリート 2 次製品 0.013 

（「道路土工要綱」社団法人日本道路協会) 

 管 種 粗 度 係 数 

陶管 0.013 

鉄筋コンクリート管渠などの 2 次製品 0.013 

現場打ち鉄筋コンクリート管渠 0.013 

硬質塩化ビニール管 0.010 

強化プラスチック複合管 0.010 

（「下水道施設設計指針と解説」 社団法人日本下水協会） 

 

 

 

 

 

 

 

表５-７ 遅滞係数 

管 種 ｎ 

不 浸 透 面 0.02 

よく締まった裸地（滑らか） 0.10 

裸 地（普通の粗さ） 0.20 

粗草地および耕地 0.20 

牧草地または普通の草地 0.40 

森 林 地（落葉林） 0.60 

森 林 地（落葉林、深い落葉等堆積地）  0.80 

森 林 地（針葉樹林） 0.80 

密 草 地 0.80 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

c)  流出係数（Ｃ） 

厳密には排水区域を地形、地質、土地利用状況により細分化したブロック毎に算出

し、大規模な開発以外は、道路用地、建築物等の敷地、公園・緑地等各々の基礎的な

流出係数値から、土地利用の面積率による加重平均で総合流出係数を算出してもよい

こととしています。 

  

表５-８ 流出係数 C 

工 種 別 地 域 別 

不浸透性道路 0.70 ～ 0.95 市中の建て込んだ地区 0.70 ～ 0.90 

アスファルト道路 0.85 ～ 0.90 建て込んだ住宅地区 0.50 ～ 0.70 

マカダム道路 0.25 ～ 0.60 建て込んでいない住宅地区 0.25 ～ 0.50 

砂利道 0.15 ～ 0.30 公園、広場 0.10 ～ 0.30 

空地 0.10 ～ 0.30 芝生、庭園、牧場 0.05 ～ 0.25 

公園、芝生、牧場 0.05 ～ 0.25 森林地方 0.01 ～ 0.20 

 

表５-９（用途別総合流出係数標準値） 

敷地内に間地が非常に少ない商業地域や庭が若干ある住宅地域 0.80 

浸透面の野外作業場などの間地を若干持つ工場地域や庭が若干ある住宅地域 0.65 

住宅公団団地などの中層住宅団地や１戸建て住宅の多い地域 0.50 

庭園を多く持つ高級住宅地域や畑地などが比較的残る郊外地域 0.35 

 

表５-10（工種別基礎流出係数標準値） 

工 種 別 流出係数 工 種 別 流出係数 

屋  根 0.85 ～ 0.95 間地（空地） 0.10 ～ 0.30 

道  路 0.80 ～ 0.90 芝・樹木の多い公園 0.05 ～ 0.25 

その他不透面 0.75 ～ 0.85 勾配のゆるい山地 0.20 ～ 0.40 

水  面 1.00 勾配の急な山地 0.40 ～ 0.60 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

2) 計画汚水量 

開発行為により汚水排除のため下水道を整備する場合で、市管理による公共下水道と

して帰属させる場合は、下水道課と十分な協議を行うこととし、ここでは、計画汚水量算

定の基礎的事項について述べることにします。 

（下水道施設計画・設計指針と解説－前編－2019版） 

① 計画汚水量の算定 

計画汚水は、生活又は事業に起因し、又は付随する廃水量、すなわち人口１人１日最

大生活給水量から算出される計画１日最大汚水量に、工場等の廃水量及び浸入が予想

される地下水量を加え、時間最大汚水量を求め、これを支障なく排水できる断面及び勾

配を定めることとしています。 

 

② 汚水量区分 

生活汚水量 一般家庭から排出される汚水量で、 

生活汚水量 ＝１人１日生活汚水量×計画常住人口 

給水が全て水道により行われている区域では、 

１人１日最大生活汚水量 ＝ 計画１人１日最大給水量 

１人日平均生活汚水量 ＝ １人１日最大生活汚水量×（0.7～0.8） 

中規模以上の都市では、 

１人１時間最大生活汚水量 ＝１人１日最大生活汚水量×（1.3～1.8）÷24 

小規模市町村、観光地では、 

１人１時間最大生活汚水量 ＝１人１日最大生活汚水量×（1.5～2.0）÷24 

水道がない地域、井戸水等の自家水源と水道を併用している地域だけは、使用

水量の実態を調査するか、類似した条件を参考として推定します。 

営業汚水量 営業汚水量は、土地利用の実態及び将来の想定に基づいて推定します。 

水道の給水計画で、業務・営業水量が明確でない場合は、 

営業汚水量 ＝ 生活汚水量×用途地域別営業用水率（0.2～0.8） 

日平均、日最大及び時間最大の比は、生活汚水量と同じ比率を用います。 

工場汚水量 工場汚水量は実測することが望ましい。ただし、実測値を得ることが困難な場

合には、業種別の出荷額当たり、又は、敷地面積当たりの排水量原単位に基づ

き推定します。 

日平均、日最大及び時間最大の比は 1：1：2 を用います。 

観光汚水量 汚水量は、日帰り客と宿泊客に分けて推定します。 

観光汚水量 ＝ 客別汚水量原単位×客数 

日平均、日最大及び時間最大の比は生活汚水量の比を準用して下さい。 

地 下 水 量 地下水量 ＝１人１日最大汚水量（生活汚水量＋営業汚水量）×（0.1～0.2） 

そ の 他 の 

汚 水 量 
温泉排水、畜産排水等を必要に応じ考慮して下さい。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

③ その他 

下記の事項については、下水道法、公共水域の水質の保全に関する法律等関係法令の

規定に適合しなければならないのはもちろんですが、上下水道課と十分協議のうえ検

討して下さい。 

・計画汚濁負荷量及び計画流入水質 

・処理目標水質 

・管路計画 

・ポンプ場計画 

・処理場計画 

・処理水の再利用 

・高度処理 

・汚泥処理・利用計画 

 

3)  排水施設の断面決定 

＜雨水排水＞ 

排水断面流下量Ｑ1 ≧ 計画雨水流出量Ｑ 

Ｑ1 ＝ Ａ・Ｖ   Ｖ ＝ Ｒ2/3・Ｉ1/2／ｎ 

＜下水（汚水）排水＞ 

排水断面流下量Ｑ2 ≧ 計画時間最大汚水量Ｑ 

Ｑ2 ＝ Ａ・Ｖ   Ｖ ＝ Ｒ2/3・Ｉ1/2／ｎ 

Ｑ：㎥／秒 

Ａ：流水の断面積（㎡） 

Ｖ：平均流速（ｍ／秒）（P５-107 参照） 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

(2) 排水の放流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 26条第２号) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、排水の放流等について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第26条 

ニ 開発区域内の排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況その他の状況を勘案

して、開発区域内の下水を有効かつ適切に排出することができるように、下水道、

排水路その他の排水施設又は河川その他の公共の水域若しくは海域に接続して

いること。この場合において、放流先の排水能力によりやむを得ないと認められ

るときは、開発区域内において一時雨水を貯留する遊水池その他の適当な施設を

設けることを妨げない。 

（3）道路 

⑨ 道路の雨水等を有効に排出するため、区域外であっても側溝、排水路等を設け、

流出可能な河川水路等に接続すること。 

（10）雨水及び生活排水 

① 事業者は、開発区域内の排水施設について、開発の規模、地形、地質及び状況を

考慮し、計画雨水量及び汚水量を有効かつ適切に排水できる構造及び能力のも

のとし、放流先の排水能力、利用状況、その他状況を勘案して、下水道、排水路、

その他の排水施設又は河川その他の公共水域に接続させなければならない。 

② 事業者は、排水施設について下水道、排水路、その他の排水施設又は河川その他

の公共水域に接続させる場合、放流先の施設管理者(道路管理者、土地改良区、

河川管理者)と充分協議しなければならない。 

（11）合併浄化槽及びし尿浄化槽 

① 事業者又は建築主は、建築行為又は開発行為に当たって合併浄化槽又はし尿浄

化槽の設置に配慮するものとする。ただし公共下水道処理区域はこの限りでは

ない。 

② 事業者又は建築主は、浄化槽を設置する場合、その放流することについて、放流

先の施設管理者(道路管理者、土地改良区、河川管理者等)と充分協議するものと

する。 

③ 放流水は、水道水源に影響のない地点で放流するものとする。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

＜解説＞ 

① 開発区域内の排水施設がその下水を有効かつ適切に排出することができるように、

下水道、河川等へ接続していなければなりません。 

「有効かつ適正に」とは、地形などから考え無理なく排出できるものであると同時に、

接続先の能力が十分あるということ及び接続先の本来の機能に照らして汚水及び雨

水を排出することが適切であるという意味です。 

② 放流先の排水能力については、既存流域に加えて開発区域からの放流が可能である

か確認する必要があります。既存流域が定かでない場合には、現地調査や地形図等よ

り流域を想定し、流下能力に問題ないことを確認して下さい。 

③ 放流先の排水能力が集中豪雨等の一時的集中排水時にのみ不十分となる場合で他に

接続しうる十分な排水能力を有する放流先が存在しない場合には、雨水に限り遊水

池、ため池等を設け、一時貯留することができます。貯留の対象を雨水に限定したの

は、汚水の貯留により生じうる生活環境に及ぼす衛生上の悪影響を考慮したためで

す。なお、遊水池、ため池等は常時貯水を行うための施設ではありません。 

④ 相当規模以上の開発行為にあたっては、下流河川等の治水対策との関連で調整池の

設置を求められることが通例となっています。調整池とは、開発事業に伴い河川流域

の流出機構が変化して当該河川の流量を著しく増加させる場合に、下流河川改修に

変わる洪水調節のための暫定的代替手段として設置されるものです。これに対して、

将来の河川改修計画上明確に河川管理施設として位置付けられたときは、調整池と

呼ぶのが一般的です。また、調整池の設置はあくまで下流河川改修との関連で求めら

れるものであり、調整池は法第 32 条の公共施設管理者との協議に基づくものとも解

され、管理もできる限り市の管理とするようにして下さい。 

詳細については、Ｐ５-121 (5)雨水流出抑制施設を参照して下さい。 

 

(3) 排水施設の構造 

 

 

 

 

 

(政令第 26条第３号) 

臭気の発生、環境衛生上等の観点から雨水以外の処理されていない汚水は、暗渠によっ

て排出することとしています。また、処理された汚水及びその他の汚水でこれと同等以上

に清浄であるものとは、合併処理浄化槽等で処理された汚水等が考えられます。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第26条 

三 雨水（処理された汚水及びその他の汚水でこれと同程度以上に清浄であるもの

を含む。）以外の下水は、原則として、暗渠によって排出することができるように

定められていること。 



 

５-114 

 

－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

家庭雑排水については、雨水と同程度以上に清浄であるものと解するのは困難ですが、

小規模な開発で周辺に公共の下水道がなく、区域内だけを暗渠とする意味が薄いような

場合に限り、「原則」の例外として道路側溝等により排出することが認められます。 

（開発許可制度の解説 第三次改正版） 

 

(4) 排水施設に関する技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(省令第 26条( 

 

（排水施設に関する技術的細目） 

省第26条 令第29条の規定により定める技術的細目のうち、排水施設に関するもの

は、次に掲げるものとする。 

一 排水施設は、堅固で耐久力を有する構造であること。 

ニ 排水施設は、陶器、コンクリート、れんがその他の耐水性の材料で造り、かつ、

漏水を最小限度のものとする措置が講ぜられていること。ただし、崖崩れ又は土

砂の流出の防止上支障がない場合においては、専ら雨水その他の地表水を排除す

べき排水施設は、多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとする

ことができる。 

三 公共の用に供する排水施設は、道路その他排水施設の維持管理上支障がない場

所に設置されていること。 

四 管渠の勾配及び断面積が、その排除すべき下水又は地下水を支障なく流下させ

ることができるもの（公共の用に供する排水施設のうち暗渠である構造の部分に

あっては、その内径又は内法幅が、20cm以上のもの）であること。 

五 専ら下水を排除すべき排水施設のうち暗渠である構造の部分の次に掲げる箇

所には、ます又はマンホールが設けられていること。 

イ 管渠の始まる箇所 

ロ 下水の流路の方向、勾配又は横断面が著しく変化する箇所（管渠の清掃上支

障がない箇所を除く。） 

ハ 管渠の内径又は内法幅の120倍を超えない範囲内の長さごとの管渠の部分の

その清掃上適当な場所 

六 ます又はマンホールには、ふた（汚水を排除すべきます又はマンホールにあっ

ては、密閉することができるふたに限る。）が設けられていること。 

七 ます又はマンホールの底には、専ら雨水その他の地表水を排除すべきますにあ

っては深さが15cm以上の泥溜めが、その他のます又はマンホールにあってはその

接続する管渠の内径又は内法幅に応じ相当の幅のインバートが設けられている

こと。 
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技術的細目については、本手引き記載の他、下水道法および横手市下水道条例等で規定

されている事項がありますのでご確認下さい。 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、排水施設について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

1) 雨水排水基準 

① 排水路勾配は、原則として、下流に行くに従い緩勾配になるように計画し、流速は、

排水路の磨耗や土砂堆積が生じないように配慮し、0.8～3.0ｍ／sec とします。なお、

理想的な流速は、1.0～1.8ｍ／sec 程度とされています。 

② 流下断面の決定にあたっては、土砂の堆積等を考慮して 20％程度の余裕をみて下さ

い。 

③ 開渠の最小内幅は、宅地内排水、法面排水を除き、維持管理を考慮し 30×30 ㎝とし

ます。Ｕ型側溝には、主として歩道に用いる１種と、車道に用いる３種がありますの

で、使い分けに留意して下さい。 

④ 道路幅員内の側溝にはコンクリート蓋（T-25）を設置し、維持管理のため鋼製グレー

チング蓋（T-25 L=1.0ｍ）を 20ｍに１箇所程度の割合で設置するものとします。 

⑤ 雨水桝は、会合箇所、側溝断面の変化点設置し、公道と民地の境界線付近で公道内に

設置することを原則とします。雨水桝の形状及び構造は円形及び角形コンクリート、

鉄筋コンクリート製又はプラスチック製とし、内径又は内のりを 50ｃｍ、深さ 80～

100ｃｍ程度とします。また、底部には 15ｃｍ程度の泥溜めを設け、開閉式グレーチ

ング蓋（T-25）を設置するものとします。 

⑥ 雨水管渠、合流管渠の最小管径は、250 ㎜とします。 

⑦ 雨水桝からの取付け管は、原則として硬質塩化ビニール管、鉄筋コンクリート管、又

はこれと同等以上の強度及び耐久性のあるものを使用し、勾配を 10％以上、最小管

径を 150 ㎜以上とします。また、取付けは本管に対して直角とし 60 度又は 90 度支

管を用い、本管の中心線から上方に取付けるものとします。 

⑧ 吐き口の位置及び構造は、放流する河川、港湾、海岸等の管理者と事前に十分協議の

うえ決定して下さい。   

（3）道路 

⑧ 側溝の構造は、幅 30cm 以上の蓋掛り付きの既製コンクリート側溝を使用する

ことを原則とする。ただし、農業用水路の保護に必要な場合、又は地形等の

条件によりやむを得ないと認めたときは修正のうえ施工することができる。 
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2) 汚水排水基準 

① 汚水管は、原則として円形管とし、下水道用鉄筋コンクリート管、硬質塩化ビニール

管等を用い土圧等に対して十分耐えられるものとして下さい。 

② 汚水管の直径は、計画時間最大汚水量に対して口径に応じた余裕を見込み算定しま

す。余裕率は、小口径管（700 ㎜未満）で 100％、中口径管（700mm～1,650 ㎜未満）

で 50～100％、大口径管（1,650mm～3,000 ㎜以下）で 25～50％とします。 

③ 流速は、沈殿物が堆積しないように配慮し、0.6～3.0ｍ／sec とします。ただし、理

想的な流速は、雨水管渠同様、1.0～1.8ｍ／sec 程度として下さい。 

④ 最小管径は、200 ㎜とします。ただし、下水量が少なく、将来も増加が見込まれない

場合には、100mm 又は 150 ㎜とすることができます。 

⑤ 汚水桝は、公道と民有地の境界付近とし、民有地内に設置することを原則として下さ

い。汚水桝の形状及び構造は、原則として円形の塩化ビニール製とし、内径は 20 ㎝、

深さを 100 ㎝程度とします。桝蓋は設置場所に応じ、必要強度を有する密閉蓋として

下さい。 

⑥ 汚水桝からの取付け管は、雨水桝の場合と同様ですが、最上流部にあたる取付け管は、

本管に対し直線方向からマンホールに接続するか、インバートの形状を工夫して汚

水の逆流防止を図るものとして下さい。 

3) 雨水・汚水共通排水基準 

① 本管を公道内に敷設する場合、土被りは舗装厚に 0.3ｍを加えた厚さ(1.0ｍに満たな

い場合は 1.0ｍ)以上とし、取付け管等の土被りは、舗装厚に 30ｃｍを加えた厚さ(0.6

ｍに満たない場合は 0.6ｍ)以上とします。 

② 取付け管等は、管頂部と道路側溝の底部との離隔を原則 0.2ｍ以上としますが、必要

に応じて防護工等の対策を施して下さい。埋設位置、深さ、構造等については当該施

設管理者と協議し決定して下さい。 

③ 管渠には、管渠の種類及び土質に応じて適切な基礎工を施さなければなりません。  

地盤の区分を例示すると表５-11 のとおりとなります。 

表５-11 地盤の区分例 

地  盤 代 表 的 な 土 質 

硬 質 土 硬質粘土、れき混り土及びれき混じり砂 

普 通 土 砂、ローム及び砂質粘土 

軟 弱 土 シルト及び有機質土 

極 軟 弱 土 非常に緩い、シルト及び有機質土 
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表５-12 管きょの種類と基礎 

地 盤 

管 種 
硬質土及び普通土 軟弱土 極軟弱土 

剛

性

管 

鉄 骨 コ ン ク リ ー ト 管 

レジンコンクリート管 

砂 基 礎 

砕 石 基 礎 

コンクリート基礎 

砂 基 礎 

砕 石 基 礎 

は し ご 胴 木 基 礎 

コンクリート基礎 

は し ご 胴 木 基 礎 

鳥 居 基 礎 

鉄筋コンクリート基礎 

可
と
う
性
管 

硬 質 塩 化 ビ ニ ー ル 管 

ポ リ エ チ レ ン 管 
砂 基 礎 砂 基 礎 

ベットシート基礎 

ソイルセメント基礎 

ベットシート基礎 

ソイルセメント基礎 

は し ご 胴 木 基 礎 

布 基 礎 強化プラスチック複合管 
砂 基 礎 

砕 石 基 礎 

ダ ク タ イ ル 鋳 鉄 管 

鋼 管 
砂 基 礎 砂 基 礎 

砂 基 礎 

は し ご 胴 木 基 礎 

布 基 礎 

(注)岩盤に布設する場合は、応力を均等に分布できる構造となる基礎としなければなりません。 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 管渠の接合は次のとおりとします。 

・管渠の方向、勾配、管渠径の変化する箇所又は管渠の合流箇所にはマンホールを設

け、原則として管頂接合又は水面接合とします。 

・地表勾配が急な場合には、管渠径の有無に関わらず、原則として地表勾配に応じ、

段差接合又は階段接合とします。段差接合では、１箇所当たりの段差は 1.5ｍ以内

とし、階段接合の１段当たりの高さは 0.3ｍ以内とします。 

砂 基 礎 砕 石 基 礎 

はしご胴 木 基 礎 

鉄筋コンクリート基礎 

鳥 居 基 礎 コンクリート基 礎 

図 5-9 剛性管渠の基礎工の種類 
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④ 管渠の継手は、水密性、耐久性及び耐震性のあるものとして下さい。 

軟弱地盤等において、管渠とマンホール等の剛性の高い構造物と接続する場合は、必

要に応じて可とう性の継手を用いて下さい。 

⑤ マンホールの間隔は、管径別のマンホール最大間隔が定められているので留意して

下さい。 

 表５-13 マンホールの管きょ径別最大間隔 

 管 渠 径 ( m m ) 600 以下 1,000 以下 1,500 以下 1,500 超 

 最 大 間 隔 (ｍ ) 75 100 150 200 

⑥ マンホールは、原則として形状寸法及び用途に応じた標準マンホール及び組立マン

ホールとするが埋設物の関係、管渠の構造等により特殊マンホールを用いて下さい。 

表５-14 下水道用鉄筋コンクリート製組立マンホールの形状別用途 

呼 び 方 形 状 寸 法 用 途 

円形０号マンホール 

ＣＭ０ 
内径  75cm 円 形 

小規模な排水又は起点 

他の埋設物の制約等から１号マンホールが

設置できない場合 

円形１号マンホール 

ＣＭ１ 
内径  90cm 円 形 

管の起点及び内径 500 ㎜以下の管の中間点

並びに内径 400 ㎜までの管の会合点 

円形２号マンホール 

ＣＭ２ 
内 径 120cm 円 形 

内径 800 ㎜以下の管の中間点並びに内径

500 ㎜までの管の会合点 

円形３号マンホール 

ＣＭ３ 
内 径 150cm 円 形 

内径 1,100 ㎜以下の管の中間点並びに内径

700 ㎜までの管の会合点 

円形４号マンホール 

ＣＭ４ 
内 径 180cm 円 形 

内径 1,200 ㎜以下の管の中間点並びに内径

800 ㎜までの管の会合点 

円形５号マンホール 

ＣＭ５ 
内 径 220cm 円 形 

内径 1,500 ㎜以下の管の中間点並びに内径

1,100 ㎜までの管の会合点 

楕円（方円）マンホール 
60×90cm 楕円 

（方円） 

他の埋設物の制約等から１号マンホールが

設置できない場合 

注 1.用途欄の内径は、推進工法用鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。 

注 2.用途欄の内径は、流出管と流入管がほぼ同じ高さの場合である。管の段差や角度

により形状寸法を設定することもできる。 

注 3.楕円（円形）マンホールは、日本下水道協会の認定工場制度におけるⅡ類資機材

に登録された製品である。 
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表５-15 円形（現場打ち）マンホールの形状別用途 

呼 び 方 標 準 形 状 寸 法 用 途 

１号マンホール 内径  90cm 円 形 

管の起点及び 600 ㎜以下の管の中間点 

並びに内径 450 ㎜までの管の会合点 

く型きょ、馬蹄形きょ及びシールド工法等

による管渠の中間点 

２号マンホール 内径 120cm 円 形 

内径 900 ㎜以下の管の中間点及び 

内径 600 ㎜以下の管の会合点 

く型きょ、馬蹄形きょ及びシールド工法等

による管渠の中間点 

３号マンホール 内径 150cm 円 形 
内径 1,200 ㎜以下の管の中間点及び 

内径 800 ㎜以下の管の会合点 

４号マンホール 内径 180cm 円 形 
内径 1,500 ㎜以下の管の中間点及び 

内径 900 ㎜以下の管の会合点 

注 1.用途欄の内径は、鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。 

注 2.用途欄の内径は、流出管と流入管がほぼ同じ高さの場合である。管の段差や角度

により形状寸法を設定することもできる。 

 

表５-16 く形（現場打ち及び向上製品）マンホールの形状別用途 

呼 び 方 標 準 形 状 寸 法 用 途 

特１号マンホール 内のり 60×90cm 角型 

土被りが特に少ない場合、 

他の埋設物の制約等から円形マンホールが

設置できない場合。 

特２号マンホール 内のり 120×120cm 角型 

内径 1,000 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 

特３号マンホール 内のり 150×120cm 角型 

内径 1,200 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 

特４号マンホール 内のり 180×120cm 角型 

内径 1,500 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 

５号マンホール 内のり 210×120cm 角型 

内径 1,800 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 

６号マンホール 内のり 260×120cm 角型 

内径 2,200 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 

７号マンホール 内のり 300×120cm 角型 

内径 2,400 ㎜以下の管の中間点又は最大内

径 1,000mm(流入角度 90°)の会合点 

現場状況に応じて円形又はく形を選択する 
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現場打ち管きょ用 

マ ン ホ ー ル 
内のり Ｄ１×Ｄ２ 角型 

く形きょ、馬てい形きょ及びシールド工法

等による管きょの中間点 

雨水吐、マンホールポンプ室 

注 1.用途欄の内径は、鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。 

注 2.用途欄の内径は、工場製品の場合、ハンチなどの大きさを考慮して決定する。 

注 3.会合点では、最大内径未満の管についてはマンホールの内のり寸法の範囲であれ

ば、流入角度を 90°以上にも設置することができる。 

注 4.用途欄の内径は、流出管と流入管がほぼ同じ高さの場合である。管の段差や角度

により形状寸法を設定することもできる。 

⑦ マンホール深が５ｍを超える場合は、維持管理を考慮し、原則として２号マンホール

以上として下さい。その場合は維持管理の安全面から中間スラブと携帯用梯子を設

置して下さい。 

⑧ マンホールの蓋は、鋳鉄製を標準とします。 

⑨ マンホールの足掛け金物は、鋼鉄製（樹脂被覆）、ＦＲＰ製、ステンレス等腐食に耐

える材質のものを用い、幅 30 ㎝、設置間隔 30 ㎝とします。 

⑩ マンホールの上・下流管の段差が 60 ㎝以上の場合は、本管の径に応じた副管を原則

としてマンホールの外側に設置して下さい。 

⑪ 副管を内側に設置する必要がある場合は、２号マンホール以上の適用が望ましいが、

省スペース型の内副管接手の採用等で維持管理に支障がない場合はこの限りではあ

りません。 

 

表５-17 本管と副管の組合せ例 

本管径(mm) 
副管径（mm） 

分流式（汚水管路） 合流式 

150 100 － 

200 150 150 

250 200 200 

300 200 200 

350 200 200 

400 200 200 

450 250 250 

500 別途考慮 250 

600 別途考慮 300 

700 以上 別途考慮 別途考慮 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

(5) 雨水流出抑制施設 

1) 防災調整池等  

一定規模以上の大規模な開発行為に伴う土地の形質の変更（土地の形状を変更する

行為で雨水の流出の増加を伴うもの）を行う場合は、防災調整池等を設置するものとし

ます。 

2) 流域貯留施設等 

規模未満の開発行為等において、放流先の下水道、排水路その他の排水施設の排水能

力が少なく、新設される排水施設からの放流が困難な場合は流域貯留施設等を設置す

ることとし、雨水浸透施設との併用も可能です。 

3) 流出抑制施設の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大規模宅地開発に伴う調整池技術基準（案）） 

・公共・公益施設用地における
　地表面貯留及び地下貯留
 （公園、緑地、校庭、広場貯留等）

・集合住宅用地における地表面貯留
　および地下貯留
　(集合住宅の棟間、駐車場）

・独立住宅の庭等への貯留
　(低床花壇・貯留槽等)

・浸透トレンチ

・浸透側溝

・浸透ます

・透水性舗装

・浸透池

・湿式井戸

・乾式井戸

　注)  防災調節池および調整池との併用の対象となる貯留・浸透施設

 拡水法

各戸貯留施設

貯留型施設

 オンサイト貯留

遊水池

防災調節(整)池

・多目的遊水池

・治水緑地

・下水道雨水調整池

 オフサイト貯留

・防災調節池

・雨水貯留施設

流域貯留施設

流
出
抑
制
施
設

・大規模宅地開発に伴う調整池

浸透型施設

 井戸法
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

① オフサイト貯留とは、流域の下流部等に河川・下水道・水路等によって雨水を集水

して貯留し、流出を抑制するもので現地外貯留とも呼び、遊水池、防災調節池等は

これにあたります。 

② オンサイト貯留とは、雨水の移動を最小限におさえ、雨が降ったその場所で貯留し、

雨水の流出を抑制するもので現地貯留とも呼び、公園、運動場、駐車場、集合住宅

の棟間等の流域貯留施設等が一般にオンサイト貯留にあたります。 

③ 防災調節（整）池は、治水・排水対策において河川管理施設、下水道施設等として

設置する恒久的施設を防災調節池、大規模な宅地開発等に伴って、下流河川改修に

代わる暫定的施設として設置する調整池があります。貯留構造はダム式、堀込み式、

地下式等が用いられています。 

④ 流域貯留施設は、公園、校庭等の公共施設用地及び集合住宅の棟間の空地や駐車場

に、本来の土地利用機能を損なわないよう低水深の貯留機能を持たせ、その敷地内

に降った雨を一時貯留（オンサイト貯留）させることにより流出抑制を図る施設を

いいます。その構造は一般に小堤貯留、小堀込貯留、地下貯留等となります。 

設置場所あるいは貯留方法によって、公園貯留、校庭貯留、棟間貯留、駐車場貯留、

空隙貯留となります。 

雨水浸透施設との併用も可能であり、雨水貯留浸透施設としては浸透池、砕石空隙

貯留浸透施設等があげられます。 

⑤ 浸透型施設は、雨水を地下に浸透させることによって流域からの流出抑制を図る

ことを目的として設置する施設です。その形式は拡水法の浸透施設としては、浸透

ます、浸透トレンチ、浸透側溝、透水性舗装等があります。 

4) 調整池等雨水流出抑制施設の設置に関する基準 

設置する場合における基準は下記を参考として下さい。 

① 構造様式別計画降雨の確率年 

 

 

 

 

（宅地防災マニュアル） 

 

分 類 計画確率年 指針等の名称 

防災調節池 1/50 
防災調節池技術基準（案） 

(公益社団法人 日本河川協会） 

調整池 1/30 
大規模宅地開発に伴う調整池技術基準（案） 

(公益社団法人 日本河川協会） 

流域貯留施設等 50mm/hr(1/5-1/10) 
流域貯留施設等技術指針(案) 

(公益社団法人 雨水貯留浸透技術協会) 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

② 防災調節(整)池等 

調整池の設置にあたっては、「宅地防災マニュアル」や以下の基準に準拠して行

って下さい。 

「防災調節池等技術基準（案） 解説と設計実例」（公益社団法人日本河川協会） 

・宅地開発に伴い、恒久的な施設として堤高の低いダム（高さ 15ｍ未満）による調

整池を築造する場合は、「第１編 防災調節池技術基準（案）」 

・大規模な宅地開発に伴い、ダムによる調整池を築造する場合で、調整池の存置を

暫定的な期間にわたるものとする場合は、「第２ 大規模宅地開発に伴う調整池技

術基準（案）」 

・防災調整池の敷地を公園、緑地、広場等として多目的利用にあたっての計画・設

計及び管理については、「第４編 防災調節池の多目的利用指針（案）」 

なお暫定施設の多目的利用にあたっては、「宅地開発に伴い設置される洪水調節

（整）池の多目的利用指針の解説」(建設省建設経済局民間宅地指導室)を参照。 

③ 雨水貯留浸透施設 

雨水貯留、浸透施設を設置する場合は、以下の基準等を参照して下さい。  

・増補改訂 流域貯留施設等技術指針(案)（公益社団法人 雨水貯留浸透技術協会） 

・増補改訂 雨水浸透施設技術指針(案) 調査・設計編（公益社団法人 雨水貯留浸透

技術協会） 

・宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針の解説（社団法人 日本宅地開

発協会） 

・雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）（国土交通省 都市・地域整備局下

水道部 河川局治水課） 

なお、浸透施設においては、構造物等の浸透能力の評価、目詰まり等の維持管理

を十分考慮した計画として下さい。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

４． 給水施設 

主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する開発行為は除かれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第４号) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、給水施設について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

水道その他給水施設について基準を定めたものであり、政省令等で特に技術的細目は

定められていませんが、これは、水道法等の基準を満たしていれば本基準の適用をなし得

るとの判断によるものです。 

＜解説＞ 

① 給水管の口径は、その使途別所要水量及び同時使用率を考慮して決定して下さい。 

② 給水管は、公道内の車道及び歩道部分並びに私道内において、舗装厚に 0.3ｍを加

えた厚さ(0.6ｍに満たない場合は 0.6ｍ)以上で道路管理上支障のない深さ、宅地

内においては 45ｃｍ以上の深さに埋設して下さい。ただし、技術上その他やむを

得ない場合はこの限りではありません。 

③ 配水管又は道路に布設された他の給水装置の分岐部分から止水栓までの給水管材

料については、以下に定めるところによります。ただし、施工技術その他の事由に

より管理者がやむを得ないと認めた場合は、材料以外の材料を使用することがで

きます。 

・口径が 50ｍｍ以下の給水管：ポリエチレン管 

・口径が 75ｍｍ以上の給水管：ダクタイル鋳鉄管 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

四 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行

為以外の開発行為にあっては、水道その他の給水施設が、第二号イからニ※までに

掲げる事項を勘案して、当該開発区域について想定される需要に支障を来さない

ような構造及び能力で適当に配置されるように設計が定められていること。この

場合において、当該給水施設に関する都市計画が定められているときは、設計が

これに適合していること。※（P5-81参照） 

(9) 給水施設 

開発区域内のすべての道路及びこれに通じる区域外道路には、次に掲げる事項に適

合するよう上水道管を布設すること。 

① 上水道は、市の将来計画に適合する管径及び材質とすること。 

② 管の布設は、道路占用基準を遵守のうえ施行すること。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

④ 開発行為に伴い設置した水道施設は、関係図書を添えて市に帰属して下さい。 

⑤ 公営水道がない地域で井戸水（一般用、業務用）を使用する場合は、各戸で個々に

井戸を設置する必要があります。周辺の既存井戸の利用状況や地下水調査等（現地

踏査、既存資料調査やボーリング調査等）を実施し、水理地質状況及び周辺への影

響を確認したうえで取水方法を検討して下さい。 

⑥ 設置にあたっては、周辺既存井戸等への影響および対策、必要給水量の取水が可能

であることを確認できる資料を提示して下さい。 

＜参考＞ 

給水量の状況は、横手市給水区域の年間給水量を１人１日平均とした場合、 

３５８ℓ/人・日（平成 28 年度横手市調査） 

３５６ℓ/人・日[最大 407ℓ]（平成 29 年度秋田県水道施設現況調査 P19、20） 

となっています。 

平成 29年度秋田県水道施設現況調査（抜粋） 

２.給水状況 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

⑦ 井戸水を使用する場合は原則として、水道法第４条に規定する水質基準に適合して

いる必要があります。ただし、食品関係の営業許可を必要とする施設の用に供する建

築物の建築及び第三者に飲料水を提供しない業務の用に供する建築物若しくは特定

工作物の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為であるときは、水質基

準が当該営業許可の基準に適合していなければなりません。 

⑧ 井戸水の利用にあたっては、「秋田県飲用井戸等衛生対策要領」（第６章資料編Ｐ６-

215～）及び下記の水道・飲用井戸等判断フロー図も参考として下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜水道・飲用井戸等判断フロー図＞ 

いいえ 

はい 
専 用 水 道 に 該 当 

いいえ 

はい 
簡 易 専 用 水 道 に 該 当 

いいえ 

以下、秋田県の条例などによる独自基準 

はい 
小規模水道に該当 (県条例 ) 

専用水道に該当するか。 

該当の有無の判断は別途「専用水道該当有無

判断フロー図」参照。 

水道事業の用に供する水道から供給を受ける水

のみを水源とするもののうち、受水槽の有効容

量が 10㎥を超える施設か。 

いいえ 

小 規 模 貯 水 槽 水 道 、 飲 用 井 戸 な ど に 該 当 
（ 県 内 各 市 につ い ては各 市 に よ る 対 応 、 県 内 各 町 村 につ い ては県 の要 領 に よ る 対 応 ） 

平成 25年２月１日 第１版（秋田県生活衛生課） 

はい（計画給水人口 5001 人以上） 
上 水 道 に 該 当 

はい（計画給水人口 101 人～5000 人） 
簡 易 水 道 に 該 当 

水道事業の用に供

する水道で 

計画給水人口が 

101人以上か。 

飲用水として供給する施設であって、給水人口

30人以上 100人以下で、かつ、最大給水量が

20㎥／日以下か。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

５． 地区計画等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第５号) 

地区計画等が定められている区域内における土地の区画形質の変更、建築物の建築等

の行為については、原則として届出・勧告制をとることにより、その計画の実現を担保し

ています。しかし、当該土地の区画形質の変更について開発許可が必要な場合は、これら

の届出・勧告制度の適用除外とする代わりに開発許可基準に地区計画等に関する基準を

設けて、開発許可の段階で地区計画等の計画内容をある程度実現しようとするものです。 

「即して定めて下さい」とあるのは、開発行為の計画等が当該地区計画等の内容に正

確に一致している場合のほか、地区計画等には一致していないが地区計画等の目的が達

成されるよう定めていると認められる場合も含んでいます。 

なお、開発許可を受けた土地の区域内であっても、建築物の建築等を行う際には、改

めて届出・勧告制度の対象となるので注意して下さい。 

本市の場合は、次項に示す地区計画等があります。 

 

 

 

 

 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

五 当該申請に係る開発区域内の土地について地区計画等（次のイからホまでに掲

げる地区計画等の区分に応じて、当該イからホまでに定める事項が定められてい

るものに限る。）が定められているときは、予定建築物等の用途又は開発行為の設

計が当該地区計画等に定められた内容に即して定められていること。 

イ 地区計画再開発等促進区若しくは開発整備促進区（いずれも第12条の５第５

項第１号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は

地区整備計画 

ロ 防災街区整備地区計画 地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は

防災街区整備地区整備計画 

ハ 歴史的風致維持向上地区計画 歴史的風致維持向上地区整備計画 

ニ 沿道地区計画 沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第

９条第４項第１号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限

る。）又は沿道地区整備計画 

ホ 集落地区計画 集落地区整備計画 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

地区計画 届出について 

羽黒町・上内町地区計画 

（横手市羽黒町の一部 

および上内町の一部） 

地区計画に地区整備計画が定められていないた

め、都市計画法に基づく「地区計画の区域内にお

ける行為の届出」は不要です。 

※景観法に基づく届出は必要です。 

朝日が丘地区計画 

（横手市朝日が丘二丁目の一部） 

届出対象となる行為を行う場合は、都市計画法に

基づく「地区計画の区域内における行為の届出」

が必要です。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

６． 公共・公益的施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第６号、政令第 27条) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、公共・公益施設の整備について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

(1) 全般的基準 

① 「用途の配分が定められていること」とあるのは、公共施設、公益的施設及び建築物

等のように供される敷地が、本号の趣旨に沿って適切に配分されるような設計とな

っていることを指しています。開発者が自ら整備すべき旨を定めたものではありま

せん。 

② 開発者が自ら整備すべき公共施設は、法第 33 条第１項第２号から第４号に規定され

ており、それ以外の公共施設や公益的施設はそれぞれの施設の管理予定者と協議し

た上でその用地を確保しておけば足りることとなります。 

(2) 技術的細目 

令第 27 条は、主として住宅の建築の用に供する目的で行う 20ｈａ 以上の開発行為を

対象としています。 

① 「配置されていなければならない」とは、上記と同様に開発者自ら整備すべき旨を定

めたものではなく、用地を確保すべきであるという趣旨となります。 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

六 当該開発行為の目的に照らして、開発区域における利便の増進と開発区域及び

その周辺の地域における環境の保全とが図られるように公共施設、学校その他の

公益的施設及び開発区域内において予定される建築物の用途の配分が定められ

ていること。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第27条 主として住宅の建築の用に供する目的で行なう20ｈａ以上の開発行為に

あっては、当該開発行為の規模に応じ必要な教育施設、医療施設、交通施設、購買

施設その他の公益的施設が、それぞれの機能に応じ居住者の有効な利用が確保され

るような位置及び規模で配置されていなければならない。ただし、周辺の状況によ

り必要がないと認められるときは、この限りでない。 

(2) 公共・公益施設の整備 

事業者は、開発行為等を行う場合、開発区域及び区域外に新たに必要となり又は改

良移転を必要とすることとなる公共・公益施設については、施設管理者との協議を経

て、原則として自ら必要な用地を獲得し、自らの責任において整備するものとする。 
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② 「その他の公益的施設」としては、行政施設（交番・市町村の庁舎、出張所等）、集

会施設（集会所、公民館等）等が該当します。 

③ 後段のただし書は、誘致距離及び規模から考え既存のものが十分利用できる場合は

この限りではないとする緩和規定です。なお、既存の公共施設が利用できるか否かは、

市等公益的施設管理者と十分に協議する必要があります。 

公益施設の施設計画に際し必要となる各種基準、一般の住宅団地の住区構成と施設配

置の標準及び土地利用構成の標準を表５-18 に示すので参考として下さい。 

表５-18 住区構成と施設配置 

近隣区数   1 2 3 

戸 数 

人 口 

50～150 500～1,000 2,000～2,500 4,000～5,000 8,000～10,000 

200～600 2,000～4,000 7,000～10,000 
14,000 

～20,000 
28,000 

～40,000 

（隣保区） （分区） （近隣住区） （地区） 

教 育 施 設  幼稚園 小学校 中学校 高等学校 

福 祉 施 設  
保育所、託
児所 

  (社会福祉施設) 

保 健  診療所(巡回) 診療所(各科)  
病院(入院施設) 

保健所 

保 安 

 
警察派出所 

(巡回) 
巡査駐在所  警察署 

防火水槽 
(消火栓) 

 
消防(救急) 
派出所 

 消防署 

集 会 施 設 集会室 集会所  公民館 

文 化 施 設    図書館 

管 理 施 設  管理事務所 市役所出張所 

通 信 施 設  ﾎﾟｽﾄ、公衆電話 郵便局、電話交換所 

商 業 施 設  日用品店舗 専門店、スーパーマーケット 

サービス施設  共同浴場  新聞集配所 銀行 
映画館 
娯楽施設 
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７． 宅地の防災 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第７号) 

開発区域において地盤の沈下や崖崩れのおそれがある場合には、宅地の安全上、必要な

設計がなされていなければなりません。 

設計は、本項及び令第 28 条により行うものとし、具体的な基準の運用については「宅

地防災マニュアル」を参考として行うこととします。 

なお、本市においては、宅地造成工事規制区域、津波災害特別警戒区域の指定は行って

おりません。 

 

(1) 軟弱地盤に対する措置 

 

 

 

 

(政令第 28条第１号) 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

七 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、開発区域内の土

地について、地盤の改良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講

ぜられるように設計が定められていること。この場合において、開発区域内の土

地の全部又は一部が次の表の上欄に掲げる区域内の土地であるときは、当該土

地における同表の中欄に掲げる工事の計画が、同表の下欄に掲げる基準に適合

していること。 

宅地造成等規制法第３

条第１項の宅地造成工

事規制区域 

開発行為に関する工事 

宅地造成等規制法第９

条の規定に適合するも

のであること。 

津波防災地域づくりに

関する法律第 72 条第１

項の津波災害特別警戒

区域 

津波防災地域づくりに

関する法律第 73条第１

項に規定する特定開発

行為（同条第四項各号

に掲げる行為を除く。）

に関する工事 

津波防災地域づくりに

関する法律第 75 条に規

定する措置を同条の国

土交通省令で定める技

術的基準に従い講じる

ものであること。 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第28条 

一 地盤の沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないように、土の置換え、水抜

きその他の措置が講ぜられていること。 
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「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、軟弱地盤等について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発区域の地盤沈下はもとより、区域外にも及ぶことがある圧密による被害を防止す

るため、土の置換え、各種のドレーン工法による水抜き等の措置を講ずる必要があります。 

＜解説＞ 

① 軟弱地盤は、「宅地防災マニュアル」に準拠することとし、同マニュアルによれば、

軟弱地判定の目安は地表面下 10ｍまでの地盤に次のような土層の存在が認められる

場合としています。 

(ア)有機質土・高有機質土 

(イ)粘性土で、標準貫入試験で得られるＮ値が２以下あるいはスウェーデン式サウン

ディング試験において 100 ㎏以下の加重で自沈するもの 

(ウ)砂質土で、標準貫入試験で得られるＮ値が 10 以下あるいはスウェーデン式サウン

ディング試験において半回転数（Nsw）が 50 以下のもの 

なお、軟弱地盤の判定にあたって土質試験結果等が得られている場合には、その

データも参考にして下さい。 

② 軟弱地盤対策にあたっては、地盤条件、土地利用条件、施工条件、環境条件を踏まえ

て、沈下計算及び安定計算を行い、隣接地も含めた造成上の問題点を総合的に検討し

て下さい。その結果、盛土、構造物等に対する有害な影響がある場合は、対策工の検

討を行ってください。 

③ 軟弱地盤対策工の具体的な工法としては、表層処理工法、置換工法、押え盛土工法、

緩速載荷工法、載荷重工法、バーチカルドレーン工法、締固め工法、固結工法があり

ます。 

  

(7) 整地 

① 沼地等軟弱な地盤については、ボーリング等十分な地質調査を行い、造成後

地盤沈下又は隆起の生じないよう必要な措置を講じること。 

② 地下水等の影響で地盤のゆるみ又は滑りが生ずる恐れのある場合は、暗渠を

設置するなど地盤の安全上必要な措置を講じること。 
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(2) 崖上面の処理

(政令第 28条第２号) 

崖の上端に続く地盤面の処理については、雨水その他の地表水による崖面浸食や雨水

等の崖上端付近での浸透による崖面崩壊を防止するため、その崖の反対方向に水勾配を

とらなければなりません。物理的に崖の反対方向に勾配をとることが不可能な「特別な事

情」がある場合においても、崖方向に勾配をとり、崖の上端で地表水を１箇所に集め、竪

溝を設ける等の措置をとることによって地表水を崖下へ流下させるなど地表水による崖

面の浸食、崖地盤への浸透を防止する措置を講ずる必要があります。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目）

令第28条

二 開発行為によって崖が生じる場合においては、崖の上端に続く地盤面には、特

別の事情がない限り、その崖の反対方向に雨水その他の地表水が流れるように勾

配が付されていること。 

図５-10 図５-11 

＜通常の場合＞ ＜特別の事情のある場合＞ 

排水溝を設置する 

崖面を保護する 
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(3) 切土をする場合の措置

(政令第 28条第３号 

「滑りやすい土質の層がある」とは、切土することにより安息角が特に小さい場合等物

理的に不安定な土質が露出する場合、たとえば破層の直下にがけ面と類似した方向に傾

斜した粘土層があるなど地層の構成がすべりを誘発しやすい状態で残される場合が考え

られます。 

このような場合は、地すべり抑止杭やグラウンドアンカーを設置し、それらの横抵抗を

利用して滑り面の抵抗力を増加させたり、粘土層など滑りの原因となる層を砂層などの

良質土と置換えを行う等の安全措置を講じる必要があります。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目）

令第28条

三 切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があると

きは、その地盤に滑りが生じないように、地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカ

ーその他の土留（次号において「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置、土の置換

えその他の措置が講ぜられていること。 

のり枠等 テンドン

アンカー体

安定地盤 

図５-12 グラウンドアンカーの基本構造 
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(4) 盛土をする場合の措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 28条第４号、同第５号( 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、盛土について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 盛土の施工に先立ち、原地盤の草木の腐食による盛土の緩みや有害な沈下が生じな

いよう、樹木の伐開、除根及び除草を行って下さい。また、盛土と原地盤との間に浸

透水や湧水が生じる場合は、必要に応じてフィルター層や地下排水溝を設け、それら

を適切に処理して下さい。 

② 土の敷均しは盛土を均一に締め固めるために最も重要な作業であり、一層当たりの

敷均し厚さ（まき出し厚さ）は、概ね 30ｃｍ以下を標準とします。 

③ 盛土高さが５ｍを超えるときには、盛土高さ５ｍ毎に幅１～２ｍの小段を設けて下

さい。この場合、小段には、２～５％程度の排水勾配をつけて施工し、必要に応じて

排水溝を設置するなど法面の保護に配慮して下さい。 

④ 原地盤の勾配が 15°（約１：４）程度以上の場合には、原地盤が岩である場合を除

き、高さ 50ｃｍ、幅１ｍ 程度以上の段切りを行い、段切り面には排水のための勾配

をつけて下さい。 

⑤ 盛土を行う場合の盛土材料及び盛土高に対する標準のり面勾配の目安は表５-19 を

参考として下さい。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第28条 

四 盛土をする場合には、盛土に雨水その他の地表水又は地下水の浸透による緩

み、沈下、崩壊又は滑りが生じないように、おおむね30cm以下の厚さの層に分け

て土を盛り、かつ、その層の土を盛るごとに、これをローラーその他これに類す

る建設機械を用いて締め固めるとともに、必要に応じて地滑り抑止ぐい等の設置

その他の措置が講ぜられていること。 

五 著しく傾斜している土地において盛土をする場合には、盛土をする前の地盤と

盛土とが接する面が滑り面とならないように、段切りその他の措置が講ぜられて

いること。 

(7) 整地 

③ 傾斜地に盛土する場合は、段切り等、滑りを生じないよう必要な措置を講じる

こと。 
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表 5-19 盛土材料及び盛土高に対する標準のり面勾配 

盛土材料 盛土高（ｍ） 勾 配 摘 要 

粒度のよい砂(SW)礫及び

細粒分混じり礫(GM)(GC) 

(GW)(GP) 

５ｍ以下 1:1.5～1:1.8 基礎地盤の支持力が十分

にあり、浸水の影響のない

盛土に適用する。 

（ ）の統一分類は代表的

なものを参考にする。 

 

標準のり面勾配の範囲外

の場合は安定計算を行う。 

５～15ｍ 1:1.8～1:2.0 

粒度の悪い砂(SP) 10ｍ以下 1:1.8～1:2.0 

岩塊（ずりを含む） 
10ｍ以下 1:1.5～1:1.8 

10～20ｍ 1:1.8～1:2.0 

砂質土(SM)(SC)、硬い粘

質土、硬い粘土（洪積層の

硬い粘質土、粘土、関東ロ

ームなど） 

５ｍ以下 1:1.5～1:1.8 

５～10ｍ 1:1.8～1:2.0 

火山灰質粘性土(VH2) ５ｍ以下 1:1.8～1:2.0 

※盛土高さは、のり肩とのり尻の高低差をいう。 

 

図５-13 切土のり面の標準横断図 

1.0～2.0m 

35°～45° 

5m以下 

5m以下 

排水方向 

35°～45° 

図５-14 盛土の裏面の標準横断図 

1.0～2.0m 

30°以下 

30°以下 

5m以下 

5m以下 

排水方向 

図５-15 傾斜地盤上の段切りと排水処理 

段切り 

0.50m以上 

1.00m以上 

盛土 

排水方向 
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(5) のり面の保護 

 

 

 

 

 

 

(政令第 28条第６号( 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第28条 

六 開発行為によって生じた崖面は、崩壊しないように、国土交通省令で定める基

準により、擁壁の設置、石張り、芝張り、モルタルの吹付けその他の措置が講ぜ

られていること。 

（がけ面の保護） 

省第23条 切土をした土地の部分に生ずる高さが２ｍをこえるがけ、盛土をした土地

の部分に生ずる高さが１ｍをこえるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分

に生ずる高さが２ｍをこえるがけのがけ面は、擁壁でおおわなければならない。た

だし、切土をした土地の部分に生ずることとなるがけ又はがけの部分で、次の各号

の一に該当するもののがけ面については、この限りでない。 

一 土質が次の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中

欄の角度以下のもの。 

土  質 擁壁を要しない勾配の上限 擁壁を要する勾配の下限 

軟岩（風化の著しいも
のを除く。） 

６０度 ８０度 

風化の著しい岩 ４０度 ５０度 

砂利、真砂土、関東ロー
ム、硬質粘土その他こ
れらに類するもの 

３５度 ４５度 

二 土質が前号の表の上欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の

中欄の角度をこえ同表の下欄の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離

５ｍ以内の部分。この場合において、前号に該当するがけの部分により上下に分

離されたがけの部分があるときは、同号に該当するがけの部分は存在せず、その

上下のがけの部分は連続しているものとみなす。 

２ 前項の規定の適用については、小段等によって上下に分離されたがけがある場合

において、下層のがけ面の下端を含み、かつ、水平面に対し30度の角度をなす面の

上方に上層のがけ面の下端があるときは、その上下のがけを一体のものとみなす。 

３ 第一項の規定は、土質試験等に基づき地盤の安定計算をした結果がけの安全を保

つために擁壁の設置が必要でないことが確かめられた場合又は災害の防止上支障が 
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(省令第 23条( 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、擁壁及びがけ面について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

＜解説＞ 

① 擁壁の設置等の措置 

開発行為により「がけ」が生じた場合には、擁壁の設置等により保護を図らなけれ

ばなりません。 

「がけ」とは以下のように定められています。 

・「がけ」の定義（省令第 16 条第４項の表中「造成計画平面図」の欄） 

地表面が水平面に対し 30°を超える角度をなす土地で硬岩盤（風化の著しいもの

を除く）以外のもの 

・規定適用上の「がけ」の範囲（省令第 23 条第２項） 

小段によって上下に分離されたがけがある場合において、下層のがけ面の上端を

含み、かつ、水平面に対し 30°の角度をなす面の上方に上層のがけ面の下端があ

るときは、その上下のがけを一体のものとみなします。 

次のがけ面は擁壁で覆うようにして下さい。 

ア 切土をした土地の部分に生じる高さが２ｍを超える「がけ」 

イ 盛土をした土地の部分に生じる高さが１ｍを超える「がけ」 

ウ 切土と盛土と同時にした土地の部分に生じる高さが２ｍを超える「がけ」 

ただし、切土をした土地の部分に生じることとなるがけ又はがけの部分で表５-20

に該当するがけ面については、この限りではありません。 

 ないと認められる土地において擁壁の設置に代えて他の措置が講ぜられた場合に

は、適用しない。 

４ 開発行為によって生ずるがけのがけ面は、擁壁でおおう場合を除き、石張り、芝

張り、モルタルの吹付け等によって風化その他の侵食に対して保護しなければなら

ない。 

(8) 擁壁及びがけ面 

① 盛土又は切土により擁壁が必要になる場合は、できるだけその圧迫感を軽減

するため、高さを低く押え又は擁壁を蔦等で緑化すること。 

② 大規模ながけ面は、コンクリート、コンクリートブロック積み、張り芝、筋

芝等で覆うとともに、土圧や地滑り等に対して安全であるように設計が定め

られていること。またこれについては、特に美観上の配慮を行うこと。 
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表５-20「土地区分による擁壁を要しない場合」を図示すると図５-16 のようになりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省令第 23条第２項の一体のがけとみなされる場合を図示すると図５-17のとおりです。 

 

表５-20 土質区分による擁壁を要しない場合 

土 質 
(ア)がけの高さに関

係なく法面仕上
げでよい場合 

がけの高さに関係して法面仕上げでよい 

(イ)がけの高さ≦５ (ウ) がけの高さ＞５ 

(a) 軟岩（風化の著し
いものを除く） 

がけ勾配≦60° 

1：0.6 

60°＜がけ勾配
≦80° 

1：0.2 
がけの上端から５ｍ以

内のがけ面については

(イ)に該当する。 

５ｍを超えた部分につ

いては擁壁で覆わなけ

ればならない。 

(b) 風化の著しい岩 
がけ勾配≦40° 

1：1.2 

40°＜がけ勾配
≦50° 

1：0.8 

(c) 砂利、真砂土、硬
質粘土、関東ロー
ム。その他これに
類するもの 

がけ勾配≦35° 

1：1.5 

35°＜がけ勾配
≦45° 

1：1.0 

ア がけの高さに関係なく法面仕上げでよい場合 

(a)の土質 

60°以下(1:0.6) 

(b)の土質 

40°以下(1:1.2) 

(c)の土質 

35°以下(1:1.5) 

H < 5m 

イ がけの高さが５m以内で法面仕上げをする場合 

(a)の土質 

60°～80° 

(1:0.6)～(1:0.2) 

(b)の土質 

H < 5m 

40°～50° 

(1:1.2)～(1:0.8) 

(c)の土質 

H < 5m 

35°～45° 

(1:1.5)～(1:1.0) 

ウ がけの高さが５m以上で法面仕上げをする場合 

(a)の土質 

H = 5m 

60°～80° 

(1:0.6)～(1:0.2) 

(b)の土質 

H = 5m 

40°～50° 

 

(1:1.2)～(1:0.8) 

擁壁 

(c)の土質 

H = 5m 

擁壁 

35°～45° 

 

(1:1.5)～(1:1.0) 

図５-16 土質の区分による擁壁を要しない場合 
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② のり面保護工 

がけ面を擁壁で覆わない場合に必要となる法面保護工は、法面の勾配、土質、気象条

件、保護工の特性及び維持管理等について総合的に検討し、経済性・施工性に優れた工

法を選定するものとしますが、詳細は「宅地防災マニュアル」によって下さい。 

③ 従前の崖についての措置 

開発行為を行う土地の区域内又は隣接地にがけが存在し存置する場合は、予定建築

物の建築に際して秋田県建築基準条例第４条の適用を受けるので、開発行為の土地利

用計画にあたり予定建築物の位置及び擁壁の必要性等について検討する必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-17 一体のがけとみなされるがけ 

水平面 

水平面 

30° 

30° 

A 

B C 

D G E 

I 

H F 

ＡＢＣＤＥで囲まれる部分は一体のがけ

とみなされます。 

ＡＢＣＦＧＥで囲まれる部分は一体のが

けとみなされません。 

（ＡＢＣＨとＦＧＥＩとは別々のがけ） 

秋田県建築基準条例（がけ付近の建築物） 

第４条 高さ３ｍを超えるがけ(地表面が水平面に対し30度を超える角度をなす傾斜

地をいう。以下この項において同じ。)の上又は下に建築物を建築する場合であって、

当該建築物の位置が、がけの上にあってはがけの下端から、がけの下にあってはが

けの上端からの水平距離ががけの高さの２倍以内にあるときは、建築物の安全を確

保するために必要な擁壁を設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する場合は、この限りでない。 

一 がけの土質又は形状により建築物の安全上支障がないと認められるとき。 

二 がけの上に建築物を建築する場合であって、建築物の基礎ががけに影響を及ぼ

さないと認められるとき。 

三 がけの下に建築物を建築する場合であって、建築物の主要構造部(がけ崩れによ

る被害を受けるおそれのない部分を除く。)を鉄筋コンクリート造その他これと同

等の耐力を有する構造とすることにより、又はがけと建築物との間に流土止を設

けること等により建築物の安全上支障がないと認められるとき。 

２ 前項の擁壁については、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号。以下「令」と

いう。)第142条並びに宅地造成等規制法施行令(昭和37年政令第16号)第７条及び第

８条の規定によらなければならない。ただし、建築物の安全上支障がないと認めら

れる場合においては、この限りでない。 
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(6) 擁壁に関する技術的細目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(省令第 27条( 

1) 擁壁の種類 

設置する擁壁は材料、形状等により、練積み造、無筋コンクリート造、鉄筋コンクリ

ート造に分類されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（擁壁に関する技術的細目） 

省第27条 第23条第１項の規定により設置される擁壁については、次に定めるところ

によらなければならない。 

一 擁壁の構造は、構造計算、実験等によって次のイからニまでに該当することが

確かめられたものであること。 

イ 土圧、水圧及び自重（以下この号において「土圧等」という。）によって擁壁

が破壊されないこと。 

ロ 土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

ハ 土圧等によって擁壁の基礎がすべらないこと。 

ニ 土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

二 擁壁には、その裏面の排水をよくするため、水抜穴が設けられ、擁壁の裏面で

水抜穴の周辺その他必要な場所には、砂利等の透水層が設けられていること。た

だし、空積造その他擁壁の裏面の水が有効に排水できる構造のものにあっては、

この限りでない。 

２ 開発行為によって生ずるがけのがけ面を覆う擁壁で高さが２ｍを超えるものにつ

いては、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第142条（同令第７章の８の準

用に関する部分を除く。）の規定を準用する。 

 鉄筋コンクリート造

擁壁 

 半重力式

 もたれ式

 片持ばり式

 控え壁式

Ｌ型

逆Ｌ型

逆Ｔ型

 コンクリートブロック造

 間知石造等

 重力式

 もたれ式

 練積み造

 無筋コンクリート造
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2) 擁壁の選定 

擁壁の選定にあたっては、開発事業区域に係る法指定状況、設置個所の地形、地質地

下水等の自然条件、周辺の状況及び必要な擁壁の高さ等を十分に調査し、当該擁壁に求

められる安全性を確保できるものを選定して下さい。 

また、開発事業によって設置される擁壁のうち、道路等公共施設にかかる擁壁や公的

管理にかかる擁壁については、「宅地防災マニュアル」の他以下の基準についても参照

する必要があります。 

・秋田県土木部設計マニュアル（道路編） 

・国土交通省制定土木構造物標準設計 

・道路土工 擁壁・カルバート・仮設構造物工指針 

・建築基礎構造設計指針 

・その他関係する技術指針等 

3) 建築基準法施行令の準用 

高さが２ｍを超える擁壁には、建築基準法施行令の次の規定を準用して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法施行令（擁壁） 

第142条 第138条第１項に規定する工作物のうち同項第５号に掲げる擁壁（以下この

条において単に「擁壁」という。）に関する法第88条第１項において読み替えて準用

する法第20条第１項の政令で定める技術的基準は、次に掲げる基準に適合する構造

方法又はこれと同等以上に擁壁の破壊及び転倒を防止することができるものとして

国土交通大臣が定めた構造方法を用いることとする。 

一 鉄筋コンクリート造、石造その他これらに類する腐食しない材料を用いた構造

とすること。 

二 石造の擁壁にあっては、コンクリートを用いて裏込めし、石と石とを十分に結

合すること。 

三 擁壁の裏面の排水を良くするため、水抜穴を設け、かつ、擁壁の裏面の水抜穴

の周辺に砂利その他これに類するものを詰めること。 

四 次項において準用する規定（第７章の８（第136条の６を除く。）の規定を除く。）

に適合する構造方法を用いること。 

五 その用いる構造方法が、国土交通大臣が定める基準に従った構造計算によって

確かめられる安全性を有すること。 

２ 擁壁については、第36条の３、第37条、第38条、第39条第１項及び第２項、第51条

第１項、第62条、第71条第１項、第72条、第73条第１項、第74条、第75条、第79条、

第80条（第51条第１項、第62条、第71条第１項、第72条、第74条及び第75条の準用に

関する部分に限る。）、第80条の２並びに第7章の８（第136条の６を除く。）の規定を

準用する。 
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4) 鉄筋コンクリート造等擁壁の構造 

構造計算をする場合、都市計画法の省令にはその基準が定められていないため、宅地

造成等規制法施行令第７条第２項の規定を準用することとし、計算の詳細は「宅地防災

マニュアル」を参照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5) 鉄筋コンクリート造等擁壁の基礎形式 

擁壁の基礎は直接基礎とし、良質な支持層上に設けることを原則とします。軟弱地盤

上で必要地耐力が期待できない場合は、基礎地盤の安定処理や良質土による置換えを

行い、改良地盤を形成して直接基礎を設けるか杭基礎として下さい。（「宅地防災マニュ

アル」、「道路土工 擁壁工指針」参照） 

① 改良地盤上の直接基礎 

基礎地盤を改良する場合は、大きく以下の３つが考えられます。 

(a)表層に軟弱層があり、良好な支持層が比較的浅い位置（2～3ｍ以下程度）にある

場合で、軟弱層の全層を改良する場合 

(b)軟弱層が厚く、良好な支持層が深い位置にあり、軟弱層の厚さの一部を改良する

場合（荷重による地中の応力度が軟弱地盤の許容応力度以下となる深さまで軟

弱層を改良する場合） 

(c)軟弱層が厚く、良好な支持層が深い位置にあり、深層混合処理などにより良好な

支持層まで軟弱層の全層を改良する場合 

ここで、(a)及び(b)の場合についての検討方法を事項に示します。(c)については、

周辺の軟弱地盤も含めた地盤全体の変形等について「宅地防災マニュアル 軟弱地盤対

策」や「道路土工 軟弱地盤対策工指針」等を参考にして行う必要があります。 

（鉄筋コンクリート造の擁壁の構造） 

宅地造成規制法施行令 第７条 

２ 前項の構造計算は、次に定めるところによらなければならない。 

一 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコン

クリートの許容応力度を超えないことを確かめること。 

二 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの２/３以下であ

ることを確かめること。 

三 土圧等による擁壁の基礎の滑り出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵

抗力その他の抵抗力の２/３以下であることを確かめること。 

四 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を超えない

ことを確かめること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によっ

て基礎ぐいに生ずる応力が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確かめるこ

と。 
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改良地盤上の直接基礎の採用にあたっては、地盤改良の範囲や改良条件について検

討するとともに、置換え材料又は安定処理について十分な土質試験と施工管理を行う

必要があります。さらに、擁壁の施工に先だって、支持力の確認を行うことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 改良地盤の検討（道路土工 擁壁工指針） 

(a)改良深さ 

改良深さ(Ｚ)は改良地盤内での荷重分散に期待して荷重強度が許容支持力度以下

となる深さまで改良します。 

(b)改良幅 

改良幅(Ｗ)は底面に作用する荷重の分散角度を考慮して、荷重が及ぶ範囲以上の

幅（Ｂ+２z・tanθ）を確保します。 

(C)基礎底面の鉛直地盤反力 

基礎底面での鉛直地盤反力度(q1)は、下記式により求め有効載荷幅（Ｂ-２e）に均

等に分布するものとします。 

ｑ1＝ 
Ｖ

   Ｂ-２e   
 

(d)改良底面での鉛直地盤反力 

地中での鉛直地盤反力度(ｑ2)は、直線的な分散を仮定した下記の慣用計算法によ

って求めます。 

ｑ2＝ 
ｑ1

   １+２(ｚ/Ｂ-２e)・tanθ   
 +γ・ｚ 

ここに、 

z:擁壁底面からの深さ(ｍ)  Ｂ：擁壁底面幅(ｍ) 

θ：荷重の分散角（30～35°）Ｖ：擁壁底面に作用する鉛直荷重(kN)  

e：擁壁底面の中央から荷重の合力作用位置までの偏心距離(ｍ) 

γ：地盤の単位体積重量(kN/ｍ3) 

図５-18 安定処理 図５-19 置換え 
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(e)許容鉛直支持力度 

許容鉛直支持力度は「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」の「10.3.1 基礎底面

地盤許容鉛直支持力」に準じて求めます。 

 

③ 杭基礎 

杭基礎の検討は「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」に準じて行って下さい。 

基礎形式については、ボックスカルバートやその他土木構造物についても同様に検

討を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５-20 地盤反力と改良幅 
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(7) 地下水の排出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(政令第 28条第７号、省令第 22条第２項( 

地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生ずるおそれのある盛土の場合には、盛土内に

地下排除工を設置して地下水の上昇を防ぐことにより、盛土の安定を図るものとします。 

地下水排除工は、大規模造成地の規模や形状、土質、気象条件、盛土安定性の程度、地

下排除に伴う盛土地盤の沈下及び維持管理等について総合的に検討し、経済性・施工性に

すぐれた工法を選定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第28条 

七 切土又は盛土をする場合において、地下水により崖崩れ又は土砂の流出が生じ

るおそれがあるときは、開発区域内の地下水を有効かつ適切に排出することがで

きるように、国土交通省令で定める排水施設が設置されていること。 

（配水施設の管渠の勾配及び面積） 

省第22条 

２ 令第28条第７号の国土交通省令で定める排水施設は、その管渠の勾配及び断面積

が、切土又は盛土をした土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の

面積を用いて算定した計画地下水排水量を有効かつ適切に排出することができる

排水施設とする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

８． 災害危険区域等の除外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第８号、政令第 23条の２( 

主として自己の居住用又は自己の建築物等の建築のための開発行為を除き、開発区域

内に次の土地を含まないで下さい。ただし、開発区域及びその周辺の地域の状況等により

支障がないと認められるときは、この限りではありません。 

 

＜解説＞ 

① 災害危険区域（建築基準法第 39 条第１項） 

建築物の建築について禁止ないしは制限しようとする区域 

② 地すべり防止区域（地すべり等防止法第３条第１項） 

特定の開発行為が一定規模以上の法切り、掘削等が禁止されている区域 

③ 土砂災害特別警戒区域 

（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条第１項） 

開発行為そのものに該当する一定規模以上の法切り、掘削等が禁止されている区域 

④ 急傾斜地崩壊危険区域 

（急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項） 

開発行為そのものに該当する一定規模以上の法切り、掘削等が禁止されている区域 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

八 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若しくは

特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築又は建設の用に供する目的で

行う開発行為以外の開発行為にあっては、開発区域内に建築基準法第39条第１項

の災害危険区域、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の地す

べり防止区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成12年法律第57号）第九条第1項の土砂災害特別警戒区域その他政令で定め

る開発行為を行うのに適当でない区域内の土地を含まないこと。ただし、開発区

域及びその周辺の地域の状況等により支障がないと認められるときは、この限り

でない。 

（開発行為を行うのに適当でない区域） 

令第23条の２ 法第33条第１項第８号（法第35条の２第４項において準用する場合を

含む。）の政令で定める開発行為を行うのに適当でない区域は、急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域とする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

９． 樹木の保存・表土の保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第９号、政令第 23条の３、同第 28条の２、省令第 23条の２) 

 

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

九 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域

における環境を保全するため、開発行為の目的及び第２号イからニまでに掲げ

る事項を勘案して、開発区域における植物の生育の確保上必要な樹木の保存、表

土の保全その他の必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。 

（樹木の保存等の措置が講ぜられるように設計が定められなければならない開発行

為の規模） 

令第23条の３ 法第33条第１項第９号（法第35条の２第４項において準用する場合

を含む。）の政令で定める規模は、１ｈａとする。ただし、開発区域及びその周辺

の地域における環境を保全するため特に必要があると認められるときは、都道府

県は、条例で、区域を限り、0.3ｈａ以上１ｈａ未満の範囲内で、その規模を別に

定めることができる。 

（開発許可の基準を適用するについて必要な技術的細目） 

令第28条の２ 法第33条第２項に規定する技術的細目のうち、同条第１項第９号（法

第35条の２第４項において準用する場合を含む。）に関するものは、次に掲げるも

のとする。 

一 高さが10ｍ以上の健全な樹木又は国土交通省令で定める規模以上の健全な樹

木の集団については、その存する土地を公園又は緑地として配置する等により、

当該樹木又は樹木の集団の保存の措置が講ぜられていること。ただし、当該開発

行為の目的及び法第33条第１項第２号イからニまで（これらの規定を法第35条

の2第4項において準用する場合を含む。）に掲げる事項と当該樹木又は樹木の集

団の位置とを勘案してやむを得ないと認められる場合は、この限りでない。 

二 高さが１ｍを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その切土又は盛土をする土

地の面積が1,000㎡以上である場合には、当該切土又は盛土を行う部分（道路の

路面の部分その他の植栽の必要がないことが明らかな部分及び植物の生育が確

保される部分を除く。）について表土の復元、客土、土壌の改良等の措置が講ぜ

られていること。 

（樹木の集団の規模） 

省第23条の２ 令第28条の２第１号の国土交通省令で定める規模は、高さが５ｍで

かつ、面積が300㎡とする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

開発区域の面積が１ｈａ以上の開発行為にあっては、開発区域内の樹木の保存、表土の

保全等の措置が講ぜられていることが必要です。 

 

(1) 樹木の保存 

高さ 10ｍ以上の健全な樹木又は高さ５ｍ以上でかつ、300 ㎡以上の健全な樹木の集団

については、その存する土地を公園又は緑地として配置する等により、当該樹木又は樹木

の集団の保存の措置を講じなければなりません。 

①「樹木の集団」とは、一団の樹林地でおおむね 10 ㎡当たりの樹木が１本以上の割合で

存する場合を目途とします。 

②「健全な樹木」とは、次により判断します。 

a 枯れていないこと。 

b 病気（松食虫、落葉病等）がないこと。 

c 主要な枝が折れていない等樹容が優れていること。 

③「保存の措置」 

保存対象樹木又はその集団をそのまま存置しておくことを指しており、地区内 で

の移植又は植樹を指しているのではありません。係る措置を講じる場合、保存対象樹

木又はその集団の存する土地のうち、少なくとも枝張りの垂直投影面下については、

切土又は盛土を行わないことが必要です（図５-21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「保存の措置を行わないことができる場合」 

開発区域の規模、形態、周辺の状況、土地の地形、予定建築物の用途、敷地の規模、

配置等と樹木の位置を勘案して保存の措置を行わないことができます。 

保存対象樹木の保存措置を講じないことが「やむを得ない」と認められるのは、以下

のような場合となります。 

(a) 開発区域の全域にわたって保存対象樹木が存する場合 

公園、緑地等として土地利用計画上定められている上地の部分の樹木は、保存措

置を講じる必要がありますが、それ以外の対象樹木は、保存措置を講じなくても

盛土 

切土 

図５-21 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

差し支えありません。 

(b) 開発区域の全域ではないが、公園、緑地等の計画面積以上に保存対象樹木がある

場合 

原則的に樹木の濃い土地の部分を公園、緑地等として活用し、保存措置を講じま

す。それ以外の樹木については措置を講じなくても差し支えありません。 

(c) 南下がり斜面の宅地予定地に保存対象樹木がある場合 

南下がり斜面は、一般的に宅地としての利用がもっとも望ましい部分であり、公

園等として活用できる土地がほかにある場合、樹木の保存措置を講ずる公園等

として活用しなくても差し支えありません。 

(d) その他土地利用計画上やむを得ないと認められる場合 

 

(2) 表土の保全 

高さが１ｍを超える切土又は盛土が行われ、かつ、その土地の面積が 1,000 ㎡以上であ

る場合には、当該切土又は盛土を行う部分について表土の復元、客土、土壌の改良等の措

置を講じなければなりません。 

①「表土」とは、通常通常植物の生育に不可欠な有機物質を含む表層土壌のことをいい

ます。厚さは図５-22 のＡ層を中心とした土壌層を対象として考慮することが適当で

す。 

②「切土、盛土の面積」の算定については、開発区域内で１ｍ以上の切土又は盛土を行

う部分の面積の合計を用い、必ずしも一団の土地を指しているわけではありません。 

③ 表土の保全方法には（その他必要な措置を含む）以下のような方法があります。 

(a) 表土の復元 

開発区域内の表土を造成工事中まとめて保存し、粗造成が終了する段階で、必要

な部分に復元することをいい、厚さは20～40ｃｍ程度とします。 

(b) 客土 

開発区域外の土地の表土を採掘し、その表土を開発区域内の必要な部分におお

うことをいいます。 

(c) 土壌の改良 

土壌改良剤と肥料を与え、耕起することをいいます。 

上記(b)、(c)に掲げる措置は、表土の復元の事前措置であり、表土の復元の措置が講

じられない場合の代替措置として考えられるものです。  

表土の復元又は客土等の措置を講じてもなお植物の生育を確保することが困難であ

るような土質の場合には、その他の措置として次のような措置をあわせ講ずるものと

します。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

イ リッパーによる引掻き………… 土壌を膨軟にする。 

ロ 発破使用によるフカシ………… 土壌を膨軟にする。 

ハ 粘土均し………………………… 保水性の悪い土壌の改良 

表土の採取については、傾斜角度 20 度以上の急斜面等工法上困難な場合、採取対象

から除いて差し支えありません。 

盛土のみによる開発行為については、客土又は土壌の改良等による措置が、また、切

土のみによる開発行為については、土壌改良等の措置が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａo 層（有機物層）：地表に堆積した有機物の層で、土壌の有機物の母材となるもの

である。 

Ａ 層 （ 溶 脱 層 ）：下層のＢ層に比べて風化の程度が進んでおり、組織は膨軟であ

って有機質に富み、暗色ないし黒色を呈する。植物の根は主に

この部分から養分、水分を吸収し下層にはほとんど入ってゆ

かない。水の通過量が多いため土壌の溶解性、無機成分、粘土

等が溶脱される層である。 

Ｂ 層 （ 集 積 層 ）：Ａ層の下につづき、Ａ層から溶脱された可溶性成分、粘土等が

集積する部分である。 

Ｃ 層 （ 母 材 料 ）：岩石が風化していない最下層の部分である。 

  

図５-22 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１０． 緩衝帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第 10号、政令第 23条の４、同第 28条の３、省令第 23条の３) 

緩衝帯の設置により、騒音、振動等に係る環境障害を全て防止しようとする趣旨ではな

く、予定建築物等の騒音源、振動源等が開発行為の申請時点では必ずしも具体的に把握で

きないということから、開発行為の段階で騒音、振動等に対する公害対策のための余地を

残しておくのがこの基準のねらいであり、具体的な環境悪化に対する環境障害に関して

は、本来の公害規制法（騒音規制法、水質汚濁防止法等）による規律を期待するものとさ

れています。 

 

(1) 語句の定義及び留意事項 

①「緩衝帯」は公共用地でなく、工場等の敷地の一部であるから、許可後の用途変更等

が生じないようその区域を明らかにしておく必要があり、緩衝帯の境界に縁石又は境

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

十 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、開発区域及びその周辺の地域に

おける環境を保全するため、第２号イからニまでに掲げる事項を勘案して、騒音、

振動等による環境の悪化の防止上必要な緑地帯その他の緩衝帯が配置されるよ

うに設計が定められていること。 

（環境の悪化の防止上必要な緩衝帯が配置されるように設計が定められなければな

らない開発行為の規模） 

令第23条の４ 法第33条第1項第10号（法第35条の２第４項において準用する場合を

含む。）の政令で定める規模は、１ｈａとする。 

令第28条の３ 騒音、振動等による環境の悪化をもたらすおそれがある予定建築物等

の建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為にあっては、４ｍから12ｍまでの

範囲内で開発区域の規模に応じて国土交通省令で定める幅員以上の緑地帯その他

の緩衝帯が開発区域の境界にそってその内側に配置されていなければならない。た

だし、開発区域の土地が開発区域外にある公園、緑地、河川等に隣接する部分につ

いては、その規模に応じ、緩衝帯の幅員を減少し、又は緩衝帯を配置しないことが

できる。 

（緩衝帯の幅員） 

省第23条の３ 令第28条の３の国土交通省令で定める幅員は、開発行為の規模が、１

ｈａ以上1.5ｈａ未満の場合にあっては４ｍ、1.5ｈａ以上5ｈａ未満の場合にあっ

ては５ｍ、５ｈａ以上15ｈａ未満の場合にあっては10ｍ、15ｈａ以上25ｈａ未満の

場合にあっては15ｍ、25ｈａ以上の場合にあっては20ｍとする。 
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第５章 開発許可基準（技術基準） 

界杭を設置することが望まれます。 

②「騒音、振動等による環境悪化」には、煤煙、悪臭が含まれると考えられますが、日

照の悪化、ビル風の発生による環境の悪化は含まれません。 

③「騒音、振動等をもたらすおそれのある建築物等」とは、一般的に「工場」を指しま

す。これは、通常工場では動力を用い、物の加工、処理及び運搬を行うため、騒音等

を発生する蓋然性が高いものと考えられることによります。 

④「緩衝帯の幅員」は、以下のとおりとなります。 

開発行為の規模（ha） 緩衝帯の幅員（ｍ） 

1.0 以上 ～ 1.5 未満 4.0 以上 

1.5 以上 ～ 5.0 未満 5.0 以上 

 5.0 以上 ～ 15.0 未満 10.0 以上 

15.0 以上 ～ 25.0 未満 15.0 以上 

25.0 以上 20.0 以上 

⑤「緩衝帯幅員の緩和」（令第 28 条の３ただし書） 

開発区域の周辺に、公園、緑地、河川等緩衝効果を有するものが存する場合には、

緩衝帯の設置の条件が緩和されます。その他、緩衝効果を有するものとして、池沼、

海、植樹のされた大規模な街路、法面等が考えられます。これらについては、その幅

員の１／２を緩衝帯の幅員に参入することができます。 

 

(2) 他法令との調整を要する事項 

＜工場立地法による環境施設＞ 

開発行為の目的が工場用地とするものである場合には、工場立地法第４条第１項第１

号の「環境施設」は、原則として法に規定する「緑地帯その他の緩衝帯」にあたります。

また、工場立地法に基づく「工場立地に関する準則」との調整に際しては、おおむね省令

で定める上記幅員以上の緑地帯その他の緩衝帯が開発区域の内側に沿って設置配置され

ていればよいことになります。その構造については、開発行為の段階では騒音源、振動源

等を先行的に把握することができないため、開発区域内にその用地を確保していれば足

ります。 

工場立地法（第４条第１項第１号）による環境施設（緑地及びこれに類する施設で工場

又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものとして省令で定めるもの）は、

以下のとおりです。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

[緑地]（省令第３条） 

一 樹木が生育する 10 ㎡を超える区画された土地であって、次の基準の一に適合する

もの及び樹冠＊の面積の大きさからみてこれと同等であると認められるもの 

イ 10 ㎡当たり高木が１本以上あるもの 

ロ 20 ㎡当たり高木が１本以上及び低木が 20 本以上あるもの 

 

 

 

二 低木又はその他の地被植物（除草等されているものに限る）で表面がおおわれ

ている 10 ㎡を超える土地 

[緑地以外の環境施設]（省令第４号） 

一 次の各号に掲げる施設であって工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に

寄与するように管理がなされるもの 

イ 噴水、水流、池その他の修景施設 

ロ 屋外運動場 

ハ 広場 

二 屋内運動場 

ホ 教養文化施設 

へ 雨水浸透施設 

ト 太陽光発電施設 

チ イからトに掲げる施設のほか、工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保

持に寄与することが特に認められるもの。 

二 太陽光発電施設のうち建築物等施設の屋上その他の屋外に設置されるもの（緑

地又は前号に規定する土地と重複するものを除く。） 

[環境施設の配置]（工場施設の立地に関する準則第４条） 

環境施設の設置は、製造業等に係る工場又は事業場（以下「工場等」という。）の環

境施設のうちその面積の敷地面積に対する割合が 15／100 以上になるものを当該工場

等の敷地の周辺部に、当該工場等の土地の利用状況等を勘案してその地域の生活環境

の保持に最も寄与するように行うものとします。 

[森林法による残置森林] 

森林法第 10 条の２の規定に基づく林地開発許可に当たっては、例えば住宅団地の場

合には、残置森林等を 20％以上確保するとともに、開発される森林の面積が 20ｈａ以

上の場合には、当該森林の周辺部に幅 30ｍ以上の森林帯を残置又は造成すること等を

求めることとして運用されています（平成 14 年５月８日付け 14 林整治第 25 号林野庁

高木：成木に達したときの樹高が４ｍ以上の樹木 

低木：高木以外 

＊樹冠とは樹木の梢頭を構成している一段の枝葉をいいます。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

長官通知「開発行為の許可基準の運用規則について」等参照）。 

なお、詳細については「林地開発許可申請の手引」（平成 28 年３月改正 秋田県農林

水産部）を参照して下さい。 

 

１１． 輸送施設 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第 11号、政令第 24条) 

40ｈａ以上の開発行為にあっては道路、鉄道による輸送の便を考慮し、特に必要がある

と認められる場合には鉄道施設の用に供する土地を確保するなどの措置を講ずることが

必要となります。 

 

 

  

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

十一 政令で定める規模以上の開発行為にあっては、当該開発行為が道路、鉄道等

による輸送の便等からみて支障がないと認められること。 

（輸送の便等からみて支障がないと認められなければならない開発行為の規模） 

令第24条 法第33条第１項第11号（法第35条の２第４項において準用する場合を含

む。）の政令で定める規模は、40ｈａとする。 



 

５-156 

 

－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１２． 申請者の資力・信用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第 12号、政令第 24条の２) 

非自己用の開発行為又は１ｈａ 以上で自己の業務用に供する目的で行う開発行為にあ

っては、申請者に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用がなければなりません。

その判断は、開発行為の規模に応じて必要とされる程度が異なりますが、資金調達能力や

過去の事業実績等を勘案して行います。 

申請者の資力及び信用の審査には、施行規則第 15 条第４号で定められている資金計画

書（資金証明書添付）のほか、横手市開発行為等の規制に関する規則第２条第３号で定め

る下記書類の提出も必要となります。 

① 法人の登記簿謄本（個人の場合は住民表の写し） 

② 事業経歴書 

③ 納税証明書（最近２箇年における国税、県税及び市税に係るもの） 

 

  

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

十二 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発

行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するもの

の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（当該開発行為の中断によ

り当該開発区域及びその周辺の地域に出水、崖崩れ、土砂の流出等による被害が

生じるおそれがあることを考慮して政令で定める規模以上のものを除く。）以外

の開発行為にあっては、申請者に当該開発行為を行うために必要な資力及び信用

があること。 

（申請者に自己の開発行為を行うために必要な資力及び信用がなければならない開

発行為の規模） 

令第24条の２ 法第33条第１項第12号（法第35条の２第４項において準用する場合を

含む。）の政令で定める規模は、１ｈａとする。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１３． 工事施行者の能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第 13号、政令第 24条の３) 

非自己用の開発行為又は１ｈａ 以上で自己の業務用に供する目的で行う開発行為にあ

っては、工事施行者に当該開発行為を行うために必要な能力がなければなりません。その

判断は、当該工事の難易度、過去の工事実績等を勘案して行います。 

工事施行者の能力の審査は、横手市開発行為等の規制に関する規則第２条第４号で定

める下記書類の提出も必要となります。 

① 法人登記簿謄本 

② 事業経歴書 

③ 建設業の許可証明書 

 

 

  

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

十三 主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発

行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するもの

の建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（当該開発行為の中断によ

り当該開発区域及びその周辺の地域に出水、崖崩れ、土砂の流出等による被害が

生じるおそれがあることを考慮して政令で定める規模以上のものを除く。）以外

の開発行為にあっては、工事施行者に当該開発行為に関する工事を完成するため

に必要な能力があること。 

（工事施行者に自己の開発行為に関する工事を完成させるために必要な能力がなけ

ればならない開発行為の規模） 

令第24条の３ 法第33条第１項第13号（法第35条の２第４項において準用する場合を

含む。）の政令で定める規模は、１ｈａとする。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１４． 関係権利者の同意 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第１項第 14号) 

＜解説＞ 

①「妨げとなる権利を有する者」とは、土地及び建築物や工作物について権利を有して

いる者をいいます。 

土地については、所有権、永小作権、地上権、賃借権、質権、抵当権、先取特権等を

有する者のほか、土地が保全処分の対象となっている場合には、保全処分をした者も

含まれます。 

建築物その他の工作物については、所有権、賃借権、質権、抵当権、先取特権を有す

る者のほか、土地改良施設がある場合はその管理者が含まれます。 

②「相当数の同意を得ていること」に該当する場合とは、開発行為をしようとする土地

及び開発行為に関する行為をしようとするそれぞれの土地について、概ね、 

ア 同号に規定する権利を有するすべての者の２/３以上並びにこれらの者のうち

の所有権を有するすべてのもの及び借地権を有するすべての者のそれぞれ２/３

以上の同意を得ており、かつ、 

イ これらの者のうち所有権を有するすべての者及び借地権を有するすべての者

のそれぞれの２/３以上の同意を得ている場合であって、さらに、 

ウ 同意した者が所有する土地の地積と、同意した者が有する借地権の目的とな

っている土地の地積の合計が、土地の総地積と借地権の目的となっている土地

の総地積との合計の２/３以上である場合となります。 

なお、土地所有者等の同意が得られないまま開発許可を得た土地については、当該

開発者は開発行為の許可を受けたからといって、当該土地について何らの私法上の

権限を取得するものではないから、当該土地について権利者の同意を得なければ工

事を行うことはできません。 

（開発許可制度の解説 第三次改正版） 

  

（開発許可の基準） 

法第33条第１項 

十四 当該開発行為をしようとする土地若しくは当該開発行為に関する工事をしよ

うとする土地の区域内の土地又はこれらの土地にある建築物その他の工作物につ

き当該開発行為の施行又は当該開発行為に関する工事の実施の妨げとなる権利を

有する者の相当数の同意を得ていること。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１５． 敷地面積の最低限度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第４項、政令第 29条の３) 

本市では、「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」において、敷地の最低面積を

200 ㎡以上とするよう定めています。 

 

１６． 景観計画区域内における開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第５項、政令第 29条の４) 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、景観形成、保全等に関しては以下のように定めています。 

 

 

（開発許可の基準） 

法第33条 

４ 地方公共団体は、良好な住居等の環境の形成又は保持のため必要と認める場合に

おいては、政令で定める基準に従い、条例で、区域、目的又は予定される建築物の

用途を限り、開発区域内において予定される建築物の敷地面積の最低限度に関する

制限を定めることができる。 

（条例で建築物の敷地面積の最低限度に関する基準を定める場合の基準） 

令第29条の３ 法第33条第４項（法第35条の２第４項において準用する場合を含む。）

の政令で定める基準は、建築物の敷地面積の最低限度が200㎡（市街地の周辺その他

の良好な自然的環境を形成している地域においては、300㎡）を超えないこととする。 

（開発許可の基準） 

法第33条 

５ 景観行政団体（景観法第七条第一項に規定する景観行政団体をいう。）は、良好な

景観の形成を図るため必要と認める場合においては、同法第８条第２項第１号の景

観計画区域内において、政令で定める基準に従い、同条第１項の景観計画に定めら

れた開発行為についての制限の内容を、条例で、開発許可の基準として定めること

ができる。 

（景観計画に定められた開発行為についての制限の内容を条例で開発許可の基準とし

て定める場合の基準） 

令第29条の４ 法第33条第５項（法第35条の２第４項において準用する場合を含む。）

の政令で定める基準は、次に掲げるものとする。 

一～四号及び第２項（略） 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、平成 21 年に「景観法」に基づく景観行政団体となり、平成 24 年 9 月に「横

手市景観計画」及び「横手市景観条例」を制定しています。 

景観計画の対象となる景観計画区域は横手市全域としており、開発行為を含め条例に

基づく届出制度の対象となりますので「横手市景観計画に基づく行為届出の手引き」も参

照して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 分譲住宅等の基準 

② 事業者又は建築主は、建売分譲にあっては、隣棟相互の関係を考慮した家並の

景観形成へ配慮すること。 

③ 事業者又は建築主は、建売分譲に当たっては原則として道路境界部に植栽を

連坦させ、又は生垣とするなど、緑の多い家並み形成への配慮をしなければな

らない。 

④ 事業者又は建築主は、建売分譲に当たってブロック塀を設置する場合は、蔦等

で修景緑化する等、美観上の配慮を行うこと。 

（16）自然環境の保全 

事業者は、開発事業等の計画に当たっては、立木の伐採、自然の地形変更を最

小限にとどめ、環境の保全及び緑地の確保、修景に努めるものとする。 

（18）うるおいのある景観の担保 

5,000 ㎡以上で宅地分譲を行う開発行為(1,000 ㎡以上の開発行為が連坦し

5,000 ㎡になる場合を含む）については、都市計画法に基づく地区計画、建築基

準法に基づく建築協定、横手市景観計画及び横手市景観条例の規定によるうるお

いのある景観の担保方策を積極的に導入するよう努めることとする。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１７． 公有水面埋立法による埋立地における開発行為 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(法第 33条第７項) 

公有水面埋立法の基準との重複を避ける意味で設けられた規定です。 

公有水面埋立法による埋立免許に際しては、その埋立の目的に照らして、埋立地の利便

の増進と環境の保全が図られるように法第 33 条第１項（第４項及び５項が条例で定めら

れている時は、当該条例で定める事項）と同じ事項について所要の措置が講ぜられること

とされており、これを開発許可の基準とすることが手続上合理的であるとしています。 

 

１８． 市街地再開発促進地域内における開発行為 

 

 

 

 

 

(法第 33条第８項) 

都市再開発法第７条第１項に規定されている市街地再開発促進地域内における開発許

可に関する基準の特例についての規定です。市街地再開発促進地域内の開発行為は通常

は市街地再開発事業として行われるものと考えられますが、これ以外の開発行為が行わ

れるときは、規模の大小に関わらず、市街地再開発促進区域に関する都市計画（公共施設

の配置、単位整備区等）等に適合して行われるものでなければならないことから設けられ

たものです（都市再開発法第７条の８参照）。 

 

 

 

（開発許可の基準） 

法第33条 

７ 公有水面埋立法第22条第２項の告示があった埋立地において行う開発行為つい

ては、当該埋立地に関する同法第２条第１項の免許の条件において第１項各号に

規定する事項（第４項及び第５項の条例が定められているときは、当該条例で定め

る事項を含む。）に関する定めがあるときは、その定めをもって開発許可の基準と

し、第１項各号に規定する基準（第４項及び第５項の条例が定められているとき

は、当該条例で定める制限を含む。）は、当該条件に抵触しない限度において適用

する。 

（開発許可の基準） 

法第33条 

８ 居住調整地域又は市街地再開発促進区域内における開発許可に関する基準につ

いては、第1項に定めるもののほか、別に法律で定める。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

１９． 生活関連施設の整備等 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」第７条の規定による開発行為等技術基

準では、生活関連施設等について以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(15) ごみ集積所 

① 事業者は、開発区域内の建物配置及び道路の形状等を勘案し、ごみ収集車が容

易に収集できる道路に面した場所に、関係機関の同意を得たうえで、一団地に

１ヶ所(一団地が 20 戸以上の場合は、概ね 20 戸毎に１ヶ所)のごみ集積所(施

設を含む)を設置するものとする。 

②  集積所は、衛生的に保管され収集の容易にできる共同の施設で、特に景観に

配慮した構造とする。 

③ 開発行為の位置又は規模により市長が収集困難と判断した場合は、事業者の

負担において処理するものとする。 

(14) 電柱、防犯灯の設置 

① 開発区域内に設置する電柱は、原則として道路内に設置しないようにするこ

と。 

② 開発区域内には、協議のうえ、防犯灯を設置すること。 

③ 設置費及び維持管理費については、事業者において負担するものとする。 

(13) 駐車場 

① 事務所、店舗又は共同住宅等で駐車需要が高いと認められるものについては、

協議のうえ、必要台数分の駐車場を確保すること。 

② 屋外に設置する駐車場にあっては、美観を考慮した適切な植栽を行うこと。 
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－ 技術基準編 － 

第５章 開発許可基準（技術基準） 

２０． その他の基準 

(1) 文化財の保護 

埋蔵文化財包蔵地（いわゆる遺跡）で建築物の建設などを行う場合は、届出が必要とな

ります。遺跡周辺で開発を行う予定の者は、市内遺跡地図を確認し、もし開発予定地が遺

跡内にあった場合、届出が必要となります。 

「横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱」において、事業者は、開発事業の施行に

際し、事前に調査するとともに、埋蔵文化財が出土したときは、直ちに工事を中止して、

市教育委員会に届出て文化財保護法の規定に基づく指示にしたがわなければならない。

と定めています。 

よって、開発予定地が遺跡内にあった場合は、文化財保護課まで連絡して下さい。 

 

(2) バリアフリー（高齢者および障害者に対する配慮） 

面積が 10,000 ㎡以上の開発行為において設置する道路、公園等は特定生活関連施設に

該当するため、「秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例」施行規則第９条の規定に

より当該特定生活関連施設の工事に着手する 30 日前までに市長と協議が必要となります。  
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第６章 資料編（規則、様式等） 

１． 規則 

(1) 横手市開発行為等の規制に関する規則 

平成 19 年 2 月 22 日 

規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。以下「法」という。）第３章

第１節の施行について、都市計画法施行令（昭和 44 年政令第 158 号）及び都市計画法施

行規則（昭和 44 年建設省令第 49 号。以下「省令」という。）に定めるもののほか必要

な事項を定めるものとする。 

（開発許可申請書の添付図書） 

第２条 法第 30 条第１項の規定により市長に提出する申請書には、法及び省令に規定す

るもののほか、次に掲げる図書（主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に

供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用

に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う１ヘクタール未満の開発行為

にあっては、第３号及び第４号に掲げるものを除く。）を添付しなければならない。 

(1) 開発区域の土地の登記簿謄本 

(2) 造成計画面積求積図（縮尺 1,000 分の１以上） 

(3) 申請者の法人登記簿謄本（個人にあっては、住民票の写し。以下同じ。）、事業

経歴書及び納税証明書（最近 2 年における国税、県税及び市税に係るもの） 

(4) 工事施行者の法人登記簿謄本、事業経歴書及び建設業の許可証明書 

(5) その他市長が必要と認める図書 

（開発行為変更許可申請書の添付図書） 

第３条 法第 35 条の２第２項の規定により市長に提出する申請書には、省令に規定する

もののほか、前条に規定する図書のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるも

のを添付しなければならない。 

（開発許可の表示） 

第４条 開発許可を受けた者は、当該開発行為に係る工事の期間中、工事現場の見やすい

場所に標札を掲示しなければならない。 

（工事完了公告前の建築等の承認申請） 

第５条 法第 37 条第１号の規定による承認を受けようとする者は、工事完了公告前建築

等承認申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。 

(1) 建築物又は特定工作物の配置図及び平面図（縮尺 500 分の１以上） 

(2) 土地の利用に関する権利を有することを証する書類 
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(3) 開発許可を受けた者の同意書 

(4) その他市長が必要と認める図書 

（建築制限の緩和の許可申請） 

第６条 法第 41 条第２項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、建築制限緩

和許可申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。 

(1) 建築物概要書 

(2) 位置図（縮尺 2,500 分の１以上） 

(3) 建築物平面図（縮尺 500 分の１以上） 

(4) 建築物立面図（縮尺 200 分の１以上） 

(5) 建築物断面図（縮尺 200 分の１以上） 

（予定建築物等以外の建築等の許可申請） 

第７条 法第 42 条第１項ただし書の規定による許可を受けようとする者は、予定建築物

等以外の建築等許可申請書に次の各号に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければ

ならない。 

(1) 建築物又は特定工作物の配置図及び平面図（縮尺 500 分の１以上） 

(2) 土地の利用に関する権利を有することを証する書類 

(3) その他市長が必要と認める図書 

（地位の承継の承認申請） 

第８条 法第 45 条の規定による承認を受けようとする者は、地位承継承認申請書に同条

に規定する権利又は権原を取得したことを証する書面を添付して、市長に申請しなけれ

ばならない。 

（書類の様式） 

第９条 次の表の左欄に掲げる法、省令及びこの規則の規定による同表中欄に掲げる書類

は、それぞれ同表右欄に掲げる様式によるものとする。 

左 欄 中 欄 右 欄 

法第 30 条第２項 公共施設管理者の同意書 様式第１号 

法第 30 条第２項 公共施設管理予定者との協議の経過書 様式第２号 

法第 35 条の２第２項 開発行為変更許可申請書 様式第３号 

法第 35 条の２第２項 開発行為変更届出書 様式第４号 

法第 81 条第４項 都市計画法による命令の公示 様式第５号 

省令第 16 条第２項 設計説明書 様式第６号 
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省令第 17 条第１項第３号 関係権利者の同意書 様式第７号 

省令第 36 条第１項 開発登録簿(調書) 様式第８号 

第４条 標札 様式第９号 

第５条 工事完了公告前建築等承認申請書 様式第 10 号 

第６条 建築制限緩和許可申請書 様式第 11 号 

第６条第１号 建築物概要書 様式第 12 号 

第７条 予定建築物等以外の建築等許可申請書 様式第 13 号 

第８条 地位承継承認申請書 様式第 14 号 

附 則 

この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。 
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(2) 横手市開発登録簿閲覧規則 

平成 19 年２月 22 日 

規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法施行規則（昭和 44 年建設省令第 49 号）第 38 条第２項の

規定に基づき、開発登録簿（以下「登録簿」という。）の閲覧及びその写しの交付に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（閲覧場所） 

第２条 登録簿の閲覧場所は、建設部都市計画課とする。 

（閲覧時間等） 

第３条 登録簿の閲覧時間は、横手市の執務時間に関する規則（平成 17 年横手市規則第１

号）に規定する執務時間とする。 

２ 登録簿の整理その他必要がある場合は、臨時に休日を設け、又は閲覧時間を変更する

ことができる。 

（閲覧手続） 

第４条 登録簿を閲覧しようとする者は、開発登録簿閲覧申請書（様式第１号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 登録簿の閲覧は、無料とする。 

（遵守事項） 

第５条 登録簿を閲覧する者は、職員の指示に従うとともに、次に掲げる事項を守らなけ

ればならない。 

(1) 登録簿を閲覧所の外に持ち出さないこと。 

(2) 登録簿を破損し、若しくは汚損し、又はこれに加筆等の行為をしないこと。 

（閲覧の禁止等） 

第６条 市長は、この規則に違反し、又は職員の指示に従わない者については、登録簿の

閲覧を停止させ、又は禁止することができる。 

（登録簿の写しの交付申請） 

第７条 登録簿の写しの交付を受けようとする者は、開発登録簿の写し交付申請書（様式

第２号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請者は、別に定める額の手数料を納付しなければならない。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。様式第１号(第４条関係) 
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２． 申請書等の様式 

(1) 国土交通省令様式 

（６－172～181） 

① 開発行為許可申請書（法第 29 条第１項） 別記様式第二（第 16 条関係） 

② 開発行為許可申請書（法第 29 条第２項） 別記様式第二の二（第 16 条関係） 

③ 資金計画書 別記様式第三（第 16 条関係） 

④ 工事完了届出書 別記様式第四（第 29 条関係） 

⑤ 公共施設工事完了届出書 別記様式第五（第 29 条関係） 

⑥ 開発行為に関する工事の検査済証 別記様式第六（第 30 条関係） 

⑦ 公共施設に関する工事の検査済証 別記様式第七（第 30 条関係） 

⑧ 開発行為に関する工事の廃止の届出書 別記様式第八（第 32 条関係） 

⑨ 
建築物の新築、改築もしくは用途の変更又は第

一種特定工作物の新設許可申請書 
別記様式第九（第 34 条関係） 

 

(2) 市規則様式 

（６－182～196） 

① 公共施設管理者の同意書 様式第１号（第９条関係） 

② 公共施設管理予定者との協議の経過書 様式第２号（第９条関係） 

③ 開発行為の変更の許可について（申請） 様式第３号（第９条関係） 

④ 開発行為の変更について（届出） 様式第４号（第９条関係） 

⑤ 都市計画法による命令の公示 様式第５号（第９条関係） 

⑥ 設計説明書 様式第６号（第９条関係） 

⑦ 関係権利者の同意書 様式第７号（第９条関係） 

⑧ 開発登録簿（調書） 様式第８号（第９条関係） 

⑨ 開発許可標 様式第９号（第４、９条関係） 

⑩ 工事完了公告前の建築等の承認について（申請） 様式第 10 号（第５、９条関係） 

⑪ 建築制限の緩和について（申請） 様式第 11 号（第６、９条関係） 

⑫ 建築物概要書 様式第 12 号（第６、９条関係） 

⑬ 
予定建築物等以外の建築（建設、用途変更）

の許可について（申請） 
様式第 13 号（第７、９条関係） 

⑭ 地位承継の承認について（申請） 様式第 14 号（第８、９条関係） 
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(3) その他様式 

（６－197～202） 

① 都市計画法第 32 条の規定に基づく同意願出書 その他様式第１号 

② 
都市計画法第 34 条の２第２項の規定に基づく

同意願出書 
その他様式第２号 

③ 
都市計画法第 32 条の規定に基づく同意申請書 

（法定外公共物） 
その他様式第３号 

④ 
開発行為について（協議） 

都市計画法第 34 条の２第１項 
その他様式第４号 

⑤ 
開発行為の変更について（協議） 

都市計画法第 35 条の２第４項 
その他様式第５号 

※横手市うるおいのあるまちづくり推進要綱、景観法に基づく届出制度に関する各種

様式、水道施設開発行為様式、開発登録簿の閲覧・写しの交付申請様式等については、

市のホームページをご確認のうえ、必要な書類をダウンロードして下さい。 

※次項に開発行為に関する各種様式の見本を示しますが、実際の使用にあたっては市

ホームページより必要な書類をダウンロードして下さい。 
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(1) 国土交通省令様式 
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(2) 市規則様式 
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(3) その他様式 
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３． 要綱、条例等 

(1) うるおいのあるまちづくり推進要綱／横手市開発行為等技術基準（抜粋） 

 平成 25 年２月 22 日 

告示第 21 号 

要綱第７条の規定による基準は、次に掲げる事項とする。 

(1) 都市計画等との整合 

開発区域内及びその周辺の区域に道路、公園、上・下水道その他の都市施設及び地

域地区等に関する都市計画、開発指導基本計画、横手市景観計画その他環境及び美観

に関する計画等が定められている場合は、当該開発行為をこれに適合させるものとす

る。ただし、「開発指導基本計画」との整合にあってはその利用用途及び周囲の環境等

に応じ変更できるものとする。 

(2) 公共・公益施設の整備 

事業者は、開発行為等を行う場合、開発区域及び区域外に新たに必要となり又は改

良移転を必要とすることとなる公共・公益施設については、施設管理者との協議を経

て、原則として自ら必要な用地を獲得し、自らの責任において整備するものとする。 

(3) 道路 

① 道路幅員は、別表第１に定める事項によること。 

② 開発区域内の主要な道路は、区域外の６ｍ以上の道路に接続していること。 

③ 交差点の隅切は、底辺で５ｍ以上とすること。 

④ 道路は、雨水等を有効に排除するため、路面に1.5％～2.0％の間で横断勾配をつけ

ること。 

⑤ 道路の縦断勾配は、６％以下とすること。ただし、地形等によりやむを得ないと認

められるときは、小区間に限り９％以下とすることができる。 

⑥ 歩道と車道は縁石等により分離すること。なお、歩道は、歩行者の安全が確保され

るように定められているとともに、特に歩行者の安全を図る必要があるときは、歩行

者専用道路をつくること。 

⑦ 道路は、舗装するものとし、路盤工は別途協議うえ実施するものとする。 

⑧ 側溝の構造は、幅30ｃｍ以上の蓋掛り付きの既製コンクリート側溝を使用するこ

とを原則とする。ただし、農業用水路の保護に必要な場合、又は地形等の条件により

やむを得ないと認めたときは修正のうえ施工することができる。 

⑨ 道路の雨水等を有効に排出するため、区域外であっても側溝、排水路等を設け、流

出可能な河川水路等に接続すること。 
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(4) 公園・緑地・広場 

① 公園・緑地・広場（以下「公園等」という。）の面積は、別表第2に定める事項によ

ること。ただし、勾配が16 度以上の法面は面積に算入しない。 

② 非自己用の場合にあっては、設置する公園等の位置は、利用目的及び周辺の状況等

を考慮して、開発区域内外の利用者が利用しやすい位置に設置すること。ただし、付

近にこれと同等規模の公園がある場合はこの限りではない。 

③ 非自己用の場合にあっては、公園等はできるだけ平坦で正方形又は長方形とし、公

園等と民有地との境界は外柵等を設けて明確にすることと、１ヶ所の面積が1,000㎡

以上の公園等には２ヶ所以上の出入口を設け、道路の交差点から５ｍ以上離して設

置すること。 

④ 非自己用の場合にあっては、１ヶ所の面積が1,000㎡以上の公園等内の施設につい

て近隣住民が最低限その利便に供することのできる遊戯施設を設置すること。 

⑤ 角地又はアイストップ地については、できるだけ植栽を行い美観上の修景に配慮

すること。その他の部分においてもできるだけ多くの植栽を行うこと。 

(5) 街区設定の基準 

① 街区は、その予定建築物の用途、規模等を考慮して定めるが、街区の長辺は120～

140ｍ、短辺50ｍ前後とする。 

② 街区割りにおいては、公園及び公共施設などの配置をアイストップとして活用す

る配慮をするとともに、眺望やアイストップを利用して、区域内の方向感覚を明確に

すること。 

(6) 分譲住宅等の基準 

① 事業者は、開発区域内における良好な居住環境の確保を図るため、１区画の面積を

最低200㎡以上とすること。 

② 事業者又は建築主は、建売分譲にあっては、隣棟相互の関係を考慮した家並の景観

形成へ配慮すること。 

③ 事業者又は建築主は、建売分譲に当たっては原則として道路境界部に植栽を連坦

させ、又は生垣とするなど、緑の多い家並み形成への配慮をしなければならない。 

④ 事業者又は建築主は、建売分譲に当たってブロック塀を設置する場合は、蔦等で修

景緑化する等、美観上の配慮を行うこと。 

(7) 整地 

① 沼地等軟弱な地盤については、ボーリング等十分な地質調査を行い、造成後地盤沈

下又は隆起の生じないよう必要な措置を講じること。 

② 地下水等の影響で地盤のゆるみ又は滑りが生ずる恐れのある場合は、暗渠を設置

するなど地盤の安全上必要な措置を講じること。 

③ 傾斜地に盛土する場合は、段切り等、滑りを生じないよう必要な措置を講じること。 



 

６-205 

 

 

第６章 資料編 

(8) 擁壁及びがけ面 

① 盛土又は切土により擁壁が必要になる場合は、できるだけその圧迫感を軽減する

ため、高さを低く押え又は擁壁を蔦等で緑化すること。 

② 大規模ながけ面は、コンクリート、コンクリートブロック積み、張り芝、筋芝等

で覆うとともに、土圧や地滑り等に対して安全であるように設計が定められてい

ること。またこれについては、特に美観上の配慮を行うこと。 

(9) 給水施設 

開発区域内のすべての道路及びこれに通じる区域外道路には、次に掲げる事項に適

合するよう上水道管を布設すること。 

① 上水道は、市の将来計画に適合する管径及び材質とすること。 

② 管の布設は、道路占用基準を遵守のうえ施行すること。 

(10) 雨水及び生活排水 

① 事業者は、開発区域内の排水施設について、開発の規模、地形、地質及び状況を考

慮し、計画雨水量及び汚水量を有効かつ適切に排水できる構造及び能力のものとし、

放流先の排水能力、利用状況、その他状況を勘案して、下水道、排水路、その他の排

水施設又は河川その他の公共水域に接続させなければならない。 

② 事業者は、排水施設について下水道、排水路、その他の排水施設又は河川その他の

公共水域に接続させる場合、放流先の施設管理者（道路管理者、土地改良区、河川管

理者）と充分協議しなければならない。 

(11) 合併浄化槽及びし尿浄化槽 

① 事業者又は建築主は、建築行為又は開発行為に当たって合併浄化槽又はし尿浄化

槽の設置に配慮するものとする。ただし公共下水道処理区域はこの限りではない。 

② 事業者又は建築主は、浄化槽を設置する場合、その放流することについて、放流先

の施設管理者(道路管理者、土地改良区、河川管理者等)と充分協議するものとする。 

③ 放流水は、水道水源に影響のない地点で放流するものとする。 

(12) 消防用施設 

事業者は、消防用施設について、横手市消防本部と協議し、その指導に従い施設を

設置するものとする。 

(13) 駐車場 

① 事務所、店舗又は共同住宅等で駐車需要が高いと認められるものについては、協議

のうえ、必要台数分の駐車場を確保すること。 

② 屋外に設置する駐車場にあっては、美観を考慮した適切な植栽を行うこと。 

 

(14) 電柱、防犯灯の設置 
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① 開発区域内に設置する電柱は、原則として道路内に設置しないようにすること。 

② 開発区域内には、協議のうえ、防犯灯を設置すること。 

③ 設置費及び維持管理費については、事業者において負担するものとする。 

(15) ごみ集積所 

① 事業者は、開発区域内の建物配置及び道路の形状等を勘案し、ごみ収集車が容易に

収集できる道路に面した場所に、関係機関の同意を得たうえで、一団地に1ヶ所（一

団地が20戸以上の場合は、概ね20戸毎に１ヶ所）のごみ集積所（施設を含む）を設置

するものとする。 

② 集積所は、衛生的に保管され収集の容易にできる共同の施設で、特に景観に配慮し

た構造とする。 

③ 開発行為の位置又は規模により市長が収集困難と判断した場合は、事業者の負担

において処理するものとする。 

(16) 自然環境の保全 

事業者は、開発事業等の計画に当たっては、立木の伐採、自然の地形変更を最小限

にとどめ、環境の保全及び緑地の確保、修景に努めるものとする。 

(17) 文化財の保護 

事業者は、開発事業の施行に際し、事前に調査するとともに、埋蔵文化財が出土し

たときは、直ちに工事を中止して、市教育委員会に届出て文化財保護法の規定に基づ

く指示にしたがわなければならない。 

(18) うるおいのある景観の担保 

5,000㎡以上で宅地分譲を行う開発行為（1,000㎡以上の開発行為が連坦し5,000㎡

になる場合を含む）については、都市計画法に基づく地区計画建築基準法に基づく建

築協定、横手市景観計画及び横手市景観条例の規定によるうるおいのある景観の担保

方策を積極的に導入するよう努めることとする。 

附 則 

この基準は、平成25 年４月１日から施行する。 

別表第１（基準(３)関係） 

道路種別 
道路幅員 

備  考 
総幅員 車 道 歩 道 

歩行者専用道 ４ － ４ 歩行者の安全を特に図る道路。 

一般区画道路 ６ ６ － 建築物の前面道路として扱う最低幅員とする。 

ただし、既成住宅地の囲続地のみ例外とする。 
主 要 道 路 ８ ８ － 区域内の主要道路。 

幹 線 道 路 12 ７ 2.5 区域及び周辺地域の幹線道路と予想される道路。 
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別表第２（基準(４)関係） 

開 発 区 域 の 面 積 公園等面積の割合 １ヶ所の公園等面積 備 考 

3,000 ㎡未満 ３％以上 協議内容による 

・非自己用の場合はごみ集積

所、防犯灯、街区案内板設

置、雪捨場等のコミュニテ

ィベースとして確保する。 

・自己業務用の場合は下記※

のとおり。 

3,000 ㎡以上 都市計画法に定める基準による  

 

※自己業務用の場合 

配 置 の 方 法 緑 化 の 方 法 

植樹帯として敷地周囲に配置する。 

植樹帯の幅は 1.0ｍ以上とする。 

できるだけ植栽を行い継続的な維持管理に努

める。 
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(2) 秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例（抜粋） 

平成 14 年３月 29 日 

秋田県条例第 13 号 

前文 

私たちは、豊かな自然と雪国の風土の中で多彩な文化を培い、共に助け合う地域社会を築

いてきた。 

しかし、若者の流出や少子化による人口減少と急速な高齢化に加え、就業構造の変化、核

家族化の進行等は人々の意識や価値観に変化をもたらし、地域社会は大きく変わりつつあ

る。 

さらに、近年、高齢者、障害者等を含むすべての県民が安全かつ快適に生活できる社会を

目指すための取組が強く求められてきている。 

このような私たちを取り巻く環境の中で、一人ひとりが個人として尊重され、安全に安心

して生活を営むことのできる社会を構築するためには、県民が一体となって、様々な障壁を

取り除いていく必要がある。 

ここに、県民が、思いやりや助け合いの心をはぐくみ、共に生きることを確かめ合い、力

を合わせて高齢者、障害者等が安全かつ快適な日常生活又は社会生活を営むことを困難に

する様々な障壁が取り除かれたバリアフリー社会を形成するため、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、高齢者、障害者等が生活し、又は社会活動を行う上でこれを困難に

する様々な障壁が取り除かれ、安全かつ快適な日常生活又は社会生活が確保されるよう

に配慮された社会を形成するため、県、事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、

当該社会の形成に関する基本方針及び施策の基本的な事項を定め、もって県民の福祉の

増進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

１ 高齢者、障害者等 高齢者、障害者、妊産婦その他日常生活又は社会生活において身

体の機能上の制限等を受ける者をいう。 

２ バリアフリー社会 高齢者、障害者等が生活し、又は社会活動を行う上でこれを困難

にする様々な障壁が取り除かれ、安全かつ快適な日常生活又は社会生活が確保されるよ

うに配慮された社会をいう。 

３ 生活関連施設 病院、集会場、百貨店、官公庁の庁舎、道路、公園その他の不特定か

つ多数の者の利用に供する施設で規則で定めるものをいう。 
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４ 特定生活関連施設 生活関連施設のうち特に整備が必要な施設で規則で定めるものを

いう。 

５ 旅客車両等 一般旅客の用に供する鉄道の車両、自動車等で規則で定めるものをいう。 

６ 公共工作物 信号機、公衆電話所その他の公共の用に供する工作物で規則で定めるも

のをいう。 

７ 施設等 生活関連施設、旅客車両等、公共工作物及び住宅をいう。 

 

第３章 生活関連施設の整備等 

第１節 生活関連施設の整備 

（整備基準の策定） 

第 18 条 知事は、生活関連施設の構造及び設備に関し、高齢者、障害者等が安全かつ円滑

に利用できるようにするために必要な基準（以下「整備基準」という。）を定めるもの

とする。 

２ 整備基準は、出入口、廊下、階段、エレベーター、便所、駐車場その他知事が必要と

認めるものについて、生活関連施設の種類及び規模に応じて規則で定める。 

(整備基準の遵守) 

第 19 条 生活関連施設の新築等（新築、新設、増築、改築及び用途の変更（施設の用途を

変更して生活関連施設とする場合を含む。）をいう。以下同じ。)をしようとする者は、

当該生活関連施設(当該新築等に係る部分に限る。)について整備基準を遵守しなければ

ならない。ただし、地形又は敷地の状況、建築物の構造その他やむを得ない事由により

整備基準を遵守することが困難であると知事が認める場合は、この限りでない。 

2  生活関連施設を所有し、又は管理する者（以下「生活関連施設所有者等」という。）

は、当該生活関連施設を整備基準に適合させるように努めなければならない。 

（維持保全） 

第 20 条 生活関連施設所有者等は、整備基準に適合している部分の機能を維持するように

努めなければならない。 

第２節 特定生活関連施設の整備 

（協議） 

第 22 条 特定生活関連施設の新築等をしようとする者は、その計画（整備基準に適合させ

るべき部分を含まない計画を除く。）について、規則で定めるところにより、あらかじ

め、知事に協議しなければならない。当該協議の内容の変更（規則で定める軽微な変更

を除く。）をしようとするときも同様とする。 
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２ 知事は、前項の規定による協議があった場合において、当該協議に係る特定生活関連

施設が整備基準に適合しないと認めるときは、当該協議をした者に対し、必要な指導及

び助言を行うことができる。 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。ただし、第７条、第８条、第４章及び

附則第３項の規定は、平成 14 年６月１日から施行する。 
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(3) 秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例施行規則（抜粋） 

平成 14 年 11 月 29 日 

秋田県規則第 67 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、秋田県バリアフリー社会の形成に関する条例（平成 14 年秋田県条例

第 13 号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（生活関連施設） 

第２条 条例第２条第３号の規則で定める施設は、別表第１の生活関連施設の欄に掲げる

施設とする。 

（特定生活関連施設） 

第３条 条例第２条第４号の規則で定める施設は、別表第１の生活関連施設の欄に掲げる

施設のうち、同表の特定生活関連施設の欄に掲げるものとする。 

（整備基準） 

第６条 条例第 18 条第２項の整備基準は、別表第２のとおりとする。 

 

別表第１  

３ 道路 

区分 生活関連施設 特定生活関連施設 

道路 一般交通の用に供する道路（自動

車のみの交通の用に供するもの

を除く。） 

歩道その他これに類するもの（以下

「歩道等」という。）又は横断歩道橋若

しくは地下横断歩道（以下「立体横断

施設」という。）を有するもので、国等

が設置するもの及び国等以外の者が

土地区画整理法（昭和 29 年法律第 119

号）第 2 条第 4 項に規定する施行地区

（その面積が 10,000 ㎡以上のものに

限る。以下同じ。）又は都市計画法（昭

和 43 年法律第 100 号）第４条第 13 項

に規定する開発区域（その面積が

10,000 ㎡以上のものに限る。以下同

じ。）内に設置するもの 

４ 公園 

区分 生活関連施設 特定生活関連施設 

公園 公園、緑地、遊園地、動物園、植

物園その他これらに類するもの

（当該施設内にある建築物であ

る施設を除く。） 

国等が設置するもの及び国等以外の

者が土地区画整理法第２条第４項に

規定する施行地区又は都市計画法第

４条第 13 項に規定する開発区域内に

設置するもの 
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別表第２ 

３ 道路 

整備項目 整備基準 

１ 歩道等 イ 歩道等は、車道、路肩及び停車帯（以下「車道等」という。）と適切

な方法により分離すること。 

ロ 有効幅員は、200ｃｍ以上とすること。 

ハ 横断勾配は、２％以下とすること。 

ニ 縦断勾配は、５％（地形の状況その他特別な理由によりやむを得ない

場合は、８％）以下とすること。 

ホ 交差点における歩行者の横断の用に供する部分又は横断歩道に接す

る歩道等と車道等の段差は、２ｃｍ以下とすること。 

ヘ ホの段差に接する歩道等の部分には、車椅子使用者が静止し、又は円

滑に転回することができる水平な部分を設けること。 

ト 路面は、平坦で滑りにくい仕上げとすること。 

チ 排水溝を設ける場合においては、つえ、車椅子の車輪等が落ち込まな

い構造の溝蓋を設けること。 

リ 視覚障害者誘導用ブロックを敷設する場合においては、当該視覚障

害者誘導用ブロックは、黄色その他周囲の路面との輝度比が大きいこ

とにより容易に識別できる色とすること。 

２ 立体横断施設 立体横断施設を設ける場合においては、当該立体横断施設は、次に定め

る構造とすること。 

イ 階段、傾斜路及びその踊場の両側には、手すりを設けること。 

ロ 階段には、回り段を設けないこと。 

ハ 路面は、滑りにくい仕上げとすること。 

ニ 段は、識別しやすいものとし、かつ、つまずきにくい構造とすること。 

ホ エレベーターを設ける場合においては、当該エレベーターは、第二号

の表一の項ホに定める構造とすること。 

ヘ 階段及び傾斜路の上端及び下端並びにエレベーターの昇降口に近接

する歩道及び通路並びに踊場の部分には、一の項リに定める構造の視

覚障害者誘導用ブロックを敷設すること。 

 

別表第２ 

４ 公園 

整備項目 整備基準 

１ 出入口 出入口のうち、１以上の出入口は、次に定める構造とすること。 

イ 幅は、120ｃｍ以上とすること。 

ロ 車止めの柵等を設ける場合においては、柵等と柵等の間隔は、90ｃｍ

以上とすること。 

ハ 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

ニ 路面は、滑りにくい仕上げとすること。 
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ホ 出入口が車道等に接する場合においては、視覚障害者誘導用ブロッ

クを敷設し、舗装材を変化させる等により車道等と識別しやすいもの

とすること。 

２ 園路 イ 園路のうち、１以上の園路は、一の項に定める構造の出入口に接する

ものとし、かつ、次に定める構造とすること。 

(1) 幅員は、120ｃｍ以上とすること。 

(2) 縦断勾配は、５％（地形の状況その他特別な理由によりやむを得

ない場合は、８％）以下とすること。 

(3) 勾配が３％以上で延長が 30ｍ以上の園路には、延長 30ｍ以内ご

とに長さ 150ｃｍ以上の水平な部分を設けること。 

(4) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。ただ

し、構造上やむを得ない場合で、ハに定める構造の傾斜路を併設す

るときは、この限りでない。 

(5) 路面は、滑りにくい仕上げとすること。 

(6) 排水溝を設ける場合においては、つえ、車椅子の車輪等が落ち込

まない構造の溝蓋を設けること。 

ロ 園路に設けられる階段は、次に定める構造とすること。 

(1) 幅員は、120ｃｍ以上とすること。 

(2) 手すりを設けること。 

(3) 回り段を設けないこと。 

(4) 踏面は、滑りにくい仕上げとすること。 

(5) 高さが３ｍを超える階段には、高さ３ｍ以内ごとに踏幅 120ｃｍ

以上の踊場を設けること。 

(6) 階段の上端及び下端に接する園路には、長さ 120ｃｍ以上の水平

な部分を設けること。 

(7) 階段の上端及び下端に近接する園路並びに踊場の部分には、視覚

障害者誘導用ブロックを敷設すること。 

ハ 園路に設けられる傾斜路及びその踊場（ロに定める構造の階段に併

設するものに限る。）は、次に定める構造とすること。 

(1) 幅員は、90ｃｍ以上とすること。 

(2) 勾配は、５％（傾斜路の高さが 16ｃｍ以下の場合は 12％、75ｃ

ｍ以下の場合は８％）以下とすること。 

(3) 高さが 75ｃｍを超える傾斜路には、高さ 75ｃｍ以内ごとに踏幅

150ｃｍ以上の踊場を設けること。 

(4) 手すりを設けること。 

(5) 両側には、転落を防止する措置を講ずること。 

(6) 路面は、滑りにくい仕上げとすること。 

(7) 傾斜路の上端及び下端に近接する園路並びに踊場の部分には、視

覚障害者誘導用ブロックを敷設すること。 

３ 便所 イ 便所を設ける場合においては、第１号の表５の項イに定める構造の

便所を１以上設けること。 
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ロ イに定める構造の便所以外に便所を設ける場合においては、腰掛便

座及び手すりが配置されている便房を１以上(当該便所に男子用及び

女子用の区分がある場合は、それぞれの区分ごとに１以上)設けるこ

と。 

ハ 男子用小便器のある便所を設ける場合においては、床置式で両側に

手すりが配置されている小便器のある便所を１以上設けること。 

ニ 出入口は、二の項イに定める構造の園路に接すること。 

４ 案内看板 案内板等を設ける場合においては、当該案内板等は、第１号の表 12 の

項イに定める構造とすること。 

５ 駐車場 イ 駐車場（自動車の駐車の用に供する部分の面積が 500 ㎡以上のもの

に限る。）を設ける場合においては、次に定める構造の車椅子使用者

用駐車施設を１以上設けること。 

(1) 幅は、350ｃｍ以上とすること。 

(2) 車椅子使用者用駐車施設である旨を見やすい方法で表示するこ

と。 

(3) 車椅子使用者用駐車施設の位置及び自動車の利用に供する出入口

から当該車椅子使用者用駐車施設に至る経路を表示すること。 

ロ 車椅子使用者用駐車施設と２の項に定める構造の園路との間の経路

には、移動円滑化経路を１以上設けること。 
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(4) 秋田県飲用井戸等衛生対策要領（抜粋） 

令和元年 11 月 7 日施行 

１．目的 

この要領は、有害物質等による地下水汚染等がみられること等にかんがみ、飲用に供す

る井戸等及び他の水道から供給を受ける水を水源とし、水道法等の規制を受けない水道

の適正管理、水質に関する定期的な検査、汚染時における合的な衛生確保を図ることを目

的とする。 

２．実施主体 

県  ・・・・・・・・・・・・ 生活衛生課・保健所 

町村 ・・・・・・・・・・・・ 衛生担当課・水道担当課 

３．対象施設 

この要領において対象とする施設は、秋田県内の町村に設置されている次に掲げる施

設のいずれかであって水道法（対象：上水道、簡易水道、専用水道及 び簡易専用水道）、

秋田県小規模水道条例（対象：小規模水道）及び建築物の 衛生的環境の確保に関する法

律（対象：特定建築物）の適用を受けないもの 

（以下「 飲用井戸等」という。）とする。 

（1） 個人住宅・ 寄宿舎・ 社宅・ 共同住宅等に居住する者に対して、飲用 水を供給

する井戸等の給水施設（表流水・ 湧水を水源とするものも含 む。以下「一般飲

用井戸等」という。） 

（2） 官公庁・学校・病院・店舗・工場その他の事業所等に対して飲用水を供給する井

戸等の給水施設（表流水・湧水を水源とするものも含む。 以下「業務用飲用井

戸等」という。） 

（3） 水道事業の用に供する水道又は専用水道から供給を受ける水のみを水源とする小

規模な貯水槽水道（以下「小規模貯水槽水道」という。） 

４．衛生確保対策の内容 

 (1) 対象施設の把握（省略） 

（2）飲用井戸等の設置者に対する指導 

県及び町村は、飲用井戸等の設置者若しくは管理者（以下「設置等」という。）に対

し、次に掲げる基準に従い指導等を行うものとする。 

① 一般飲用井戸等及び業務用飲用井戸等 

a）管理 

ア．設置者等は、飲用井戸等及びその周辺にみだりに人畜が入らないよう適切な

措置を講ずること。 

イ．設置者等は、井戸の構造（井筒・ポンプ・井戸のふた等）並びに井戸周辺の

清潔保持を図るため適宜点検を行うとともに、汚染源に対する防護措置を講
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ずること。 

b）水質検査 

ア．一般飲用井戸等及び業務用飲用井戸等を新たに設置するに当たっては、設置者

等は、給水前に水質基準に関する省令（平成15年厚生労働省令第101号）に定

めるすべての項目のうち、消毒副生成物を除いた項目の検査を行い、同省令に

定める基準に適合することを確認すること。ただし、次の13項目（以下「定期

検査項目」という。）以外は、地域的な状況から問題ないと判断される場合は

省略することができる。 

・亜硝酸態窒素・硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素・塩化物イオン 

・有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量）・一般細菌・大腸菌 

・ｐＨ値・臭気・味・色度・濁度・トリクロロエチレン 

・テトラクロロエチレン 

イ．一般飲用井戸等（設置者が専ら自己の居住の用に供する住宅のみに飲用水を供

給するために設置するものを除く。）及び業務用飲用井戸等の設置者等は、定

期検査項目について、毎年１回以上水質検査を行うこと。 

また、これ以外のものについても、同様の検査を行うことが望ましいこと。 

なお、町村は必要に応じて重点地域を選定し、定期検査項目について水質検査

を行うものとする。 

ウ．ア及びイの水質検査は、厚生労働大臣の登録を受けた検査機関で行うものとす

る。 

エ．設置者等は、水道法に基づく水質基準を超えた場合には、町村や保健所に連絡

し指導を受けること。 

② 省略 

５．汚染された飲用井戸等に対する措置 

県及び町村は、飲用井戸等の設置者等からの連絡を受けた場合、その他飲用井戸等の汚

染を発見したときは、その汚染原因を調査するとともに必要な措置をとるものとする。 

附 則 

この要領は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成元年２月17日から施行する。 

（中省略） 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年11月７日から施行する。 
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(5) 小幅員区画道路の計画基準（案） 

（参考：昭和61年４月11日建設省経宅発第38号） 

 

１ 目的 

この基準は、主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為における、幅員６ｍ

未満の区画道路（以下「小幅員区画道路」という。）を導入する場合において、 

(1) 交通及び宅地サービスの機能確保 

(2) 災害時の危険性の防止及び災害時の避難、救助、消防活動等の円滑な実施 

(3) 住宅地としての日照、通風等の環境の確保 

等を図るために守るべき条件として定めるものとする。 

２ 適用対象 

この基準は、開発区域の面積が概ね１ｈａ以上の主として住宅の建築の用に供する目

的で行う開発行為を適用対象とする。ただし、開発区域の面積が概ね１ｈａ未満の主とし

て住宅の用に供する目的で行う開発行為であって、次のいずれかに該当するものについ

ては適用対象とする。 

(1) 当該開発区域が既に計画的開発が実施された区域に隣接していること。 

(2) 当該開発区域に地区計画が定められていること等により、将来道路の段階構成によ

る整備が確実と見込まれること。 

(3) 当該開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路がすでにあり、当該開発区域の道路がこ

の道路に接続する区画道路で、延長される予定のない小区間のものであること。 

３ 小幅員区画道路の導入の条件 

小幅員区画道路は、次の各号に掲げる条件に適合している場合に導入することができ

るものとする。 

(1) 開発区域内及び開発区域の周辺の道路が次のいずれかに該当すること。 

イ 原則として、道路の段階構成が幹線道路、補助幹線道路及び区画道路と明確に整

備されていること又は整備されることが確実と見込まれること。 

ロ 開発区域の周辺に幅員６ｍ以上の道路がすでにあり、開発区域内の道路がこの道

路に接続する区画道路であって、延長される予定のない小区間のものであること。 

(2) 小幅員区画道路は、次のすべての条件に該当すること。 

イ  幅員６ｍ以上の道路又は歩行者専用道路等によって囲まれた概ね250ｍ以下四方

の区域の中の小区間道路であること。 

ロ  沿道宅地へのサービス以外の目的の通過交通が生じない形状のものであること。 

ハ  原則として幹線道路に直接接続していないこと。 
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４ 小幅員区画道路の共通の計画基準 

小幅員区画道路は、次の各号に掲げる計画基準に適合しなければならない。 

(1) 有効幅員 

有効幅員は４ｍ以上とする。この場合において、Ｌ型側溝、コンクリート蓋等で車

両通行上支障がない場合は当該側溝等を有効幅員に含めるものとする。また、電柱、

道路標識等の工作物を道路内に設置する場合は当該工作物の設置されている部分及び

その外側の部分は有効幅員に含めないものとする。 

(2) 交差点 

交差点は原則として直交させる。 

(3) 隅切り 

小幅員区画道路の交差部の隅切りは、原則として、隅切り長が３ｍの二等辺三角形

とする。 

５ 道路形状別計画基準 

小幅員区画道路は、次の各号に掲げる道路形状別計画基準のいずれかに適合しなけれ

ばならない。 

(1) Ｉ字状小幅員区画道路の計画基準 

イ Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接

続上支障がない部分については、歩行者専用道路等）によって囲まれた概ね120ｍ

以下四方の区域の中のＩ字状区画道路について小幅員区画道路とすることができ

る。 

ただし、Ｂ図のように幅員６ｍ以上の道路をはさんで区画道路が連続する場合に

あっては、連続する区画道路の道路延長（道路中心線の長さとする。以下同じ｡)の

合計が概ね250ｍを超えない場合に限る。 

Ｃ図のように通過交通の生じる可能性のあるＩ字状区画道路については小幅員区

画道路とすることができない。 

ロ 道路延長は概ね120ｍ以下とする。 
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(2) Ｌ字状小幅員区画道路の計画基準  

イ  Ａ図及びＢ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道

路との接続上支障がない部分については、歩行者専用道路等）によって囲まれた概

ね120ｍ以下四方の区域の中Ｌ字状区画道路について小幅員区画道路とすることが

できる。  

  また、Ｃ図のように概ね250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＬ字区画道路についても

小幅員区画道路とすることができる。  

ロ  道路延長は概ね120ｍ以下とする。  

ハ  屈曲部はその角度を90度以上とすること等により自動車の通行上支障のないもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小幅員区画道路 Ｗ≧６ｍ 

Ｗ≧６ｍ 

Ｗ≧６ｍ 

Ｌ≦概ね 120ｍ 

Ｌ
≦

概
ね

1
2
0
ｍ

 

基本型 

Ａ図 

Ｗ≧６ｍ Ｗ≧６ｍ 

Ｗ≧６ｍ 

Ｗ≧６ｍ 

Ｌ≦概ね 120ｍ 

Ｌ
≦

概
ね

1
2
0
ｍ

 

Ｂ図 



 

６-221 

 

 

第６章 資料編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) Ｔ字状小幅員区画道路の計画基準  

イ  Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接

続上支障がない部分については，歩行者専用道路等）によって囲まれた概ね120ｍ以

下四方の区域の中のＴ字状区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

また、Ｂ図のように概ね250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＴ字区画道路についても

小幅員区画道路とすることができる。  

ロ  道路延長は概ね120ｍ以下とする。 
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(4) Ｕ字状小幅員区画道路の計画基準 

イ  Ａ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助幹線道路との接

続上支障がない部分については，歩行者専用道路等）によって囲まれた概ね120ｍ以

下四方の区域の中のＵ字状区画道路について小幅員区画道路とすることができる。 

また、Ｂ図及びＣ図のように概ね250ｍ×120ｍ以下の区域の中のＵ字状区画道路

についても小幅員区画道路とすることができる。  

ロ  道路延長は概ね250ｍ以下とする。  

ハ 屈曲部は角度90 度以上とすること等により自動車の通行上支障のないものとす

る。  

ニ  Ｕ字状区画道路の奥は，歩行者専用道路，公園等に接するか又は幅員２ｍ以上の

フットパス等によって歩行者専用道路、公園等若しくは道路に接続することが望ま

しい。 
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Ｗ≧６ｍ 歩行者専用道路等 
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(5) 行き止まり状小幅員区画道路の計画基準

イ Ａ図、Ｂ図及びＣ図のように幅員６ｍ以上の道路（区画道路と幹線道路又は補助

幹線道路との接続上支障がない部分については、歩行者専用道路等）によって囲ま

れた概ね 120ｍ以下四方の区域の中の行き止まり状区画道路について小幅員区画道

路とすることができる。  

ロ 道路延長は原則として35ｍ以下とし、35ｍを超える場合は終端及び区間35ｍ以内

ごとに自動車の転回広場を設けるものとする。この場合において、自動車の転回広

場とは、「自動車の転回広場に関する基準」（昭和45年12月28日付け建設省告示第1837

号）に適合するものとする。  

ハ 行き止まり状区画道路の終端は，歩行者専用道路，公園等に接するか又は幅員２

ｍ以上のフットパス等によって歩行者専用道路、公園等若しくは道路に接続するこ

とが望ましい。 
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